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巻頭言 
 

第 5 回全国大会実行委員会 事務局長 田原 博幸 
 

2017年9月9日（土）と10日（日）に本学会第5回全国大会が北海道情報大学で開催された。テーマは「フ

ロンティア精神とグローバル人材～世界をフィールドとしてミッションを遂行するために～」である。本大会は

グローバル人材育成に本学会とはやや異なる角度から取り組む学会の研究者との交流が行われるなど、新たな発

展の可能性が感じられた大会となった。 
9月9日（土）のシンポジウム I「海外とのミッション遂行に求められるもの」では、トヨタ自動車で約40年

駐在員を務めた小林浩治氏が専門能力、教養、誠実さや情熱など、「個としての強さ」を持つ重要性等を論じた。

ホンダ・アメリカで25年チーフエンジニアなどを務めた野部英一氏は、伝えようとする強い意思を持つことの重

要性等を指摘した。人的資源管理研究の第一人者で国際ビジネス研究学会会長の白木三秀氏（早稲田大学）は日

本人派遣者にとっての英語力の重要度や若い時からリーダーシップを与える重要性等について論じた。中山健一

郎会員がモデレーターを務めた。 
シンポジウム II「観光立国日本をグローバル人材育成の観点からどう支えるか～北海道の観光を例として～」

で、張相律氏（プレミアム北海道）は2017年の法改正で資格がなくても有償で通訳ガイドが可能になった悪影響

を懸念し、通訳ガイドのレベル認定制度を創設する必要性を訴えた。鄭眞旭氏（四季の旅）は、北海道の雪が大

きな観光資源であることと、自ら苦労を乗り越えたチャレンジ精神の重要性を指摘した。川名典人氏（札幌国際

大学）は北海道斜里高等学校との観光英語に関する ICTを活用した高大連携実践について紹介した。佐野愛子会

員（北海道文教大学）は観光英語に関する勤務校での教育実践等について論じた。大会実行委員長を務める竹内

典彦副会長がモデレーターとなった。 
9月10日（日）のシンポジウムIII「学部カリキュラムで臨むグローバル人材育成Capacity Building for Globally-

Oriented Human Resource Development」では、名城大学の取り組みが紹介された。アーナンダ・クマーラ副会

長は司会を兼ね、大講義室での学習効果やモチベーション向上、英語力向上、発言力向上について問題提起した。

柳沢秀郎会員は ICT機器を活用したグローバル人材教育などについて論じた。ロジャース・ジェイムス会員は映

像を活用する教育実践などについて論じた。ボイズ・ニコラス氏は言語学習の目標を達成可能で目に見える段階

に分けたものとし、1年を通してその方針に基づく学習活動の紹介等を行った。 
本学会教育連携部会の企画として２つの発表があった。1 つ目は JAGCE 教育実践セミナー「グローバル人材

育成のためのアクティブ・ラーニング～高大連携による探求型学習のススメ～」で、奥山則和理事（桐蔭学園）

と内田富男理事（明星大学）を講師として、関東支部で行われている高大連携によるアクティブラーニングの実

践報告と、これを全国規模に広げる提案があった。2 つ目の「次期学習指導要領が中等教育と大学に与える影響

―国際バカロレア（ＩＢ）とイングランドのカリキュラムとの関連性－」では、「主体的・対話的で深い学び」を

特色とする次期学習指導要領、国際バカロレア、イングランドのナショナル・プログラムの３つの比較が、検定

教科書も考慮に入れて行われた。赤塚祐哉会員（早稲田大学本庄高等学院）は国際バカロレアのカリキュラムと

学習指導要領の関連性を論じた。奥山理事はイングランドのナショナルカリキュラムと学習指導要領を比較した。

斉藤智氏（桐原書店）は、市場占有率の高い検定教科書が、必ずしも学習指導要領の目指すところと一致してい

ないことなどを指摘した。勝又美智雄理事がモデレーターを務めた。 
この他にも、穴田有一理事（北海道情報大学）による、北海道情報大学のグローバル人材育成教育の実践報告

と、ミシェル・ラフェイ氏（北海道大学）による明治時代の札幌農学校（現在の北海道大学）での国際的な人材
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育成の紹介から成る「北海道特別企画講演」、サイモン・ソーラ会員（北海道情報大学）による「大会会場校特別

企画講演」、小野博会長による「学会長講演」も行われた。12 件の口頭発表と 4 件のポスター発表による一般発

表も行われ、意識が高く熱心な聴衆の関心を集めた。 
筆者の同僚でシンポジウム I のモデレーターを務めた中山会員は、本学会のこれまでの活動内容が「入社する

までのグローバル人材育成教育研究」であり、経営学の人的資源管理論は「入社後のグローバル人材育成研究」

を扱っていると筆者との談話で指摘している。しかし、グローバル人材にとって英語コミュニケーション能力は

十分条件とまでは言えないが、確かに必要条件の「肝」ではある。本学会の特に英語関連研究者がフロンティア

精神を持ち、本学会、あるいは筆者のように同じ職場で国際ビジネス研究学会などの人的資源管理研究者と交流

し、日本人派遣者が直面している英語面の課題等を知り、研究のアイディアを得て新たな研究領域を開拓し深め

てゆくことで、本学会が入社後も射程に入れたグローバル人材育成教育研究の総合学会へと発展するなら、先見

の明を持って小野博会長が本学会を「グローバル人材育成教育学会」の名で創設した意義はさらに深まるであろ

う。この相互作用を期待して筆を置く。 
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研究論文

 A 

A Preliminary Study of the Process by Which 
Japanese High School Students Choose  

an Overseas University 
(Cases in Which Overseas Exchange Program Alumni Go to 

an English-Speaking-Country) 

Aya IWAMOTOA

Abstract: The purpose of this study is to explain the process by which Japanese high 
school students who had already experienced an overseas exchange program chose a 
university in an Englsh-speaking-country. 10 university students who had already 
participated in an exchange program and then had considered spending their whole 
university life abroad were interviewed. The data were then analyzed with the 
Modified Grounded Theory Approach. The process was explained as follows: they had 
developed an image of their future selves through their exchange experiences, 
especially through the interactive classes they had experienced during the exchange 
program, and feeling that they would be limited by the learning culture in Japan, had 
determined that studying abroad for university would help them attain that image.  
Keywords: study abroad, overseas exchange program during high school, university 
choice, English-speaking-country, M-GTA 
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3.1 調査対象者 
対象者は、高校時代に交流団体Xの高校交換留学プ

ログラムに参加し、その後英語圏の大学[4]への進学を

検討した 10 名の大学生（調査時）である（表 2）[5]。

内訳は実際に海外進学した人は6名、検討したが最終

的に国内進学を選んだ人が 4 名である。4 名の国内進

学者は、途中まで海外進学者と同様のプロセスをたど

っており、彼らを含めて分析することで海外進学選択

のプロセスがより多面的に明らかになると考えた。調

査対象者の卒業時において、卒業高校の中に海外進学

に力を入れている高校はなかった。対象者の募集は以

下のように行った。まず交流団体Xからインタビュー

に協力を得られる人の紹介を受けた。さらに、紹介さ

れた対象者に、インタビューに協力を得られる人の紹

介を依頼し、対象者を増やした。また、後述するオリ

エンテーション等で知り合った人にも協力を依頼した。 
 
3.2 調査対象者と調査実施者との関係 
調査実施者は筆者である。筆者は 2013 年から交流

団体Xに調査協力を得ており、本調査以前にパイロッ

ト的なグループインタビューや、交流団体Xが高校生

向けに実施するオリエンテーション等の見学を行った。

また、交流団体Xの担当者と面談を重ね、高校交換留

学について理解を深めた。本調査の対象者には、オリ

エンテーション等で知り合った2名が含まれるが、そ

の他の8名は筆者と事前の面識はなかった。そのため、

事前のメールのやり取りやインタビュー冒頭の時間を

使って、信頼関係の構築に努めた。また、筆者の意図

に沿った発言がされないよう、言葉の使い方には注意

を払うとともに、インタビュー終了後には感想を求め

て、対象者の本意を確認した。さらに、発言の趣旨が

不明な点、追加の質問などがあれば、後日対象者にメ

ールで問い合わせた。これらのことから、率直で詳細

なデータを収集することができたと考えている。 
 

3.3 データの収集方法 
10 名それぞれに対して、2013 年秋から 2015 年秋

の間に1回ずつ、1対1の半構造化インタビューを行

った。1名当たりの平均所要時間は131分であった。

インタビューでは、高校交換留学中および大学入学後

の成長体験をそれぞれ 3〜5 つ程度挙げてもらうこと

を中心に、帰国後の生活や大学進学に至る過程などを

自由に話してもらった。大学進学に至る過程について

は、各調査対象者の語りの流れを遮らないようにしつ

つ、「なぜ海外進学しようと思ったか」「日本の大学で

はだめだったのか」「親や周囲の反応はどうだったか」

「将来ビジョンはあったか」「入学前の想像と違ってい

たことはあるか」などを質問した。インタビューは許

可を得て録音し、逐語録を作成した。 
 

3.4 データの分析方法 
分析には修正版グラウンデッド・セオリー・アプロ

ーチ（M-GTA）を用いた。1960 年代にグレーザーと

ストラウスによって考案されたグラウンデッド・セオ

リー・アプローチ（GTA）は、ボトムアップで領域密

着型理論を生成しようとする研究法で、M-GTA はそ

れをより実践しやすいよう、分析プロセスの明確化を

図ったものである 25)。M-GTA で最終的に生み出され

るのは、「人間集団の行動に関する説明と予測を可能に

する理論である」26)。本研究において「人間集団」は

「英語圏の大学への進学を検討する高校交換留学体験

者」であり、彼らが英語圏の大学への進学を決めてい

 

表2 調査対象者一覧 

仮名 性別 留学派遣先 出身地 派遣時 帰国時
[6] 進学先 大学専攻 調査時学年

月子 女 ベルギー 関東 高3 進級 米・州立大 美術 4
哲也 男アメリカ 中部 高3 原級 米・リベラルアーツカレッジ 経済学,数学 2
亨

尚之

仁奈

典子

夏帆

春樹

貴広

千夏

男アメリカ

男 チリ

女 アメリカ

女 アメリカ

女 中国

男アメリカ

男アメリカ

女 アメリカ

関東 高1 進級 米・リベラルアーツカレッジ 映画・メディア研究 3
近畿高2 原級 米・リベラルアーツカレッジ 経済学 2
関東 高3 原級 米・リベラルアーツカレッジ 音楽 2
中部 高2 進級 米・コミュニティカレッジ 未定 1
近畿高2 進級 日・私立大 観光 4
関東 高2 進級 日・私立大 経済学 4
関東 高2 進級 日・私立大 法律 4
近畿高2 原級 日・私立大 コミュニケーション 4
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図2 高校交換留学体験者が英語圏の大学への進学を決めていくプロセス 
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4.1	
 《高校留学での手応え》 

10 24)

アメリカでいろんな国の人と会って、

すごい世界を見ることができたので、大学入ってもで

きればそれを続けていきたいなって思った

高校１年間では足りないな

と

< >  

< >

 
 
日本の企業がアメリカの議会に呼ばれたりした時に、

今度はうまく立ち回れるように、（中略）ちゃんと分

かってる人が必要なんだろうなって。（中略）もっと

アメリカの文化といいますか、社会的な規範みたい

なのを勉強して、（中略）日本の産業を手助けできる

ようなっていう、そういう人材が必要だし、そうい

う人材になりたいなと思った  
 

<
>

 
 
最終的に高校でもまあ自分なりにやれるなあって思

ったのと、これだったら、まあ英語力もそれなりに

ついてきたので、（アメリカの大学に）行ってもいい

のかなって思いましたね。  
 

< >  
 
1 回スペイン語でくぐり抜けてきたような自信もあ
るし、（中略）割と元々の言葉の枠組みとしては、（ス

ペイン語は）日本語よりは（英語に）全然近いじゃ

ないですか  
 
よく分かんないとこに行くのは、多分誰もそんな簡

単にできることじゃないかなと思うんですけど、そ

ういうのにどんどん、ズバズバ行けるようになった

っていうのが、自分の中では結局留学を通して大き

かったのかなと思います  
 

 
 
4.2	
 《英語圏進学へのためらい》 

4

やっぱり日本の大学での学生生活を経験[7]したかっ

た

< >  
< >
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自分は、アメリカ高校留学して、そういうふうに（筆

者注：日本のやり方はおかしいと思うように）なっ

て帰ってきてるなと。アメリカにまた大学 4年間行
ったら、もっとそれが強まって帰ってくるかもしれ

ない。自分の最終的なゴールとしては、日本社会に

っていう気持ちがあるので。あ、そうか、うまくい

かないかもしれないんだなっていうことを思ったん

ですよね。  
 

< >
< >

< >

アメリカで4年間勉強したっていうことは高校留
学に比べるともっと有利になっちゃうって思います

< >

 
< >

< >

1  
 
日常会話とかはペラペラしゃべれてもアカデミック

になったら絶対、違うというのもあったし、アメリ

カの大学って、日本の大学と違って勉強だけできて

も入れてもらえないというのを聞いて。

 
 

経済的に

学費がどうとか、実際的に、英語、語学的についてい

けるのとか、あと試験があったりとかもあったので

[8]  
 
4.3	
 《国内では不十分と判断》 

 

<
>

 
 
ヨーロッパの子たちの影響がすごく大きくて、私に

とっては。私はもっと考えたいなって思って。その

興味のあることをどんどんどんどん考えて、議論し

て何か新しいものが生まれてみたいな。そんな勉強

がしたいなって思ったんですね  
 

 

< >
1

8 グローバル人材育成教育研究　第5巻第1号　(2017)

8



 

 
 
自分は、アメリカ高校留学して、そういうふうに（筆

者注：日本のやり方はおかしいと思うように）なっ

て帰ってきてるなと。アメリカにまた大学 4年間行
ったら、もっとそれが強まって帰ってくるかもしれ

ない。自分の最終的なゴールとしては、日本社会に

っていう気持ちがあるので。あ、そうか、うまくい

かないかもしれないんだなっていうことを思ったん

ですよね。  
 

< >
< >

< >

アメリカで4年間勉強したっていうことは高校留
学に比べるともっと有利になっちゃうって思います

< >

 
< >

< >

1  
 
日常会話とかはペラペラしゃべれてもアカデミック

になったら絶対、違うというのもあったし、アメリ

カの大学って、日本の大学と違って勉強だけできて

も入れてもらえないというのを聞いて。

 
 

経済的に

学費がどうとか、実際的に、英語、語学的についてい

けるのとか、あと試験があったりとかもあったので

[8]  
 
4.3	
 《国内では不十分と判断》 

 

<
>

 
 
ヨーロッパの子たちの影響がすごく大きくて、私に

とっては。私はもっと考えたいなって思って。その

興味のあることをどんどんどんどん考えて、議論し

て何か新しいものが生まれてみたいな。そんな勉強

がしたいなって思ったんですね  
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1

 

いろんなことに興味が

あった  
 
（アメリカの大学では）美術専攻でやっていても、や

っぱり天文学勉強しようかなと思えば、紙 1枚でふ
いっと変えられるんですよ。だからそういうシステ

ムを知ったときに、（中略）すごく、あ、いいなって。

 
 

<
>

 
 
A大学とかB大学は、英語も使えるし、海外留学と
かもできそうだし、C大学とかだったらリベラルア
ーツっていうんで、いろんな科目を勉強できるって

いう点でも魅力を感じてた  
 

 
 
アメリカのリベラルアーツの大学と比べたら、確立

してないというか、自分が入っても、結局不満にな

っちゃうんじゃないかな、満足いかないんじゃない

かな、っていうふうに感じた  
 

<
> <

>

3
 

 
サークル活動、劇団やってるらしいんですけど、そ

れが忙しいあまり留年するみたいな話をきいて。こ

れちょっと違う、自分の求めるものと違うなあって

 
 

日本の大学に進学した友達みんな、ほんとに日本の

大学つまらないって言って、あ、そうなんだって思

ってしまった  
 

< > <
> <

>

大学でどん

な勉強ができるんだろうって考えたときに、大講義室

でただただ聞いてただただ単位を取って卒業していく

のか、私、みたいな感じで考えた

 

 
 
4.4	
 《サポート獲得に動く》・<国内進学先も確保> 

OB

< >
 

 
Y（奨学金団体）のサポートはすごく大きくて。リ
ベラルアーツの大学っていうのを勧めてくれたこと

をはじめとして、学校ごとに興味を持ち始めたら、

その学校に通ってる学生とか、そこの卒業生とかに

連絡先教えてくれて、質問を送ったりとか。
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フェイスブックで見つけて、あーって思って何度もメ

ッセージ送ったりしても返してくださったりした先輩
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> 合格したら入学して、

8月までは行って、そこで休学（筆者注：退学）して、
アメリカの大学に行こうと思ってた

日本の大学に入れる能力を持った人材

いろいろ日本での大学生活について経験

一応日本に残ったと

きのことを考えたときに、まあそこには行こうと思っ
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5.2	
 実践的示唆 
<

>

 
選考に受かって、実際に奨学金をもらえるっていう

段階になってやっと、アメリカの大学にいくっていう

のが決定した

1

[9]

 
< >

1

27)

 
 
６	
 おわりに	
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研究論文 

 

欧米のビジネススクールにおけるグローバル人材育成 
（コーネル大学とスペイン・IESE の比較研究） 

 
戸田 千速A 

 
Global Human Resources Education 

in Western Business Schools 
(A Comparative Study of Cornell University in US 

and IESE in Spain) 
 

Chihaya TODAA 
 
Abstract: Leading business schools in Europe and the United States have been greatly 
successful in terms of producing global human resources. From my current research, I 
have concluded that characteristics such as internationalism, faculty recruitment and 
evaluation criteria, and independence from the university administration are the main 
success factors for influential Western business schools. Therefore, in the cases of 
Cornell’s Samuel Curtis Johnson Graduate School of Management, a typical business 
school at a U.S. research university, and IESE, which opened in 1958 and immediately 
started to obtain extremely high social evaluations, I will focus on analyzing their 
internationalism, faculty recruitment and evaluation criteria, and independence from 
their university administrations. 
 
Keywords: Business School [1], IESE [2],  
Samuel Curtis Johnson Graduate School of Management at Cornell University [3] 

 
 
1. はじめに―問題の所在と背景― 

グローバル人材を輩出する高等教育機関として、

真っ先に想起されるのは欧米のビジネススクール

[1]である。グローバル人材の定義や求められる資質

は多様であるが、ビジネススクールが想定するグ

ローバル人材とは、グローバル企業で活躍する社員

や、グローバルに活動する起業家ということになろ

う。修了生の動向や様々なビジネススクールランキ

ングを勘案する限り、欧米の有力なビジネススクー

ルは、グローバル人材の輩出という点で概ね成功し

ていると言える。 
筆者はこれまでの研究を通じて、とりわけ国際性

／教員の採用・評価基準／大学本部からの独立性と

いった特質が、欧米の有力なビジネススクールの成

功要因であるとの結論に達した。ビジネススクール

として相応しい国際性に富んだ環境の構築、グロー

バル人材育成を担うビジネススクール教員の採用・

評価基準策定、これらを迅速に実行する大学本部か

らの独立性は、ビジネススクールにおけるグローバ

ル人材育成に大きく影響する。そこで本稿では、グ

                                                  
A 東京大学大学院教育学研究科博士課程 

ローバル人材育成に資する、これらの特質を分析す

ることを主眼に置く。 
欧米のビジネススクール、とりわけ米国の教員採

用・評価基準やガバナンスについては、阿曽沼

（2014）や入山（2012）（2015）といった先行研究

により、相当程度の一般化がなされている（戸田

2017b）。しかしながら、より欧米のビジネススクー

ルの実情に即した分析を行うため、本稿では事例研

究を通じて、欧米のビジネススクールにおける国際

性／教員採用・評価基準／大学本部からの独立性に

ついて論じる。 
事例研究の対象校として、米国はコーネル大学の

Samuel Curtis Johnson Graduate School of 
Management[2]（以下、コーネル大学ビジネスス

クール）とスペインのビジネススクールである

Instituto de Estudios Superiores de la Empresa
（以下、IESE）を選定した。 
両校を選定した理由であるが、コーネル大学ビジ

ネススクールは、後述のとおり教授方式・米国色の

強さ・研究志向といった点で、典型的な米国研究大
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学のビジネススクールと位置付けられるためであ

る。 
次章で論じるとおり、伝統ある研究大学のビジネ

ススクールが優位な米国とは対照的に、クラン

フィールド大学のような新興大学のビジネスス

クール、あるいはIE Business SchoolやEuropean 
School of Management and Technology（ESMT 
Berlin）といった新興かつ民間系のビジネススクー

ルが高い評価を受けてきた（戸田2013）（戸田

2017b）。とはいえ、依然としてビジネススクール

は欧州よりも米国が優位であり、米国研究大学のビ

ジネススクールと伍している欧州のビジネスス

クールは少ない。しかし、スペイン・バルセロナに

メインキャンパスを構えるIESEは、状況を異にす

る。実際、代表的なビジネススクールランキングで

あ る Financial Times Executive Education 
Programs Ranking 2015 & 2016及びFinancial 
Times Custom Programs Ranking 2015 & 2016で
世界第1位、The Economist Full time MBA ranking 
2016で世界第8位（米国以外では第1位）となってい

る。従って、米国研究大学のビジネススクール（の

典型であるコーネル大学ビジネススクール）と比較

検討を行う上で、IESEは適している。 
またビジネススクール自身の財務などのデータ

は十分に開示されていないことも多い状況下で、両

校はAnnual Reportでそれらを開示しており、十分

な分析が可能である。 
コーネル大学ビジネススクールに関する先行研

究としては、阿曽沼（2014）が挙げられる。同書は

教育面や運営面など多方面から分析が加えられて

いる一方で、（米国研究大学ビジネススクールの典

型である）コーネル大学ビジネススクールと、先発

の米国研究大学ビジネススクールとは異なる独自

の発展を遂げた欧州のビジネススクールである

IESEを比較研究した本稿とは分析の枠組みが異な

る。コーネル大学ビジネススクールと同じく、

Cornell SC Johnson College of Businessに属する

School of Hotel Administrationを対象とする先行

研究には、米国（同校／セントラルフロリダ大学／

ポールスミスカレッジ）、欧州（Ecole hoteliere de 
Lausanne／サリー大学）、日本（玉川大学／立教大

学／東洋大学）のカリキュラム比較を行った折戸・

青木・根木（2014）がある。同じCornell SC Johnson 
College of Businessに属するとはいえ分析対象とす

る学科は本稿と異なるが、欧米比較という分析の視

点は本稿と似通っている。 
一方でIESEを対象とする先行研究は、英語文献

やスペイン語文献を含めて、さほど多くない。Puig・
Fernández（2003）は、IESE創設期の状況について

論じている。Dater・Garvin・Cullen（2010）は、

IESEによる国際協力について述べている。しかし、

これらの先行研究では米国研究大学ビジネスス

クールとは異なるIESE独自の教育・運営体制を明

らかにするまでに至っておらず、またホームページ

やパンフレット等の公開情報のみでは十分な情報

を得られなかった。そこで、IESEで20年以上の長き

にわたり教鞭を執るPaddy Miller教授（専門は人的

資源管理、ヒアリング実施日2016年12月9日）と、

東京オフィス代表の加賀谷順一氏（ヒアリング実施

日2015年8月18日）へヒアリング及びメールでの調

査を行った[3]。 
本稿の構成であるが、まず両校の概況及び提供す

る教育プログラムについて論じる。続いて、欧米の

有力なビジネススクールを特徴付けている国際性

／教員採用・評価基準／大学本部からの独立性につ

いて、両国の比較検討を行う。本稿が欧米のビジネ

ススクール研究の深化と、グローバル人材養成の一

助となれば幸いである。 
 
2. 両校の概況 
2.1 コーネル大学ビジネススクールの概況 

大学教育の歴史の長さでは、欧州が米国を遥かに

凌駕している。しかし、大学におけるビジネス教育

と言う点では、米国が先行してきた。その要因とし

て、オックスブリッジをはじめとする欧州の伝統校

では、長らく経営学が学問として看做されてこな

かったことが挙げられよう（戸田2018）[4]。このこ

とは、欧州において新興大学あるいは民間系ビジネ

ススクールが発展したことに、大きく影響した。 
一方で、「アメリカの大学にビジネススクールが

設置されたのは、1881年、ペンシルバニア大学内に

設置されたウォートン・スクールが最初であるとい

うのが定説である。（1908年には、ハーバード・ビ

ジネススクール：Harvard Business School, 以下

HBSが）アメリカで初めて2年間の大学院レベルの

課程として設置された」（福留2003）。それ以来、

「ビジネススクールは有名大学の名声におんぶす

ることが、必要なのかもしれない」（土屋1974）と

の指摘どおり、米国ではアイビー・リーグ各校をは

じめとする研究大学を中心にビジネススクールは

発展してきた（戸田2017b）。今日でも、米国にお

いて高い評価を受けるビジネススクールの多くは、

世界屈指かつ伝統ある研究大学の一部局である（戸

田2013）。 
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 ペンシルバニア大学やハーバード大学に続き、ア

イビー・リーグ各校は次々にビジネススクールを開

設した。コーネル大学ビジネススクールが開設され

たのは1946年であり、アイビー・リーグのビジネス

スクールとしては後発の部類に属する。しかし、The 
Economist Full time MBA ranking 2016で28位と

なるなど、今日では世界屈指のビジネススクールと

しての評価を受けている。 
 
2.2 IESEの概況 
 IESEは、スペインの私立大学であるナバラ大学

の部局の一つである。ナバラ大学は、ローマカト

リック教会の司祭でオプス・デイ[5]創立者のホセマ

リアエスクリバ師により、パンプローナにて1952年
に創設された（The University of Navarra HP）。

開学当初は8名の教員と48名の学生という体制であ

り、学位課程の分野は法学であった（ The 
University of Navarra HP）。 

数年後、ホセマリアエスクリバ師はナバラ大学創

設時に協力したオプス・デイメンバーとは別のオプ

ス・デイメンバーとその友人達にバルセロナで経営

者育成の教育機関設立を提案、1958年にIESEとし

てスタートすることとなったが、ビジョンや価値観

をともにする教育機関ということで、同師の意向に

よりナバラ大学の傘下にIESEが入り、ナバラ大学

の経営管理大学院としての位置付けられたため、

IESEはその後のMBAやPh.D.といった学位提供が

スムーズに展開できた（加賀谷2015）。 
IESE開学から5年後の1963年に、IESEとHBSは

正式にHarvard-IESE Advisory Committeeを設立

し、HBSはIESEにおけるフルタイムMBAプログラ

ムの開設等をサポートした（IESE HP）。 
 IESEはその後、短期間で急速な飛躍を遂げ、今日

では世界を代表するビジネススクールの一つと

なった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表1 両校の概況 

Samuel Curtis Johnson Graduate School of  
Management College of Business, Cornell University 
（HP）（2016）, IESE（HP）を基に作成 
 
 
3. 教育プログラムに関する比較検討 

 ビジネススクールの場合、学士課程を有するか否

かで、後述の収入構造をはじめ。そのビジネスス

 
コーネル大学 
ビジネス 
スクール 

IESE 

創設年 1946 1958 

キャンパス 

イサカの他、

ニューヨークに 
新キャンパスを

建設中 

バルセロナ、 
マドリード、 
ミュンヘン、 

ニューヨーク、 
サンパウロ 

専任教員数 58 100 名以上 
留学生比率 

（フルタイム 
2 年制 MBA 
プログラム） 

33% 84% 

学生の出身国数 
（同上） 38 64 

Class size 
（同上） 279 約 350 名 

教育プログラム 

MBA（2 年制/ 
1 年制）, 
Cornell Tech 
MBA, 
Cornell 
Executive MBA 
Metro, 
Cornell 
Executive MBA 
Americas, 
Executive 
MBA/MS in 
Healthcare 
Leadership, 
MPS in 
Management – 
Accounting 
Specialization, 
Cornell-
Tsinghua 
MBA/FMBA, 
Ph.D., Dual 
Degree and 
Certificate, 
非学位型エグゼ

ティブ・プログ

ラム 

MBA（2 年制の

み）, 
Executive MBA, 
Global 
Executive MBA, 
Master of 
research 
management, 
Ph.D., 
非学位型エグぜ

ティブ・プログ

ラム 
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クールを取り巻く環境は大きく異なる。コーネル大

学ビジネススクールとIESEは双方共に、学士課程

を有しないため、比較検討に適していると言えよ

う。 
コーネル大学ビジネススクールが提供する教育

プログラムは、表1に示したとおりである。一般に米

国のビジネススクールではフルタイムMBAプログ

ラムは2年制であるが、コーネル大学ビジネスス

クールは1年制プログラムも提供することで差別化

を図っている。これら伝統的なMBAプログラムは、

コーネル大学のメインキャンパス（イサカ）で開講

されている。 
それに対して、従来型のMBAとは異なりデジタ

ルビジネスに焦点をあてたCornell Tech MBAは

ニューヨークで開講されている。デジタルビジネス

という感度の高さを要求される分野は、産業界への

アクセスが容易なニューヨークでの教育が適して

いる。 
これら以外にも、コーネル大学ビジネススクール

は、ヘルスケア分野のEMBAプログラム、会計分野

に特化した1年制修士プログラム等を提供してい

る。金融分野に焦点をあてた清華大学とのデュア

ル・ディグリー・プログラムは、専門性を有したグ

ローバル人材を育成する上で、適合性の高いプログ

ラムである。 
以上のように、コーネル大学ビジネススクールが

提供する教育プログラムは、極めて多彩である。近

年はMBA志願者の減少やビジネススクール間の競

争激化に伴い、米国研究大学のビジネススクールで

あっても、従来型のMBAプログラムのみならず、主

として1年制で金融やマーケティング、SCM：

Supply Chain Management等に焦点をあてた修士

プログラムや、完全オンラインのMBAプログラム

を提供するビジネススクールが増えている。コーネ

ル大学ビジネススクールにおける教育プログラム

の展開も、この潮流に沿ったものと言える。 
一方でHBSをはじめ、そのような潮流からは距離

を置き、プログラムを新設するのではなく、従来の

プログラムを充実化することに注力しているワー

ルドクラスのビジネススクールも少なくない。 
こうした状況下で、IESEが提供する教育プログ

ラムは、Full Time MBA, Executive MBA, Global 
Executive MBA, Master of research management, 
Ph.D.の各学位プログラムと、非学位型のエグゼク

ティブ教育のみという体制を維持している。従って

IESEは、ワールドクラスのビジネススクール同様

の戦略を採っていると言えよう。 

IESEが提供する教育プログラムは、一見すると

伝統的なプログラムが並んでいるが、後述のように

受講生が国際性・多様性に富んでいるため、敢えて

国外ビジネススクールとの間でデュアル・ディグ

リー・プログラムやジョイント・ディグリー・プロ

グラムを創設しなくても、グローバル人材育成に相

応しい環境は構築されていると考えられる。但し、

IESEは大規模公開オンライン講座（MOOC：

Massive Open Online Course ）の一つである

Courseraには協力しており、マーケティングや組織

行動の講座を提供している。 
Dater・Garvin・Cullen（2010）でも示されてい

るとおり、一般に米国研究大学のフルタイムMBA
プログラムは2年制であるのに対し、欧州では2年未

満であることが多いが、IESEのフルタイムMBAプ

ログラムは2年制である。 
MBAプログラム以外で、力点を置くプログラム

も両校で大きく異なる。Ph.D.プログラムは概して

学費が低廉で学生数も少ないため、財政面でビジネ

ススクールに殆ど寄与しないが、米国研究大学のビ

ジネススクールでは大変重視されている（阿曽沼

2014）。コーネル大学ビジネススクールのディーン

も、「Ph.D.プログラムは、基本的に専門職教育を提

供するスクールにとってきわめて重要だ。（中略）

われわれは研究大学にいる。（中略）われわれの教

員は活発に研究をし、Ph.D.学生と一緒に研究でき

ることを望んでいる。（中略）われわれがコミュニ

ティ（学界）に才能を提供することはきわめて重要

である。（中略）われわれのPh.D.学生は傑出した大

学に就職する。われわれのPh.D.学生はシカゴ大学

に多人数の集団として存在し、ハーバードに多数お

り、デューク大学に多数おり、国じゅうのさまざま

な大学に多人数がいる。それは、才能の供給と獲得

の双方を行う者にとっては一つの市場である。研究

大学にとってそれはわれわれのミッションの一部

だ」（阿曽沼2014）と述べている。 
一方でIESEにおいては、Ph.D.プログラムの入学

者数は長らく一桁名であったが、近年は二桁名とし

た上で、Ph.D.プログラム専用棟も建設中である（加

賀谷2015）。従って、Ph.D.プログラムを重視する

方向に舵を切ったと言えよう。とはいえ、IESEにお

いてMBAプログラムと並んで重きをなしているの

は、表3に示した収入構造に表れているように非学

位型のエグゼクティブ・プログラムである。 
 学内他部局と連携した教育プログラムの展開も、

両校で対照的である。コーネル大学ビジネススクー

ルは学内他部局との連携により、MBAと他分野の
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大学院学位を両方取得できるデュアル・ディグ

リー・プログラムを多数提供している。それに対し

て、IESEはナバラ大学の一部局であるが、ナバラ大

学の他大学院は教授言語がスペイン語ということ

もあり、IESEとナバラ大学の他大学院との間で、単

位互換は行われていない（加賀谷2015）。 
教授方式であるが、コーネル大学ビジネススクー

ルではケースメソッドにより行われる授業は全体

の30%であり、残りの授業はレクチャー（講義）・

経験学習・チームプロジェクト等、多様な方式で行

われている（Poets&Quants HP）。授業方式の点で

比較対象になることが多いのは、授業の多くがケー

スメソッドで行われるHBSや、逆に多くの授業がレ

クチャー方式で行われるシカゴ大学ブースビジネ

ススクールである。しかし、この両校は米国研究大

学ビジネススクールの中でも先鋭的な存在であり、

実際には多くの米国研究大学のビジネススクール

では様々な授業方式がバランス良く採り入れられ

ている。従って、コーネル大学ビジネススクールは、

米国研究大学ビジネススクールの典型例として位

置付けることが可能である。 
対照的にIESEでは、ケースメソッドで行われる

科目が約8割を占め、レクチャースタイル（講義形

式）は一種のサプリメントとして補足的に用いられ

ている（加賀谷2015）。後述のとおり学生が均質な

米国研究大学のビジネススクールに比して、学生の

国際性・多様性に富むIESEでは、他文化圏の学生の

価値観に接してグローバルな視点に育み、学生同士

の学びを誘発する観点から、ケースメソッドのメ

リットを享受しやすい。IESEの国際性・多様性を基

盤とすれば、ケースメソッドとグローバル人材育成

の適合性は高いものと考えられる。 
 
4.  国際性 

 米国と欧州のビジネススクールを比較した場合、

一般に米国のビジネススクールでは米国人が多い

のに対し、欧州のビジネススクールでは学生の出身

国は多様であるとされる。 
 コーネル大学ビジネススクールとIESEの2年制

フルタイムMBAプログラムにおける留学生比率及

び学生の出身国数（表1参照）を勘案する限り、IESE
の方が国際性・多様性に富んでいると言えよう。 
 キャンパスの設置方針も大きく異なる。コーネル

大学はイサカのメインキャンパスの他に、ブルーム

バーグ・ニューヨーク市長（当時）の後押しもあり、

テクニオン・イスラエル工科大学と共同でニュー

ヨーク中心部に応用科学分野を教育研究対象とす

る大学院を開設した（Keat 2015）。コーネル大学

ビジネススクールも新キャンパス（Cornell Tech's 
Roosevelt Island Campus）の開設に先駆け、グー

グル社のオフィスにて、前述のCornell Tech MBA
を提供している。 

しかし、コーネル大学ビジネススクールは、米国

国外にキャンパスを設けていない。前述のとおり清

華大学と連携してダブル・ディグリー・プログラム

も提供しているが、中国にキャンパスを設けている

わけではなく、コーネル大学ビジネススクールはあ

くまで米国のビジネススクールとして位置付けら

れる。 
IESEはバルセロナを中心に、マドリード、ニュー

ヨーク、ミュンヘン、サンパウロにブランチキャン

パスを構えている。これらブランチキャンパスの中

でも、注目されるのがニューヨークのそれである。

ニューヨークには、コロンビア大学やニューヨーク

大学といった世界有数のビジネススクールが立地

しており、また中国トップクラスのビジネススクー

ルである長江商学院（Cheung Kong Graduate 
School of Business：CKGSB）もエグゼクティブ教

育を展開している。従って、ニューヨークはビジネ

ススクール間の競争が激しい都市として位置付け

られる。こうした中で、IESEがニューヨークにブラ

ンチキャンパスを設置している要因として、ニュー

ヨークがグローバルビジネスの中心地であること

もさることながら、とりわけエンターテイメント・

メディア分野のエグゼクティブ・プログラム受講者

を集めやすいことが挙げられる（Miller 2016）。

IESEではエンターテイメント・メディア分野の研

究組織として Institute for Media and Enter-
tainment：IMEを設置しており、正に研究に基づく

教育が展開されている。 
またIESEはスペイン語圏のビジネススクールと

の関係を重視しているためラテンアメリカのビジ

ネススクールや、中欧国際工商学院（China Europe 
International Business School, 以下CEIBS）の設

立をサポートした。HBSと同校が設立をサポートし

たビジネススクールとの関係とは異なり、IESEは

設立をサポートしたビジネススクールとの提携関

係を重視し、IESEが設立をサポートしたビジネス

スクール各校のスタッフがバルセロナに集結して

ベストプラクティスを共有しているほか、CEIBSと
はGlobal CEO Program for China（CEIBS・IESE・
HBSの3校）やIESEのMBA，Executive MBA，

Global Executive MBAのモジュール実施、スタッ

フや教授の交流は継続している（加賀谷2015）。 
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 以上のような学生の多様性や、国外キャンパス展

開等の国際戦略を勘案する限り、IESEはコーネル

大学ビジネススクールをはじめ米国研究大学のビ

ジネススクールに比して、遥かに国際性に富んでい

ると言えよう。こうした国際性に対する評価の高さ

は、IESEが短期間に米国研究大学のビジネスス

クールと同等以上の社会的評価を得る上で、大いに

寄与した。そして何より、IESEの様な国際性に富む

環境は、教員のみならず多様な学生からも異文化圏

における物事の考えを学び、グローバルな視点を育

むことが可能であることから、グローバル人材を育

成する上で望ましいと考えられる。 
 
5. 教員採用・評価基準 

周知のとおり、1950年代から1960年代の米国研

究大学の学内では、ビジネススクールがその学術的

生産性の低さ故に批判の対象となっていた。阿曽沼

（2014）でも指摘されているとおり、カーネギー財

団のレポートやフォード財団によるハウエル・レ

ポートが契機となり、米国研究大学のビジネスス

クールは研究を極めて重視するようになった。「現

在では研究大学ではビジネススクールの教員はほ

とんどPh.D.を有し、研究ができなければテニュア

をとれない」（阿曽沼2014）状況にある。 
勿論、現在の米国研究大学のビジネススクールで

は、研究業績のみならず、教育や学内行政への貢献

も一定程度は求められる。コーネル大学ビジネスス

クールのファミリービジネス分野は、テニュアト

ラックの基準を開示したが、その基準は関連分野を

含め高い研究遂行能力、学位プログラムやエグゼク

ティブ・プログラムにおける教育遂行能力、ビジネ

ススクールやコーネル大学運営への貢献であった

（Academic Jobs Online.org HP）。とはいえ、米

国研究大学のビジネススクールでは、「『ある程度

のティーチング』はあくまで最低条件であって、出

世に決定的に重要なのは、やはり研究業績」（入山

2012）である。 
このように米国研究大学のビジネススクールで

は、学術的評価の高い論文誌における査読論文を中

心とした研究業績が極めて重視される。研究大学を

中心とする大学のPh.D.プログラムを修了し、研究

業績を積み重ねて大学を渡り歩くという教員のあ

り方は、他の学術分野と同様である。また研究業績

が極めて重視されるため、教員就任以前に十分な実

務経験を有する、いわゆる実務家教員は米国研究大

学のビジネススクールでは極めて少ない。教員就任

後、グローバル企業等の非常勤取締役としての活動

やコンサルティングを通じて、実務経験を蓄積する

ことが一般的である。教員が研究活動を通じて理論

を構築しつつ、教員就任後にグローバルな実務経験

を培うことは、グローバル人材育成に大きく寄与す

る。 
 こうした米国研究大学のビジネススクールにお

ける教員採用・教員評価基準に対して、IESEのそれ

は独自性を有している。 
 他校で教鞭を執っている教員を積極的に雇用し

て教員の流動性が高いコーネル大学ビジネスス

クールはじめ米国研究大学のビジネススクールと

は異なり、IESEでは新卒採用が重視され、生え抜き

の教員が多いが、その要因として、独自のケースメ

ソッド、学校としての価値観や教育哲学、教授に求

められるバランス感覚といった組織的な特殊性に

ついても新卒者の方が馴染みやすい点が挙げられ

る（加賀谷2015）。 
採用候補者の多くが新卒学生である以上、彼らは

教育経験や実務経験に乏しいため、採否の決定は研

究業績に依るところが大きく、また教員になる前に

実務経験を有する教員は、1割ほどに過ぎない（加賀

谷2015）。こうした教員のバックグラウンドは、次

に示すIESEにおけるFDにも影響している。 
加賀谷（2015）によれば、IESEにおけるFDは、

以下のとおりである。IESEでも、FDに関してナバ

ラ大学本体からのサポートはない。逆にIESEの教

員がナバラ大学本体に対して、教授法等の助言をす

ることはある。IESEでも、FDや教育面のマイナー

チェンジは活発になされている。経験豊富な教員

が、新任教員にケースメソッドはじめ教授法につい

て指導も行う。これらの活動は、各学科単位で行わ

れている。またイノベーションを研究している教員

と専任スタッフの混成チームがIESE内に結成さ

れ、ITを用いた新しい教授法が研究されている。

IESEでは、ケースメソッドという新任教員がそれ

まで殆ど経験したことのない教授方式や、新任教員

よりも年長で社会人経験も豊富であることも珍し

くない社会人院生への対応を求められるため、経験

豊富な教員による指導が必須となるのである。 
こうしたプロセスを経たIESEにおける教員の評

価基準（昇進やテニュアの獲得等）であるが、加賀

谷（2015）によれば、以下に示す4つの軸がある。

第一に、論文・書籍・ケース作成といった学術面の

成果に対する評価である。第二に、MBAやエグゼク

ティブ・プログラム等の教育面に対する評価であ

る。第三に、アカデミックディレクターや企業向け

カスタマイズ・プログラムの運営手腕に対する評価
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である。第四に、企業へのコンサルティングや社外

取締役としての活動も評価対象となる。第四の点に

ついては、現実のビジネスに基づいて教育研究や

ケースライティングを行うべきとのIESEの考えに

基づいている一方で、前述のコーネル大学ビジネス

スクールでは評価対象とはなっていない。 
教員評価の全体としては教育面よりも研究面の

方がウェイトは高いが（Miller 2016）、IESEでは

現実のビジネスに基づく教育やケースライティン

グも重視されており、米国研究大学のビジネスス

クールほど学術的評価の高い論文誌における査読

論文一辺倒というわけではない。教育面が教員評価

の上で考慮され、教員の教育に対するモチベーショ

ンが保たれていることは教育に良い影響を与え、

IESEにおける実践志向の教育プログラムに対する

受講生の高い評価に繋がっている。 
 
6．大学本部からの独立性 

欧米の有力なビジネススクールは、程度の差はあ

るものの大学本部からの独立性が比較的高い。大学

本部との調整が最小限で済み、ビジネスクール内で

ほぼ完結した形で迅速に意思決定を行えることか

ら、機動力のあるスクール運営が可能となってい

る。それを可能としているのは、財務面での独立性

である。言うまでもなく、財務面で大学本部からの

補助に依拠していたのでは、大学本部から独立性を

確保するのは容易ではない。しかし、コーネル大学

ビジネススクールとIESEは、財務面で大学本部に

依拠していない。 
表2に、コーネル大学ビジネススクールの収入構

造を示す。阿曽沼（2014）で論じられているとおり、

米国研究大学のビジネススクールでは多くの場合、

学士課程を有している場合は学士プログラムが、有

していない場合はMBAプログラムが収益源となっ

ている。実際、収入の大半は表2に示すとおり、MBA
プログラムや Executive MBA等の学位プログラム

である。対照的に、非学位型エグゼクティブ・プロ

グラムによる収入が総収入に占める割合は小さい。

それ故、コーネル大学ビジネススクールは収入構造

において、典型的な米国研究大学のビジネススクー

ルであると言える。 
コーネル大学ビジネススクールの総収入（2015-

2016期）は、102.3million$（Samuel Curtis Johnson 
Graduate School of Management College of 
Business, Cornell University 2016）=約112億円で

あるが、「収入のすべてをわれわれが得て支出をわ

れわれが行う」（阿曽沼2014）。コーネル大学の場

合、財務面で大学本部から独立していないスクール

もある一方で、責任センター方式を採用しているビ

ジネススクールは財務面で独立しているため、プロ

ボストの承認なく教員を雇用し、教員・技術・施設

への投資、教員給与の決定等をビジネススクール単

独で行うことができる（阿曽沼2014）。但し、授業

料はビジネススクールで決定するが、大学理事会の

承認を必要とする（阿曽沼2014）など、一定程度の

制約は受けている。コーネル大学ビジネススクール

自体の社会的評価は高いが、アイビー・リーグの一

角を占め世界的な名声を博しているコーネル大学

の一部局としての佇まいも求められるのである。 
 
表2 Samuel Curtis Johnson Graduate School of  
Management College of Business, Cornell 
Universityの収入構造 

収入内訳 

エグゼクティブ・プログラム 46.5% 

MBA や Executive MBA 等 43.5% 

リサーチプロジェクト 4.2% 

寄附 5.0% 

その他 1.3% 
出典：Samuel Curtis Johnson Graduate 
School of  
Management College of Business, Cornell 
University（2016） 
 

 

表3 IESEの収入構造 
収入内訳 

エグゼクティブ・プログラム 4.2% 

MBA や Executive MBA 等 71.9% 

投資収入 10.3% 

寄附 8.7% 

その他 4.8% 
出典：IESE（2014） 

※エグゼクティブ・プログラムの収入と、MBAや 
Executive MBA等の収入の合計値が教育プロ

グラムの掲載値をやや越えていたため、全体で

100%を僅かに越えている。 
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 一方、IESE の収入構造は表 3 に示したとおりで

あ る 。 IESE の 総 収 入 （ 2013-2014 期 ） は

88.9million€（IESE 2014）=約 114 億円であり、

コーネル大学ビジネススクールの予算規模と同程

度である。学士課程を有していないという点も、

コーネル大学ビジネススクールと共通している。し

かし、IESE では非学位型エグゼクティブ・プログ

ラムの比重が高い点が、コーネル大学ビジネスス

クールはじめ米国研究のビジネススクールの収入

構造とは大きく異なっている。IESE の収入構造を

IESE（2014）に基づいて算出したところ、非学位型

エグゼクティブ・プログラムによる収入と、MBA プ

ログラムや Executive MBA プログラムといった学

位プログラムによる収入が同程度（各々40%強）で

あった。尚、IESE における MBA と Executive MBA
の収入は、同程度である（IESE 2014）。 
 IESE の年間収入は 100 億円を越えているのに対

し、IESE 以外のナバラ大学の年間収入が約 150 億

円であり、IESE のみでナバラ大学全体の収入の約

4 割を占める状況にあるが、IESE はナバラ大学本

部から財務面で完全に独立しており、収入を一旦ナ

バラ大学本部に上納して、IESE の予算に合わせて

再配分するということはしていない（加賀谷2015）。
即ち総合大学たるナバラ大学において、IESE の予

算規模は圧倒的に大きく、財務面で大学本部に依拠

していないことが、IESE のナバラ大学本部からの

独立性の高さに寄与している。 
 但し、IESE のナバラ大学本部からの独立性の高

さは財務面のみに依拠しておらず、ガバナンス面に

よっても担保されている。IESE の事実上の最高意

思決定組織は、IESE 内に設置されている Executive 
Committee であり、Executive Committee の決定を

ナバラ大学本部側が追認する状況にある（加賀谷

2015）。Executive Committee が設置されている米

国研究大学のビジネススクールは多いが、教員採用

人事の制約をはじめ、大学本部からの介入が見受け

られる。従って、両者の Executive Committee が果

たしている役割は異なっている。 
 IESE の Executive Committee は学長[6]はじめ

9 名で構成されているが、内 4 名はスタッフである

（IESE HP）。このように IESE の意思決定におい

ては（教員以外の）スタッフが大きな役割を果たし

ている。IESE の営業担当スタッフは、日々のスクー

ル運営に加え、企業カスタマイズ・プログラムのプ

ログラムディレクターとして顧客企業のニーズを

把握し、教育プログラムの策定に大いに寄与してい

る（加賀谷 2015）。 

営業担当スタッフが教育プログラムの策定に携

わる米国研究大学のビジネススクールもないわけ

ではない。とはいえ、米国研究大学のビジネスス

クールでは非学位型エグゼクティブ・プログラムよ

りも、学士課程もしくは 20 代後半の学生をメイン

ターゲットとする MBA プログラムに比重が置かれ

ている以上、顧客ニーズに精通した営業担当スタッ

フよりも理論面の教育を行う教員のプレゼンスが

高まる。 
対照的に非学位型エグゼクティブ・プログラムの

ウェイトが高い IESE にとって、エグゼクティブ・

プログラムに受講生を派遣する顧客企業と日常的

に接し、顧客企業のニーズを教員以上に把握してい

る営業担当スタッフの考えを教育プログラムにダ

イレクトに反映させることは、より重要な意味を持

つ。こうした顧客志向の運営体制も、IESE が米国

研究大学のビジネススクールを凌ぎ、非学位型エグ

ゼクティブ・プログラムの（顧客）企業カスタマイ

ズ部門で世界トップの評価（前述のとおり、

Financial Times Custom Programs Ranking 2015 
& 2016 で世界第 1 位）を受けるようになった一因

である。 
尤も IESE にも、教員が教務面について話しあう

場としての教授会は存在する。各学科長による会議

あるいは教務経験豊富な教員によるミーティング

など、教員の階層毎に議論の場が設けられている

（Miller 2016）。しかし、IESE における最高意思決

定組織はあくまで教授会ではなく、Executive 
Committee である。 

ナバラ大学全体としての社会的評価を勘案した

場合、教授言語がスペイン語ということもありスペ

イン国内で評価の高い大学という位置付けであり、

世界トップクラスのビジネススクールたる IESE と

は乖離がある。しかし、IESE のナバラ大学からの

独立性の高さは社会的評価の差という漠然とした

ものではなく、財務面とガバナンス面で明確に担保

されているのである。 
 
7．おわりに 

前章までの論において、両校の特質を明らかにし

てきたが、課題も浮き彫りとなった。 
まず典型的な米国研究大学のビジネススクール

たるコーネル大学ビジネススクールについては、学

生の米国人比率が高く、米国国外にキャンパスを設

けていない。こうした状況が継続する一方で、今後

アジアの躍進等により世界における米国経済のプ

レゼンスが低下すれば、グローバルとは対極のロー
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カルなビジネススクールに陥る可能性も否めない。

これはコーネル大学ビジネススクールに限らず、米

国研究大学のビジネススクール共通の課題である。 
IESE の課題としては、拡大基調にある Ph.D.プ

ログラムを軌道に乗せることが挙げられる。前述の

とおり IESE の発展要因として、米国研究大学のビ

ジネススクールには見受けられない独自性が挙げ

られるが、Ph.D.プログラムに注力することは、将来

的に米国研究大学のビジネススクールと同じ土俵

で勝負することとなる可能性を秘めている。その際

に、米国研究大学のビジネススクールと同等かそれ

以上に、IESE の Ph.D.プログラム出身者が優れた

研究成果を生み出して他校の教員に就任するなど、

学界でプレゼンスを発揮できるか問われることと

なる。あるいは研究者のみならず産業界でも活躍で

きる Ph.D.を保持したグローバル人材の輩出を念頭

に置き、専ら研究者養成に注力する米国研究大学の

ビジネススクールとの差別化を図ることも考えら

れよう。 
これまで欧米のビジネススクールは高いプレゼ

ンスを示してきたが、グローバル人材育成の点で岐

路に差し掛かっていることを指摘して、本稿の結び

としたい。 
 
注 

[1] ビジネススクールは大学院レベルの教育を行っ

ている教育機関として想起されることが多いが、

大学によっては学士課程を有する。 
[2] Samuel Curtis Johnson Graduate School of 

Management は、学士課程と大学院での研究者

養成に重きを置くThe Charles H. Dyson School 
of Applied Economics and Management と、

School of Hotel Administration（以下、SHA）

と 共 に 、 Cornell SC Johnson College of 
Business を構成している。SHA は、「理論重視

のコーネル大学 SHA／実践志向の Ecole 
hôtelière de Lausanne（ローザンヌホテルス

クール）」と並び称され、ホテル経営・ホスピタ

リティ分野で世界の双壁とされている。The 
Charles H. Dyson School of Applied Economics 
and Management と SHA は学士課程を有する

のに対し、MBA や Ph.D.プログラム等を提供す

る Samuel Curtis Johnson Graduate School of 
Management は学士課程を有していない。本稿

ではコーネル大学のビジネススクールとして一

般的に想起される Samuel Curtis Johnson 
Graduate School of Management を、コーネル

大学ビジネススクールと呼称する。） 
[3] 本稿では両氏へのヒアリングに基づく箇所を

其々、Miller（2016）と加賀谷（2015）と記す。 
[4] 近年の状況は異なり、オックスフォード大学の

サイード・ビジネススクール（1996 年開校）や

ケンブリッジ大学のジャッジ・ビジネススクー

ル（1990 年開校）は、欧州で高い評価を受けて

いる。 
[5] ローマカトリック教会における教会行政上の単

位として、真っ先に想起されるのが地域毎に区

分される教区である。それに対し、オプス・デ

イは職業や典礼等によって区分される地域横

断型でローマ「カトリック教会の位階制に含ま

れる『属人区』」で（中略）、福音宣教という

教会の使命に貢献することを目的とし、具体的

には聖性への普遍的な召し出しを人々の心に

深く刻み、日常の仕事による聖化を思い起こさ

せている」（OPUS DEI HP）。オプス・デイ

に基づくナバラ大学の建学の精神は、パーソナ

ルな繋がりを重視する IESE のスタンスにも引

き継がれている。 
[6] 世界を舞台に教育を行う IESE では、知力・体

力・気力の面で充実した 40 代前半に学長に就任

し、長期にわたり学長職を務める（3 年更新であ

るが、例えば 5 期 15 年務めた学長もいる）こと

も珍しくない（加賀谷 2015）。その上で、学長

を引退した教員が、新学長に配慮して意思決定

に介入することは避けつつも、教授として 15 年

近く学校に残れることは IESE にとって非常に

有益という考え方に立脚している（加賀谷2015）。 
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研究論文 
 

若手科学者育成国際会議の頭脳循環戦略 
（リンダウ会議〈ドイツ〉、HOPE ミーティング〈日本〉、 

GYSS〈シンガポール〉に注目して） 
 

樋田 有一郎AB 
 

Young Scientists-fostering Summits  
as a Brain-circulation Strategy 

(Focusing on Lindau, HOPE and GYSS) 
 

Yuichiro HIDAAB 

 
Abstract: This paper analyzes the young-scientists-fostering conferences, which are 
prepared for outstanding doctoral course students all over the world and Nobel 
Laureates. This paper reveals the aspects of the brain circulation at the relatively early 
stage of scientists’ career. The original conference was mainly planned to cultivate 
young scientists’ sound mind and making a peace. In the age of the brain circulation, 
it is spreading to other countries, and changing aims. Conferences have become 
governments’ strategy of attracting and nurturing higher-level global human resources 
in science fields. Firstly, the paper compares “Lindau Nobel Laureate Meeting” in 
German, “Hope meeting with Nobel Laureate” in Japan and “Global Young Scientists 
Summit (GYSS)” in Singapore. It explains they are different from former international 
education policies and they have new aspects in the strategy of brain circulation. 
Secondly, by doing fieldwork in the GYSS, the paper reveals the scheme of the 
conference. The GYSS has many characteristics to works as making countries in the 
central position in science networks. The paper also discussed the famous 
characteristic of Singapore in a science strategy by analyzing the attitude towards the 
conference. 

 
Keywords: brain circulation, fostering scientists, Singapore, GYSS, Nobel Laureates 

 
 
1. はじめに 

リンダウ会議（The Lindau Nobel Laureate Meetings）
は 65 年の歴史を持つ若手科学者の国際教育を目的

とした会議（若手研科学育成国際会議）である。ノー

ベル賞受賞者が講義を行い、世界中から優秀な若手

科学者を招待し交流させる大規模な一週間程度の合

宿形式で行われる。若手科学者の教養教育や人格陶

冶、平和教育を目的とし、優秀な若手科学者に社会

と科学のあり方を考えさせる場である。優秀な研究

者育成の場として長年役割を果たしてきた。近年、

リンダウ会議を模した会議（リンダウ形式会議とよ

ぶ）が我が国も含めて拡大している。当初は、国際

交流、人格陶冶の意義が強かったリンダウ会議は、

人材の流動性、高度専門人材の国際的な獲得競争が

                                                  
A 早稲田大学大学院教育学研究科博士後期課程 
B 日本学術振興会特別研究員 

高まる中で意義を変容させ、日本（HOPE ミーティ

ング）、シンガポール（Global Young Scientists Summit、
以下 GYSS）に波及し、国家の若手科学者を巡る科

学戦略としての側面を強化させた。こうした会議の

公式の目的には、ノーベル賞受賞者の下での研鑽や

若手科学者の交流が掲げられているが、開催する側

が実際に意図するのは頭脳循環をめぐる国家の科学

戦略である。国際競争の中で自国の若手科学者をど

のように育成するのか、将来的に自国の科学界を世

界の中でどう位置づけるかといった科学に対する国

家的な政策が見て取れる。国家が、大きな予算を投

じて世界中の若手科学者を自国に集める事業は、高

度専門人材市場において国際競争が激化する(Salt, 
1997)中での国家の科学者の育成・獲得戦略の表れで
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ある。 
本稿では、GYSS を中心に３つのリンダウ形式会

議を分析する。資源も人口も乏しいシンガポールは、

頭脳循環戦略を通じて高等教育の人材確保と大学ラ

ンキングで日本を上回ることに成功をしたといわれ

る。本稿では、GYSS の分析をとおして、若手科学

者（院生）へと対象を拡大させたシンガポールの頭

脳循環戦略を検討する。 
 
国際的な研究ネットワークの中での関与度を被引

用度の高い論文の数で見ると、経済産業省によれば、

米国やドイツなどの「海外主要国では増加している

のに対し、日本だけが低迷」している。日本がラン

キングを落とす中で、アジア圏では、中国、韓国、

シンガポールが「全体、各分野ともに全般的に上昇

傾向にあり、国際的な研究ネットワークの中での関

与度が高まっていることが示唆される」(経済産業省, 
2017)（使用したデータはトムソン・ロイターWeb of 
Science の分析データ(桑原 & 阪, 2015)）。文部科

学省も国際共著の量から「世界の研究ネットワーク

の中で、日本のポジションが相対的に低下」し「国

際頭脳循環の流れに出遅れ」ているという危機感を

持っている(文部科学省, 2017)（図１ 使用したデー

タはエルゼビア社スコーパスの分析データ）。 
 頭脳循環への対応に遅れを取ったと指摘される日

本(Zachary, 2000)に対して、GYSS が開催されるシ

ンガポールは頭脳循環の成功国とされる(Jamil, 
2012; Toh & Jiang, 2012)。大学ランキング（QS 世

界大学ランキング 2016/2017）では、シンガポール

のトップ２大学は、シンガポール国立大学（NUS）
は 12 位、南洋理工大学（NTU）は 13 位である（東

大は 34 位、京大は 37 位）。日本における頭脳循環

への対応の重要性が高まっていると言えよう。 
 
 

1.1 説明モデル 
本稿は、会議の意義の説明モデルとして、頭脳流

出(brain drain)と頭脳獲得(brain gain)の発展的な

モデルである頭脳循環(brain circulation)を採用し

た。というのは、第 3 章で述べるように会議に参加

する選抜度の高い若手科学者はキャリア形成の初期

に積極的に海外での研究環境を求めようとし、開催

国から参加の若手科学者も外国からの参加の若手科

学者も循環する頭脳になることを望んでいるためで

ある。若手科学者育成国際会議はこうした参加者を

対象とした頭脳循環戦略の性質を持っている。 
頭脳循環は労働者や研究者といった人的資本の移

動（human capital flight）を捉える近年の理論的な

モデルである。送り出し側の関心である頭脳流出の

概念と受け入れ側の関心である頭脳獲得の概念を経

て、両者を統合して捉えた研究者の送り出しと受け

入れが行われる（循環）ことの利点に着目したモデ

ルである。 
 研究者の移動を捉える概念は、Andrew(2012)に詳

しい。古くは第二次世界大戦時のヨーロッパからア

メリカへ、および途上国から先進国への頭脳流出の

現象が注目された。頭脳獲得は頭脳流出の危機感か

ら浮上した政策的な意図を持つ概念である。当初は

国家間の Win-Lose の問題として研究者の移動が注

目されてきた。 
 これに対して頭脳循環は、相互性やネットワーク

性に注目している。頭脳循環戦略では、他国の頭脳

の獲得のみならず、自国の頭脳を他国へと結びつけ

ることを肯定的に捉える。優れた教育や研究、労働

のために国外へ移動した者が、将来優秀な技能・技

術を伴って、自国に環流することを想定する

(Johnson & Regets, 1998)。大学の例でいえば、

Jamil によると、頭脳循環の成否がワールドクラス

大学の設立の成否に関わる。韓国や香港やシンガ

ポールなどのアジア圏でワールドクラスの大学とし

図１ 世界の科学的出版物と共著論文の状況 

24 グローバル人材育成教育研究　第5巻第1号　(2017)

24



 

 

て設立に成功した大学は他国に居住している高い技

術を持つ自国出身の研究者およびそのネットワーク

により招聘した外国人を中心に設立した大学である

ことがあげられる(Jamil, 2012)。また、頭脳循環で

は、国外への移動後にも続く自国とのネットワーク

の維持によってもたらされる効果（diaspora effect）
も注目される(Gibson & McKenzie, 2011)。 

頭脳循環は、二国間の問題としては国家間の対立

よりも Win-Win の相互的な関係とみなされたり

(Saxenian, 2002; 平岩, 2007)、あるいは、国家をよ

り大きな人的資本の移動のシステムの一部（loci in 
a dynamic system of human capital flows）と理解

されたりする(Andrew, 2012)という特徴をもつ。 
 頭脳循環では相互的な利点に関する実証的な研究

が進められている (Gibson & McKenzie, 2011; 
Johnson & Regets, 1998 など多数)。国家として重

視するのはそうした人的資本の移動のシステムに乗

り遅れずにその中心的な位置を獲得することである。 
 

1.2 研究の目的 

頭脳循環のマクロな効果を実証することは本稿の

射程を超えている。本稿は、若手科学者育成国際会

議が頭脳循環をめぐる戦略として企図されているこ

とおよび企図に応じた大会運営がなされていること、

そしてそのことが若手科学者の頭脳循環の動勢にか

なっていることを分析する。 
本稿で扱うリンダウ形式の会議は、他国の優秀な

人材の獲得と同時に、自国の人材を他国の有力な研

究環境や研究者の元に送り出すことも意図している。

若手科学者のネットワーク形成を標榜し、人的資本

のネットワークの中心的な座（loci）に自国を位置づ

けることを企図している。また、これまでの頭脳循

環の戦略をめぐる先行研究では、高度な技能を持つ

労働者や既に大きな成果をあげた研究者の移動が中

心的な研究関心であったが、本稿は会議の分析を通

してこうした動きが若手科学者（院生）にまで対象

を拡大されつつあることを説明する。 
 

1.3 本稿の構成 

本稿は大規模な若手科学者の国際会議の一つであ

る GYSS の意図・仕組み（運営）を分析する 。    
第 2 章では各会議を比較し、若手科学者育成国際

会議の人格陶冶、国際交流の理念が変容し、若手科

学者の頭脳循環の意義を持ちはじめていることを明

らかにする。 
第 3 章では筆者が日本の頭脳循環戦略を検討する

ための比較事例として注目し、実際に会議の参加者

となりフィールドワークを行って得られたデータを

用いて、頭脳循環の観点から GYSS の戦略と会議の

運営を分析する。 
第 4 章では頭脳循環における若手科学者育成国際

会議の意味と、シンガポールと日本の科学戦略を比

較する。 
 第 4 章ではさらに、若手科学者育成国際会議を巡

る日本の科学技術戦略を、シンガポールの国家事情

に触れながら同国の科学技術戦略と比較し、頭脳循

環先進国シンガポールが開催するGYSSの特徴を記

述することで、日本の政策を検討する視座を得たい。 
なお、日本人で GYSS に参加者として派遣された

人数はまだ少数（特に文系の研究者ではほぼいない

状況）であり、GYSS に関する論文も含め、こうし

た若手科学者育成国際学会を分析した研究は理系分

野での参加報告を除きまだない。 
 
2. ３つの若手科学者育成国際会議（リンダウ形式

会議）の企図と概要、および日本の従来の高等

教育の国際化戦略 

まず、3 つの会議を比較し各会議の位置づけを見

ていこう。大規模な若手科学者育成国際会議は、以

下で論ずるリンダウ会議、HOPE ミーティング、

GYSS の３つが代表的である。 
ドイツのリンダウ会議（The Lindau Nobel 

Laureate Meetings）が第二次世界大戦後すぐに開

催され、近年になって日本の HOPE ミーティング

（HOPE meetings with Nobel Laureate)、続いてシ

ンガポールの GYSS（The Global Young Scientists 
Summit)が開催された。HOPE ミーティング、GYSS
ともに「リンダウ形式」とその理念を受け継いだ会

議であるとされる。 
GYSS と HOPE ミーティングの目的は、ともにア

ジア地域の科学技術コミュニティの形成と自国をそ

の中心の地位に置くことである（GYSS は「アジア

版リンダウ会議、アジアの科学技術界のハブ」、

HOPE は「アジア科学技術コミュニティの中心」と

表明される）。最も歴史のあるリンダウが学生の参

加者数（規模）、招聘したノーベル賞受賞者数（質

の指標）ともに最大である（表１）。そして、最も

新しい GYSS が質量ともに HOPE ミーティングを

追い抜いている状況にある。以下に各会議の特徴を

記述する。 
 

2.1 ドイツ「リンダウ会議（The Lindau Nobel 

Laureate Meetings）」 
リンダウ会議は、ドイツのボーデン湖に浮かぶ小
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さな島である風光明媚な古都リンダウで 1951 年か

ら開催されている同種の会議のうち最も古く最も大

規模な会議であり、他の会議のモデルとなっている。

例年 40 人近いノーベル賞受賞者が参加し、ノーベ

ル賞受賞式を除けば最もノーベル賞受賞者を集める

会議である。第二次世界大戦後に国際的に孤立した

ドイツの科学界を国際ネットワークの中に復帰させ

る目的を持って開始された(Burmester, 2015, p.24)。
そのためヨーロッパ統合や国際平和、科学と人類の

発展が理念として掲げられた (Burmester, 2015, 
p35)。社会と科学の関係を考える場としての側面は

現在もその時々の社会の文脈に対応して続く。世界

中の若手科学者とノーベル賞受賞者を対話させる目

的のために開催される。期間は 5 日間で合宿形式を

取る。年度毎に対象の分野が決まっており、参加人

数は、その年度の対象分野によるが、3 分野合同会

議（物理学、化学、医学・生理学）は約 700 人 、自

然科学分野会議は約 600 人、経済学分野会議は約

400 人が参加する。ノーベル賞以外の名誉参加者

(guest of honor)も各界から多く参加する。参加者は、

リンダウ評議会と連携する各国学術機関の推薦の後、

審査を受けて集められる。日本からは、日本学術振

興会が自然科学分野 12 人、経済学分野 4 人、3 分野

合同 15 人の上限で推薦を行っている。３つの会議

の中では唯一、国ではなく民間（評議会・財団の共

催）主体で開催される。過去には財政上の問題で継

続が危ぶまれたこともあった。リンダウ会議は日本

からの参加も多く、主に理系の研究者からの参加報

告書が理系の各分野の学術誌に多数紹介されている。 
 
2.2 日本「HOPE ミーティング（HOPE MEETINGS with 

Nobel Laureates）」 

 HOPE ミーティングは東京で開催される日本学

術振興会主催の若手科学者育成国際会議である。

2008 年に第一回会議が開催された。例年のノーベル

賞受賞者の参加人数は 5 人から 8 人（2016 年度は 6
人）である。他に数人の著名な研究者を招聘してい

る。開催期間は 5 日間で合宿形式を取る。若手科学

者の参加者数は約 100 人、うち日本からの参加者数

は 25 人程度である。派遣国はアジア、太平洋、アフ

リカに限定されている。 
会議の公式の目的は学術振興会によると下記で

ある。 
HOPE ミーティングは、アジア・太平洋・アフリ

カ地域等から選抜された優秀な大学院生等を対

象として、ノーベル賞受賞者などの世界の知のフ

ロンティアを開拓した人々との対話、同世代の研

究者との交流、さらには人文社会分野の講演や芸

術プログラムを通じて、科学者としてより広い教

養の涵養と人格陶冶を図り、彼らが将来のアジ

ア・太平洋・アフリカ地域等の科学研究を担う研

究者として飛躍する機会を提供するものです。会

議名の『ＨＯＰＥ』という言葉には、『活躍が期

待される若手科学者』と『将来のアジア・太平洋・

会議名 リンダウ会議
(2016年)

GYSS
(2017年)

HOPEミーティング
(2016年)

開催国／開催場所 ドイツ／リンダウ シンガポール／one-north 日本／東京

実施主体 リンダウ会議評議会・
財団共催（民間）

シンガポール国立研究財団
（国立の学術振興機関）

日本学術振興会
（国立の学術振興機関）

第1回開催年 1951年 2013年 2008年

分野 年度による
（2016年物理学分野）

全理系分野 全理系分野
（初期は指定あり）

ノーベル賞受賞者
＋

ノーベル賞相当賞受賞
者

参加数

最大40人程度
（分野による）(2016年

度29人)
+

ノーベル賞相当賞
受賞者若干名

10人程度(9人)
+

ノーベル賞相当賞受賞者約
10人
(9人)

5～8人(6人)
+

(著名な研究者数名)

若手研究者参加者数 約700人/600人/400人
（対象分野：年度によ

る）
（2016年度387名）

約280人 約100人(107人)

最新大会参加国数 76カ国 不明
(2016年度81研究機関)

18カ国

上記対象者 学部学生からポスドク
（35歳以下）

但、日本からは博士後
期過程以上に限定

博士後期課程からポスドク
（35歳以下）

博士後期課程からポスドク
（博士学位取得後5年未満）

最新大会開催国参加者 ドイツ80人 シンガポール50人以上 日本26人

最新大会日本派遣 6人 4人（うち日本人2人） 同上

派遣国 世界各国 世界各国
（アジア/オーストラリア地域
からが最も多く約100人）

アジア、太平洋、
アフリカに限定

日本での知名度
（選抜の様子）

高
（対象分野（年度）によ
るが、2015年の3分野
合同では51名応募して

13名派遣）

低
（事実上適格者選抜になっ
ている。数名外国人が参
加、日本人参加者は極少）

中
（43名応募して26名派遣）

表 1 ３つの若手科学者
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アフリカ地域の科学技術コミュニティ形成への

希望』という２つの意味が込められています。

(JSPS web ページ 2017 年 1 月 29 日閲覧) 
 

強調されるのは、①ノーベル賞受賞者からの刺激、

②同世代の優秀な研究者との交流、③科学者として

の教養や人格陶冶、④研究者として飛躍する機会で

ある。 
上記の会議の公式の目的に対して、国家戦略とし

ての意義は次の通りである。会議は、文部科学省の

事業であり、日本学術振興会実施主体の「アジア科

学技術コミュニティ形成戦略」の一つとして始めら

れた。計画当初はアジア版ミニ『リンダウ会議』と

仮称されていた。「アジア諸国とのネットワークを

活用して、アジア科学技術コミュニティを形成し、

その中で我が国が主導的立場を占めることを目指す」

ことを目的とする(文部科学省, 2007)。このように、

会議は日本の科学技術の国際戦略としての意味を持

たされている。 
 

2.3 シ ン ガ ポ ー ル 「 GYSS(The Global Young 

Scientists Summit)」 

GYSS はシンガポールの新興経済地区の one-
north にある Singapore University of Technology 
and Design（SUTD）を会場にして、シンガポール

国立研究財団（NRF Singapore）が主催して 2013 年

から開催されている若手科学者育成国際会議である。 

筆者が参加した 2017 年開催の会議では、ノーベル

賞受賞者は、9 人招聘されている。また、ノーベル

賞に相当する世界最高権威の賞の受賞者も多数招聘

されている。2017 年には、フィールズ賞（数学分野

の賞）が 2 人、ミレニアム技術賞（技術分野の賞）

が 2 人、チューリング賞（計算機科学分野の賞）が

5 人参加している。また、これらの賞の受賞者の他、

その他の著名な研究者、政界や産業界などの各界の

著名人が名誉参加者として 80 人程度参加している。

若手科学者の参加数は、例年 280 人程度である。 
3 つの若手科学者育成国際会議の中では最も新し

いが、急速に規模を拡大した会議である。第 3 章で

述べるが、国土と資源に乏しいシンガポールの、科

学技術立国、マンパワー政策国家としての国家の生

き残りをかけた科学技術政策の一環としての側面が

強く表れている。 
GYSS の掲げるテーマと目的は次の通りである。

テーマは「よりよい世界のための科学の前進、技術

の創造（Advancing Science, Creating Technologies 
for a Better World）」(各回の募集要項より) また、

目的は「刺激 (Excite)、関わり (Engage)、実現

(Enable)」（同募集要項）である。具体的には次の

意味を持つとされる。 
 

GYSS@one-north の目的は、著名な第一級の科学

者との密接な交流を通じて、優秀な若手の科学者

を鼓舞、刺激して（excite）、深刻な世界的な変

動と人類の未来のニーズを扱う研究に対して関

心を持たせることである。会議は、これらの若手

科学者に対して、世界中から来た同じ志を持った

仲間とつながり関わる（engage）、国際的な研究

のネットワークを構築する場を提供する。

GYSS@one-north では、シンガポールチャレンジ

が開催され、アイディアを実現させる方策を講じ

るための魅力的な研究提案をすることを参加者

に可能とする（enable）場である。（第一回募集

要項。筆者試訳。その後の募集要項でも趣旨は同

じ）。 
 

この目的の背景には、GYSS は「アジアの科学界の

ハブ」になることを目指すと宣言され、中心的座

（loci）の獲得の競争相手として韓国、中国、台湾、

インドといった他の頭脳循環の成功国を名指しで挙

げている(Asian Scientist Magazine, 2013)。 
 参加者はアジアから 100 人程度、欧米からも 100
人程度を集めている。 

 
上述の 3 つの会議の他にノーベル賞受賞者との交

流を目的とした若手科学者育成国際会議として、

1976 年に始まったノーベル賞受賞式と平行して開

催される「ストックホルム国際青年科学セミナー

（SIYSS）」がある。SIYSS の参加者は 25 人（日本

からは国際科学技術財団によって 2 人派遣(国際科

学技術財団, 2017)）と比較的小規模で年齢制限は 18
歳から 24 歳までと頭脳獲得を目的とするよりは、

ノーベル賞受賞式に付随した純粋な国際交流・教養

図２ Singapore University of Technology
and Design（SUTD）外観（写真） 
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教育的な意味が強い。 
 
2.4 ３つの会議に共通する特徴 

３つのリンダウ形式会議に共通する特徴は、まず、

会議が公式に掲げる目標が、①ノーベル賞受賞者か

らの刺激、②同世代の優秀な研究者との交流（ネッ

トワーク作り）、③社会と科学の発展を考えた研究

者育成（広く科学者としての教養の養成や人間格陶

冶）などである。このように、公式には、教養教育

としての研究者育成や研究者同士の交流や広く社会

と科学の発展を考える場としての意義が強調される。 
参加者は優秀でかつ国際性がある若者、すなわち

頭脳循環する若者たちである。３つの会議の募集要

項に共通の選抜基準は次の点である。①科学への情

熱があること、②同分野での優秀な研究者であり将

来性が見込めること、③ネットワークを作れること、

④高い英語力があることである。 
募集対象は、博士後期課程から研究者として自立

しはじめる頃(35 歳もしくは学位取得後 5 年)までの

優秀な若手科学者（リンダウでは同世代上位 5%、

GYSS では 5-10%を基準として決められる）を招待

する。 
会議の運営で共通なことは、特定の科学の成果を

発表することを主たる目的としていないことである。

講義も特定の分野に限定しない(multidisciplinary)。
さらに、一週間程度の合宿形式を取る。大規模であ

る。科学者を巡る諸問題について若手科学者がノー

ベル賞受賞者と対話しながら議論し指導を受けるな

どの特徴が挙げられる。 
 
プログラムの形式は、後発の 2 つがリンダウをモ

デルとしているためかなり似通っている。国際教育

政策での「借用」現象(花田, 2016)である。具体的に

はこの後 GYSS の事例を取り上げて述べるが、全体

講義(plenary lecture)、パネルディスカッション、個

別セッション毎の講義、大学・研究機関等訪問、交

流の場として意味を持つ朝昼晩の食事・頻回の休憩

時間、ソーシャルプログラム、各式典、リンダウレ

クチャー（リンダウから人を呼んでリンダウ会議の

理念を学ぶ）、ポスターセッションなどである。な

お、プログラム全体の構成は樋田（2017）で詳しく

紹介している。 
 

2.5 日本の従来の高等教育の国際化戦略 

日本の従来からの国際交流などの高等教育の国際

化をリンダウ形式海外と比較しよう。 
日本の戦後の高等教育の国際化政策は、学部レベ

ルで、留学促進政策（二国間交流）、グローバル人

材育成政策、授業の英語化等を中心におこなわれた

(嶋内, 2012)。近年に至るまで高等教育の国際化は研

究者育成や獲得が主眼となっておらず、３つの会議

とは違った性質を持っていた。 
近年になって始まった政策のうち、最も著名な頭

脳循環戦略[1]は 2010 年から現在まで名称を変えつ

つ継続する日本学術振興会の「頭脳循環を活性化す

る若手研究者海外派遣プログラム」(日本学術振興会, 
2010)、「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外

派遣プログラム」(日本学術振興会, 2011)、「頭脳循

環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進プロ

グラム」(日本学術振興会, 2014)があげられる。 
しかし、それらは GYSS 等のリンダウ形式会議と

比較すると、次のような差違が見られる。まず、当

該事業が対象とする「若手」は、「原則として助教、

専任講師、准教授相当の職の者」(日本学術振興会, 
2014)である。いずれもノーベル賞受賞者の招聘を

含 ま ず 、 採 択 数 は 少 数 （ 25 件 程 度 ） で 、

multidisciplinary なネットワーク形成ではなく、二

国間のそして基本的には研究室（研究グループ）単

位の交流である。ある程度交流のある国内と国外の

研究室同士の共同研究促進のための中長期の交換留

学資金援助の性格が強い。さらに、国家の強力なコー

ディネートによるパッケージとしてのプログラムで

はない。公募に対して各大学、各研究室（研究グルー

プ）単位で企画し応募するプログラムである。 
なお、「さくらサイエンスプラン」やノーベル賞

受賞者が発案した「アジアサイエンスキャンプ」と

いう事業が存在するが、これらは、世界の高校生の

交流としての意味合いが強い。 
日本ではノーベル賞受賞者の招聘を伴い、国家主

導で、合宿形式で、大規模で、若手科学者（院生）

の育成を標榜し、国際会議の形式（リンダウ形式会

議）での頭脳循環戦略は、HOPE ミーティングから

始まっている。 
 
3. GYSS のフィールドワークの知見 

3.1 GYSS の開かれるシンガポールの科学技術政策 

シンガポールは、国土も資源も人口も極端に少な

い島国（「超資源貧困国」(シム, 2012)）でありなが

ら、「アジアの虎」と呼ばれるまで経済発展した。

このことは、シンガポールは極度の頭脳国家(田村, 
1996)であることが背景にある。シンガポール社会

は競争の激しい極度のエリート主義の社会（=ウル

トラメリトクラシー社会）である(シム, 2009)。「国

を存続させるためには、優れた人材を中心に人間そ
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のものが活動して富を構築するしかないということ

がシンガポールという国の宿命なのである」(シム, 
2009, P1)。世界でも類を見ないマンパワー（人的資

本）政策が取られ、優秀な人材の育成・獲得がシン

ガポールの国是とされ職業技術教育、科学技術教育

が重視される(シム, 2012)。人材の流動性が高まり高

度専門人材市場が過熱する中でシンガポールは積極

的な頭脳循環戦略を取る背景を持っていた。 
シンガポールは、頭脳循環の成功国である。シン

ガポールのトップの国立大学であり本章でも取り上

げる NUS は、研究スタッフの 80%が外国人研究者

であり、このことが大学のランキングを高めた

(Jamil, 2012)。成功の要因は、政府による積極的な

支援と高い生活の質の保証、英語の使用、そして、

日本と比べて外国に対して開かれていることである

(Toh & Jiang, 2012)。なお、具体的にアジア圏の新

興大学がワールドクラス大学化に成功した事例では、

前述のように、まず自国出身の国外で活躍する世界

的に著名な研究者を引き戻し、そうした基幹教員の

ネットワークを用いて国外の有力な研究者をリク

ルートし、さらにそのネットワークで教員を引き寄

せた(Jamil, 2012)。このようにしてシンガポールの

大学は国際的な人的資本（の移動）のネットワーク

の中に自身を位置づけることができたのである。 
GYSS は頭脳国家シンガポールの頭脳循環の科学

技術戦略の意味を持つ。 
 

3.2 調査の概要 

筆者は 2017 年 1 月 15 日から 20 日に開催された

GYSS2017 に応募者の立場で参加し、フィールド

ワークを行った。リンダウを模する GYSS の実際の

運営と趣旨を頭脳循環戦略の視点から分析すること

を調査の目的とした。 
 
3.3 GYSS でのフィールドワーク 

以下、頭脳循環に焦点を当てた GYSS の運営を検

討したい。 
3.3.1 トップダウンで開催される会議 

国家戦略としてトップダウンで開催されていた。 
開会式では、シンガポールがどれだけ科学研究を

重視し予算を投入し研究者にとって素晴らしい国か

が説明され、シンガポールが研究者のキャリアに

とって魅力的であるかが提示された。大会はNRF主

催で開催されるが、強力なトップダウンで会の目的

が示される。シンガポール副首相が直接開会式で数

十分の講演を行い、シンガポール大統領が参加者の

表彰を行う。トップから、シンガポールの抱える諸

問題が提示されそれを解決することを目指させる。

各国の若手科学者にシンガポールの問題を研究対象

とさせることが提案される。ポスターセッションで

の優秀者にはシンガポール大統領からのメダル授与

およびシンガポールでの研究のために 10 万米ドル

の賞金が与えられることが提示された（GYSS 
Singapore Challenge）。受賞者はシンガポールでそ

の課題を研究するための最大限の研究環境が与えら

れる。 
3.3.2 講義内容 

Multidisciplinary を会議の特徴としている。特定

の科学分野の具体的な成果の報告を目的としていな

い。講義内容は基礎科学であり、どの分野の参加者

にとっても分かる内容が目指されている。そのため

文系の筆者にも興味深い内容であった。また、科学

の内容よりもむしろノーベル賞受賞者の研究人生や

こころざしに関する内容が多い。どのような社会的

状況にあって、どのような工夫をしたか、失敗を乗

り越えた経験、幼少期の体験や家族の話やキャリア

形成などの話が多い。 
パネルディスカッションの内容は、研究を巡る状

況（例えば助成・出版・ポストなど）への意見や若

手科学者の研究姿勢への思いなどが中心となる。 

 
3.3.3 大学、研究機関への派遣 

参加者は、大学や研究機関を訪問する。最先端の

科学を学ぶことを目的とするが、GYSS 側の意図は

研究者と研究機関のマッチングであり頭脳獲得や国

際的な共同研究の推進であった。訪問先機関側は単

なる勉強の機会の提供ではなく、実際に参加者を自

国の研究機関に「獲り」に動いている様子が見られ

た。 
参加者は２回訪問先を選択する。1 回目はシンガ

ポール国立大学(NUS)、南洋理工大学(NTU)、シン

ガポール科学技術研究庁(A*STAR)、研究高度化技

術起業リサーチキャンパス(CREATE)から１機関を

図３ オーディトリアムでの講義風景（写真） 
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選択する。2 回目は現場訪問の訪問先を選択する（訪

問先一覧は樋田（2017）を参照）。 
 
研究機関訪問は印象的である。直接的な頭脳獲得

の場として機能する。NUS と NTU の事例を紹介し

よう。NUS 訪問では、参加者の応募書類（志望動機

や CV）が先方に送付され内容が精査され、NUS 内

での見学場所も、各人毎に指定された。また、参加

者の研究に合わせて、ひとりひとりに当該機関のポ

スドク研究者がメンターとして付き添った。参加者

によっては先方の研究室の教授と一対一で応募書類

を見ながら研究室の紹介がなされ、参加者の研究内

容について議論し具体的な直近のキャリアについて

話し合った者もいた。会議で友人となったある参加

者は「かなりつかれるが貴重な経験だった」と語っ

ていた。さらに NTU では、シンガポールの社会が

抱える問題に対してどのような研究がなされるのか

現場を視察した。小さい島国であるシンガポールで

は、水及びエネルギーの大半を周辺諸国に頼ってい

る現状があり水の自給率を上げることが国家的な目

標である。筆者は NTU では、水産業研究部門の施

設（ NEWRI: Nanyang Environment & Water 
Research Institute）とエネルギー産業研究部門の施

設(ERI@N: Energy Research Institute @NTU )の
実際の現場を視察した。視察では、セキュリティで

守られた研究現場を見させられる。無数の監視カメ

ラでの監視の下、写真やスケッチも含めた一切の記

録が禁止され、同世代の若手科学者が研究している

様子を見る。どのような設備があり、どのような外

国人研究者が研究するかを研究所の責任者と同世代

の若手科学者から説明を受けた。どの施設でも海外

の有名大学との連携（joint PhD）や世界的企業との

連携の実績がアピールされた。参加者に対して将来

シンガポールに来て研究を行うこと、共同研究を行

うこと、シンガポール社会で解決が求められている

研究課題を研究して貰うことが提案された。 
次項で述べるが、参加者は越境性が高く、世界中

から条件のよい将来の研究場所を選択しようとして

いる。そうした参加者に対して選択される条件を提

示しようとする意図が見られた。 
3.3.4 世界トップレベルの若手科学者の参加 

GYSS の指定する参加基準は専門とする研究分野

の同世代の研究者の上位 5％から 10％である。参加

者は、先進国の一流大学や研究機関、途上国の威信

をかけて送り出されてくるエリート達である。スタ

ンフォード、MIT、ケンブリッジ、スイス連邦工科

大学ローザンヌ校、北京大学等のワールドクラス大

学や途上国のトップレベルの大学から派遣されてい

る。派遣のされ方は、大学単位での派遣と派遣元の

国が統一的に選抜して国として送り出すケースがあ

るが、いずれにしろ選抜度は高い。例えば、タイは

国家として派遣する方式を取っているが、各機関か

ら選抜・推薦された多数の応募者の中から最終的に

はタイのシリントーン王女による直接の選抜を経て

5 人が派遣された。タイからの参加者は国家を代表

して来たという意識を強く持っていた。参加者は、

国や組織を代表して来ているので互いに、どこの国

や組織を代表しているのかと頻繁に聞きあっていた。

また、参加者は自国以外での研究経験や働いた経験

を持つ者が多く、理化学研究所など日本で働いたこ

とがある参加者も複数いた。このように参加者は、

国や組織を代表しているという意識とともに、自国

にこだわらず研究をするという意識が強い。自尊心

と越境性を持ち頭脳循環の中でキャリアを形成する

人材と言える。 
また参加者は、他の若手科学者育成国際会議の存

在を知っている。複数の会議に参加した者も散見さ

れた。会議の場では他の会議の具体的な内容の情報

を交換し合っていた。世界トップレベルの若手科学

者にいかにして選ばれる会議にするのかが会議の成

果を左右するという印象を持った。 
また、日本の学会との違いを感じた点として、夫

婦やカップルでの参加が認められ同伴してプログラ

ムに参加するケースが何組も見られた。同伴での参

加はグローバルのスタンダードであるだけでなく、

家族による下見は開催国への招聘促進という頭脳循

環の目的にマッチしたシステムであると感じられた。 
日本からの参加者の選抜度は低かった。日本から

の派遣は各大学・研究機関で直接選抜されるが、今

回は筆者の所属大学から派遣された 3 人に加えて、

産業総合研究所からの 1 人の 2 機関計 4 人のみの派

遣であった。うち日本国籍参加者は 2 人で、他の 2
人は外国籍の研究者を日本から派遣したことになる。

GYSS への参加者数の点では日本での頭脳循環は端

図４ 参加者同士の交流の様子（写真） 
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緒の状況にあるが、そのような中にあって国籍から

は頭脳循環の兆しが垣間見える。 
3.3.5 ネットワークをつくる仕組み 

 ネットワーク構築を促進する様々な仕組みがあっ

た。 
・頻繁なブレイクタイム 

交流のための頻回で長時間のブレイクタイムが取

られる。ブレイクタイムは、ロビー（Foyer）で行わ

れ毎回違った「豪華」な軽食がでる。朝食、午前の

ブレイクタイム、昼食、ディナーと全てが交流の時

間として設けられ、それぞれ 45 分から 1 時間強の

時間があてられる。会議参加者は頻繁に声を掛け合

う。会議を通じて多くの友人が出来る。 
・会議専用のスマートフォン向けアプリ 

会議専用のスマートフォン向けアプリが用意され

ている。学会のスケジュールや場所、登壇者の情報

の表示機能といった基本的な機能の他に、参加者対

象のクローズドな SNS の機能が実装されている。

SNS 機能が参加者のネットワーク形成を促進する

ように工夫されている。他の参加者のプロフィール

を閲覧でき、参加者同士が連絡を取り合える。また、

各レクチャーのために一つずつ掲示板が用意され、

事前に質問し、参加者同士で議論をすることができ

る。さらに関心の近い参加者をマッチングして紹介

する機能も付属していた。 
・寝食を共にする合宿形式 

またホテルもラウンジ、共用スペースが充実した

質の高いホテルであった。毎晩遅くまで参加者同士

が語り合う場として機能していた。ソファーに寝転

がって深夜まで議論している。夜の会話の内容は、

昼間の会話と比べてよりカジュアルに科学全般につ

いての情熱や将来の夢など打ち解けた会話がされて

いた。寝食を共にする中で親交を深めることが出来

た。共同研究をしたいなどの話が多くされていた。

後述の参加者同士が楽しむソーシャルプログラムも

充実している。 
・積極的なメディア戦略 
最後にGYSSのネットワークの中心の座を得よう

とするあらわれとして、HOPE よりも積極的なメ

ディア戦略が見られた。会期中にはプレスルームと

称するリアルタイムな会議の報道がネットで行われ

続けた。会議会場では常にテレビカメラによる取材

が行われていた。さらに積極的に国際的な科学系の

ニュースサイトに情報が流され内外に宣伝されてい

た。会議自体の知名度も高められていたが、シンガ

ポールの若手科学者に対する積極的な頭脳循環戦略

を示す効果を持っていた。 

3.3.6 自律性の尊重 

前述したように参加者の中には複数の会議に参加

した者がいて他の会議の情報共有が頻繁に行われる。

ある外国人若手科学者から HOPE ミーティングに

参加した話を聞いた。HOPE ミーティングでは全て

の出席が求められていた。毎回、出欠を取られた。

また、全員が発表すること及びレポート（3 ページ

程度）を提出することが課せられたり、全員が全員

の発表を評価することが求められたりした。これら

が、certificate 発行の条件であるとされた。この点

に関しては外国人の参加者の評判は悪かったそうだ。

日本的なやり方だなと感じた。GYSS では出欠を取

ることは一切無かった。また、発表が要件ではなく、

多数の希望者の中からさらに選抜されて 75 本の発

表が選ばれていた。会場からは積極的に質問をして

いたし、かなりの人数が最後まで出席し続けていた。

参加者の自律性が尊重されているように感じた。こ

の点において HOPE ミーティングは尊重されてい

ないように感じられたのかもしれない。GYSS では

出席者が自主的にプログラムに参加し、自分のため

になるように行動するという雰囲気があった。この

点は、若手科学者の自律性に関するグローバルなス

タンダードに基づく運営を行う GYSS と、頭脳循環

を目指しつつも日本のスタンダードに基づく運営を

する HOPE の差違だと感じられた。 

 
3.3.7 戦略的好待遇 

シンガポールがGYSSをどう位置づけているかは

参加者への待遇にもよくあらわれている。招待した

ノーベル賞受賞者の数だけではなく、様々な点で好

待遇の大会であった。日本からシンガポールまでの

旅費は派遣元が負担するが、シンガポールでの滞在

に関わるほぼ全ての費用は GYSS（NRF Singapore）
が負担する。滞在場所は、チャンギ空港から一駅に

ある大会会場のすぐ近くの駅（MRT Expo 駅）に隣

接する高級ホテルであった。会議の会場とホテルは

徒歩数分ではあったが毎朝バスでの送迎がなされた。

図５ ポスターセッションの資料展示（写真） 
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食事に関しては、朝昼晩に加えて休憩時間（交流時

間）も含めた一日 5 食の食事が全て前菜からデザー

トまでを含めてビュッフェ形式で提供された。内容

は東南アジアの料理を含めて、シンガポールに住ん

だときに食べることが予想される美食を一通り試す

ことが出来る。 
 ソーシャルプログラムと称される観光会社に委託

された観光バスツアーも提供される。観光地を見て

回り、川下りや繁華街のレストランの貸し切りパー

ティも楽しめる。シンガポールを体感し文化を知る

ことが出来るように計画されている。若手科学者（院

生）の参加する会議としては好待遇である。また、

会議にはよく訓練された多数のスタッフが配置され

丁寧な扱いを受けた。スタッフ達は将来大学に進学

し研究者を志望する高校生達であり海外の若手科学

者との交流の機会として機能している。 
長い期間の合宿形式を取り、上記の参加者同士の

ネットワーク形成に加えて、夫婦やカップルで実際

にシンガポールで短期間暮らすことでシンガポール

への移住に対するハードルを下げたものと考えられ

る。参加者の間ではポジションが得られたら、シン

ガポールに住んでもいいのではないかという会話が

あった。 
 大学の研究者の獲得の成功要因に、教育・研究環

境の待遇を超えた生活面での配慮の必要性が指摘さ

れている(Toh & Jiang, 2012)が、GYSS はそうした

大学の研究者の獲得の戦略が院生の衣食住にまで拡

張されていることがうかがえた。 
 

4. 結語 

今後、頭脳循環が加速する中で、各国は若手科学

者育成国際会議を拡充することが予想される。本研

究は、リンダウ、HOPE、GYSS を対象とし、特に

GYSS を記録、分析した。研究の結果、次のことが

分かった。 
若手科学者育成国際会議は、リンダウ会議が持っ

ていた人格陶冶や国際交流の理念や形式を借用して

拡大し国家の頭脳循環戦略としての意義を強めてい

た。 
これまで労働者や既に大きな成果をあげた研究者

を対象とすることが多かった頭脳循環戦略が、若手

研究者にまで対象を拡大していることが分かった。

若手科学者育成国際会議は、若手の頭脳循環を促進

し、頭脳循環の中で高度専門人材の青田買いを行お

うとする特徴を持っていた。 
 リンダウ形式会議の頭脳循環戦略は、同一研究領

域での二国間交流ではなく、multidisciplinary な

ネットワーク形成（異領域での多国間交流）を目的

とし、自国を頭脳循環のネットワークの中心に位置

づけようとする取り組みが行われていた。 
会議の運営の観点からは、GYSS は HOPE と比べ

て、次のような積極性が顕著であった。 
① より多数のノーベル賞受賞者とノーベル賞級受

賞者を招聘し、また、欧米も含めた広範な地域から

より多数の参加者を集めている。 
② 会議は国単位の事業だが、GYSS は強力なトッ

プダウンで運営され各研究機関は役割が与えられ

様々な仕組み作りがされている。 
③ 開催国は、参加者が開催国の課題を研究対象と

することを期待し、そのために最大限の資金援助や

研究環境を用意している。 
④ 参加者を自国の研究機関に呼び寄せてマッチン

グの具体的な取り組みを行っている。 
⑤ 参加者は選抜度が高い頭脳循環するエリートで

あるが、会議の運営では、参加者の自律性を尊重し

ている。 
⑥ 越境性の高い頭脳循環するエリートに対して会

議はキャリア形成のための選択肢および情報を得る

場を様々に提供している。 
⑦ 衣食住を含む戦略的好待遇を与えて自国への誘

因性を高めようとしている。 
 
開催国は頭脳循環するエリートに刺激や情報を与

えることで若手科学者育成国際会議を魅力的にする

が、開催国は同時に自国が頭脳循環の中心であるこ

とを積極的にアピールする。 
日本（HOPE）もシンガポール（GYSS）も若手科

学者育成国際会議を国家の科学戦略に位置づけてい

る。多数のノーベル賞受賞者を集めることをはじめ、

プログラムの内容を若手科学者に魅力的なものとす

るために多額の予算をかけている。 
シンガポールで特徴的なのは、頭脳循環するエ

リートを理解し、世界の頭脳循環を促進する中で自

国への頭脳循環するエリートの獲得のための契機と

して最大限に会議を利用している。シンガポールは、

若手科学者の会議である GYSS で、自律性の尊重、

越境性を高める情報交換の尊重、シンガポールでの

豊かな生活体験も含めて好待遇を示して、世界の優

秀な若手科学者を自国へ呼び込むことを企図してい

た。 
GYSS で推進されたつながりの強化の仕組み

（ネットワーク形成の仕組み）は、シンガポールを中

心とした頭脳循環するエリートの科学技術コミュニ

ティの形成の戦略であった。海外からの参加者に
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とってはシンガポールで研究者のネットワークを作

り、シンガポールで得た課題を今後の研究に生かす

機会であった。またシンガポール人参加者にとって

は、海外の優秀な研究者とつながり今後の海外での

キャリア形成および国際共同研究を行うチャンスで

あった。 
 
シンガポールでは、GYSS に対して、政府の強力

なトップダウン政策の下、莫大な予算や労力が使わ

れている。日本で GYSS に代表されるシンガポール

のような大胆な頭脳循環戦略がとれるだろうか。答

えは簡単ではないだろう。 
シンガポールは積極的な頭脳循環戦略に大きな代

償を払っている。海外の優秀な人材を優遇して呼び

寄せる政策は、多文化主義を取るシンガポール社会

でさえトレードオフとして、自国民に不平等感と自

分たちの地位を脅かされる恐怖を与え、シンガポー

ル社会に亀裂を与えたという(Toh & Jiang, 2012)。
開発独裁（シンガポールではアジア型民主主義と呼

ばれ経済成長を目的に正当化される）をとる政府が、

強力なマンパワー政策の下で進めた頭脳循環戦略が

シンガポールの大胆な科学技術戦略である。閉鎖性

と同質性が高く人材獲得に後れを取り競争力が低い

と言われる日本社会(Zachary, 2000)において、日本

は痛みを伴う頭脳循環戦略にどのようにどこまで舵

を切るか、さらにどのようにすることで痛みを少な

くできるかは検討が必要である。 
 
以上を踏まえて本稿の知見が日本の頭脳循環戦略

に与える示唆を検討したい。まず、科学戦略におけ

る厚い予算配分と研究職のマーケットを海外の頭脳

循環するエリートに開放する合意形成が必要だろう。

参加者数の拡大と招聘するノーベル賞級受賞者を増

やすこと、開催国日本での研究課題と就職先を提示

することは会議の魅力につながる。同じアジアのシ

ンガポールでグローバルな頭脳循環が進む中で日本

が取り残されないためには頭脳循環戦略の構築と合

意形成の促進が必要であろう。 
さらに政府の強力なリーダーシップや国単位での

仕組みのもと、大学等の研究機関の柔軟で強力な国

家の科学戦略への協力が必要とされる。GYSS は

NRF の一元的管理の下、各研究機関と参加者の密な

マッチングを行っている。研究室の教授レベルで参

加者のリクルーティングが行える仕組み作りがなさ

れている。日本の大学・研究機関は、少子化による

入学者減とグローバルな競争の激化の中で個々の大

学の生き残りに躍起になってきた。若手科学者育成

国際会議のような国家単位での科学戦略のイベント

では、大学・研究機関を超えた国家単位と研究室単

位での協力体制が求められる。 
フィールドワークの知見からの示唆として、頭脳

循環するエリートの特性を理解した上での会議運営

が求められる。特に、参加者の自律性と越境性への

理解が求められる。選抜度の高い若手科学者は、自

律的に情報収集を行い、ネットワークを形成しより

よい研究環境の獲得とキャリア形成を行う場として

会議を利用しようとしている。参加者への強い統制

を行う会議よりも、より参加者同士が自由に選択・

交流できる機会を用意することが重要となる。

GYSS は、厳格な出席管理やレポート作成の義務と

罰則によるコミットメントの統制を行うのではなく、

質的、量的に充実した講義や研究機関視察の選択肢

の提供や、参加者同士が自由に交流できる食事会や

ホテルといった場の提供でコミットメントを高めて

いる。参加者側のグローバルなニーズに合わせた質

の高い会議は参加者同士のネットワークで情報が拡

散し、よりレベルの高い参加者を呼び寄せる反面、

評判の悪い会議の噂も拡散する。GYSS は、参加者

への会議参加後のかなり具体的な聞き取りも重視し

ている。参加者の満足度や不満点を把握しようとし

ている。 
本研究は、３つの代表的な若手科学者育成国際会

議を事例に世界の頭脳循環戦略の動向を検討し、続

いて GYSS でのフィールドワークをもとに、GYSS
の実際の会議運営を記述し、背後にあるシンガポー

ルの頭脳循環戦略を検討した。日本が「頭脳循環の

流れに出遅れ」ていることを考えたとき、本研究が

実証的な頭脳循環研究に少しでも資することが出来

るものと信じたい。しかしながら本研究は頭脳循環

の端緒にとどまる。日本の頭脳循環研究の蓄積は海

外と比べて少ない。このことを踏まえると本研究の

最後の示唆は日本の頭脳循環戦略の中に、頭脳循環

研究の促進を含めることが求められるということで

ある。 
 
本稿に残された課題と今後の研究の展望として以

下がある。まず、本稿の知見を踏まえて頭脳循環の

デモグラフィックな規程要因や経済的規定要因、社

会的規程要因の研究を進めたい。 
また、本研究では若手科学者のポジションに対す

る関心と情報行動の両側面での高い越境性が明らか

になった。今後は、若手科学者育成国際会議以外の

場の頭脳循環も含めて、頭脳循環の全体像や高等教

育の役割についての研究を進めたい。 
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その際には次の視点をもちたい。GYSS では、シ

ンガポールの２つの国立大学が、頭脳循環に積極的

に関与していたが、頭脳循環の今日的局面として、

強まる越境性と大学の関係の変化を考えたい。

GYSS の参加者は幾つもの国での研究経験を持ち越

境を続ける存在であった。前述のように NUS では

スタッフの大半が外国人であった。人的資本が大学

を常に通過し続けていることが予想される。 
大学が国家の一部であると同時に全世界的な人的

資本の移動のシステムの一部となることについて研

究を進めたい。 
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[1]公募制による分散型の各大学のグローバル化戦

略は多数ある。SGU 等のグローバル化主眼の事

業、GP、特色 GP、AP、研究大学強化促進事業

などで採択されるグローバル化の事業等がある。

これらは、頭脳循環そのものが主眼ではなく国家

による統一事業ではない。 
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報告 
 

グローバル人材に求められる発信力の養成と言語教育 

：母語と外国語教育の接点 
（2017 年度関東支部大会 シンポジウムⅠ 報告） 

 
勝又 美智雄 A 

 
 
 

 
 
 
2017 年 6月17日、中央大学後楽園キャンパスにて

開催された第 4 回関東支部大会において、午前 10 時

15分から11時45分のシンポジウムⅠでは、上記のテ

ーマで4人のシンポジストを迎えて議論した。 

まず小野博氏は、工学博士、医学博士の経歴を背景

に日本リメディアル教育学会と本学会を創設した実績

を持ち、現在も福岡大学・昭和大学・中村学園で教鞭

をとりながら、さまざまな大学の教員たちを組織して

大学教育のあり方について共同研究を陣頭指揮してき

た。そうした豊富な経験を背景に、以下の点を強調し

た。 

① 「グローバル人材の育成」をスローガンに全国 

--------------------------------------------- 

A : 国際教養大学名誉教授 

 

の小学校から大学まで「発信力」を養成する英

語教育に熱心に取り組んでいるが、現実には過

去 10 数年、ごく一部の進学校、先進的な大学

以外では学生の英語力がかなり下がってきて 

いる。 

② 全国各地の大学新入生の受験データを分析す

ると、日本語力と英語力は相関関係があり、特

に日本語力が高い学生ほど英語力が高いこと

が判明した。地方の大学では「地元枠」で入学

する学生が日本語力も英語力も中学生レベル

にとどまっていて、大学教育についていけない

学生を多く生んでいる。 

③ 高い英語力を身につけさせるには、高校3年レ

ベル以上の日本語力をつけることが先決であ
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り、大学でもこうした日本語力をつける教育体

制をつくる必要がある。 

 

その問題提起を受けて、たなかよしこ氏（日本工業

大工学部准教授）は外資系企業で働き、言語科学を専

門に、主に理系学生を相手に日本語力を高める教育に 
取り組んでいる経験から、以下を指摘した。 

① 日常会話と仕事、とりわけ業務で必要な英語力

は全く質的レベルが異なる。 

② 論理的な思考力を高め、事物の説明に的確な概

念操作ができるようにするために米英の中学 2，

3年生の使うScience, Mathematics, Society

などの教科書、教材を活用すると効果的だ。 

③ 英語でも日本語でも長文読解で忍耐力を養い、

特定テーマについて科学的調査の厳密な理解を

深めることが言語理解力全体を高めることにな

る。 

 

次に奥山則和氏（桐蔭学園グローバル教育センター

長）は日本の大学で教員免許（地理）を得て卒業後に

イギリスに渡り、現地の小学校で日本文化を教えた縁

でロンドンの公立中学校教師をしながらロンドン大で

修士号を取得し、さらに帰国後、中高の外国語教員の

免許を取得したという異色の経歴のバイリンガル教師。

その半生を振り返りながら、 

① 日本の教育は知識の詰め込みに終始するのに対

し、英国では「量ではなく質」、いかに優れた文

章・古典的な作品をしっかりと味わえるかを重

視する。 

② 自分自身、英語力がついたことを実感したのは

“Jurassic Park” (M. Crichton)の内容の面

白さにつられて一気に読了したとき。知的好奇

心を刺激されて、どんどん優れた本を読むこと

で英語力もその面白さを人に語る発信力も自然

についてくる。 

③ 日本で偏差値 55 以下の生徒は知的好奇心が弱

く、薄い。それを高めるには本を読むことが楽

しい、内容のあることを話すことが楽しいとい

う「成功体験」をたくさん積ませることが一番

ではないか。 

などと語った。 

 

4人目のTim Hornyak氏はカナダ出身の科学ジャー

ナリスト。過去12年間、東京に在住し、日本のロボッ

ト工学や遺伝子工学など科学技術分野を幅広く取材し、

英字紙、英文雑誌に寄稿している。日本人と結婚し子

供もでき、日本各地の学校現場で英語教育を視察・指

導してきた体験から、 

① 英語を学ぶための motivation を育てることが

最も大切だが、現場教師たちにはその意識が薄

く、テストの成績などばかり重視している。 

② 英語を話す面白さを体感させるには、文法的な

間違いなどは気にしない方がいいのだが、先生

も生徒も「間違った表現をしない」ことを重視

しすぎている。思い切り自由に話させるために

は、もっとAll-English Environmentをつくる

工夫が必要だ。 

③ アニメでも漫画でも、サムライでも何でもいい、

自分の興味のあることを外国人にわかりやすく、

その魅力を伝える努力をすることが「発信力」

をつける出発点になる。 

などと英語で解説した。 

 

 シンポジストたちの問題提起と、それに続く4人の

間でのＱ＆Ａ、さらに会場を埋めた聴衆とのやり取り

を含めて、議論は活発に展開し、司会者として、もう

少し時間がほしいと切実に思った。しかし全体を通し

て、この第1部シンポジウムのねらいである、「日本人

が日本語で発信できること（内容）と英語の発信力と

の違いは何か、その落差はどうすれば埋められるのか」

「英語の発信力はどうすれば身につけられるか」「現在

の中学・高校・大学の英語教育の問題点は何か」につ

いて、4 人がそれぞれの視点から自由・闊達に話して

くれたことで、今回の支部大会のペースセッター役が

きちんと果たせたのではないかと考えている。 

 

受付日2017年7月16日 受理日2017年9月10日 
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報告 
 

企業が求めるグローバル人材の感性とスキル？ 
：文理のボーダーを超えて 

（2017 年度関東支部大会 シンポジウムⅡ 報告） 

 
大六野 耕作 A 

 
 

 
シンポジストの皆さん。みなさん、独自の視点から興味深い報告をいただきました 

 
2017 年 6月17日、中央大学後楽園校舎において第

４回 関東支部大会が開催されました。今回の大会は中

央大学の理工学部がある後楽園校舎で開催されるとい

うこともあり、「企業が求めるグローバル人材の感性と

スキル？：文理のボーダーを超えて」をテーマといた

しました。 

 シンポジストには、大学を代表して中央大学理工学

部の檀一平太先生、ソニー株式会社で人事を担当され、

インドの現地法人でインド人の店頭マーケティングを

統括された経験のある蔭山雄平さん、日立製作所で技

術顧問として技術コンサル、若手技術者の教育・育成

を担当された福島康雄さん、同じく日立製作所で人事

を担当されている松井理人さんを迎え、大六野（明治

大学）の司会で議論が進められました。 

--------------------------------------------- 

A : 明治大学 

 

まずは、みなさんの日頃の活動・業務を通して、グ

ローバルな人材・資質とはどのようなものかについて、

それぞれの経験に基づいてご報告をいただきました。 

檀先生からは、「英語に苦手意識を持ちがちな理工学

部の学生の背中を押すこと。研究室の中に、世界に出

て堂々と発表することが普通で楽しいことだという意

識を作り出すこと。これを支援する大学の体制を作る

ことの必要性」指摘されました。また、大学人がこう

した改革に消極的になりがちなことも、同じ大学人と

してうなずかされました。 

蔭山さんからは、「若手社員が伸びるか伸びないかは、

何事にも前向き・積極的に取り組み、多様な価値観が

存在する中でも、多様性を楽しもうと思えるマインド

を持つか否か」にあるのではという指摘がありました。 

福島さんは、国際的なe-learningを通じて日本人技

術者のグローバルなスキル（例えば、原油・天然ガス
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の掘削技術の分野）習得に携わった経験から、「経済活

動がグローバル化しそのために必要となる知識やスキ

ルの習得も国境を超えたものにならざるを得ない現状

では、かつて日本企業の強みであったOJTは次第にそ

の意味を失い、大学を巻き込んで教育をグローバル化

する」ことが、喫緊の課題となっていることを説明い

ただきました。 

最後に、松井さんからは高校から大学（高校はスイ

ス、大学はアメリカ）まで、日本人である自分が「圧

倒的にマイノリティー」である環境を経験し、逆に、

日本に帰って日立製作所に就職してからは、海外での

自分の経験が「圧倒的にマイノリティー」になるとい

う２重のマイノリティー経験をされた経験から、「どん

な国・地域にあっても、多様な価値観（あるいは同質

的な価値観）の中で、自らの置かれた環境に挑戦する

気持ち」こそが、グローバル人材の条件ではないかと

いう指摘をいただきました。日本の大学生が就職時に

見せる「リスクを取ろうとしない姿勢こそがリスク」

なのだという言葉が印象的でした。 

 無理に議論を一つにまとめる必要はないと思います

が、シンポジストのみなさんのお話を聞いていますと、

（１）コミュニケーションの手段としての外国語（特

に英語）は環境要因として当然のこととしてとらえら

れており、大学教育論で見られる「英語が重要か、日

本語が先か」といった認識は全くないこと、（２）いわ

ば、英語はできて当たり前だが、それよりも重要なこ

とは、「多様な価値、多様な環境の中で、相手を理解す

るとともに自分を主張し、協働して仕事を運ぶ能力を

持つ人材が求められている」ということではなかった

かと思います。 

 もちろん、教育は就職やビジネス活動のためだけに

あるわけではありません。しかし、学生が研究の途を

選ぶにせよ、ビジネスの途を選ぶにせよ、非営利団体

での活動を選ぶにせよ、どのような環境の下でも、自

ら問題を発見し、問題に挑戦し、異なった価値観を持

つ人々とも協働して問題を解決できる知識・技能を身

に付けることは欠かせない、ということを改めて認識

した興味深いシンポジウムでした。 

 

受付日2017年8月30日 受理日2017年9月10日 
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報告  
 

学会専門部会企画としての 

高大連携による協働型探究学習の実践 
（JAGCE「教育連携部会」企画委員会活動報告） 

 

 奥山 則和 A、金丸 紋子 B、村松 教子 C、赤塚 祐哉 D、内田 富男 E 

 
 
１. はじめに    
グローバル人材育成教育学会（以下JAGCEと略記)

では、第2回関東支部大会（2015年6月 於明治大

学）において「学校種の枠を超えた横断的グローバル

人材育成の可能性を探る」という大会テーマを設定し、

シンポジウムではグローバル人材育成における高大連

携の可能性について議論された。また、特別企画とし

て大学生（以下学生）と企業人を交えた協働学習のデ

モンストレーションも企画された[1]。 
そこで、JAGCE専門部会「教育連携部会」[2]では、

第3回関東支部大会（於 産業能率大学）において上

記のような企画に高校生（以下生徒）を加えて、生徒

と学生の連携による協働学習の試みを行った。支部大

会の統一テーマ『グローバルな時代に輝く女性たち』

を受け、「グローバルに活躍する女性」を課題とした。

国立・私立 4 高校、2 大学のチームに企業人メンター

が加わり、各チームで対象の人物（女性）を決め、調

査を行った。支部大会当日に、英語プレゼンテーショ

ン・審査会を開催した[3]。 
教育連携部会企画には、初年度は延べ4高校（国立

附属高校・私立高校）、3大学の学生と、各高校・大学

に所属する教員、JAGECE の賛助会員有志が参加し

た。本年度実施した2回目の企画では、東京、神奈川

の7校からの生徒と3大学の学生の参加があり、プロ

ジェクトは飛躍的に拡大した。本報告では、主に、本

年1月～6月に実施した第2回目の活動について報告

する。報告では、実施の経緯、企画の概要と実践上の

特徴、方法の詳細、成果、実施上の課題、さらには今

後の展開について述べる。 
 
------------------------------------------- 
A:桐蔭学園 

B:カリタス女子中学・高等学校 

C:明治大学付属明治高等学校明治中学校 

D:早稲田大学本庄高等学院 

E:明星大学人文学部 

２．高大連携企画（2017） 
2.1 2017企画の特徴 

本報告の中心となる第2回目の高大連携企画実践は

2017 年 6 月（於 中央大学高等学校小ホール）に教

育連携部会と関東支部の共催の形で行われた。生徒・

学生、教師が高大の垣根を越え、グローバルという目

標に向かって協働する学び合いの機会を共有する協働

型探究学習の実践である。企業人メンターも交えて、

東京、神奈川の 7 つの私立高校の生徒・3 大学の学生

が参加した。 

 

2.2  実践の展開 

2.2.1  協働型探究学習のタスク 

昨年度の反省を踏まえ、今回の特徴は、1）協働型

探究学習のタスク、2）テーマ特化型ルーブリック[4]、

3）リフレクティブ・ラーニング、の 3 点とした。ま

ず、指導過程の流れは、①全体の事前対面指導で、趣

旨説明の後、発表テーマをチームで話し合う。②後日、

テーマを中間報告し、リサーチを継続する。③各自リ

フレクションシート(SASⅠ)[5]を記入しプレゼン前に

提出する。④英語プレゼンテーションを実施する。⑤

終了後にリフレクションシート(SASⅡ)[6]を提出する。  

今回の共通テーマは、“How can we make Greater 
Tokyo and Japan more comfortable for visitors and 
residents, both Japanese and non-Japanese?”（グロ

ーバリズム・ローカリズムの視点から見る日本：次世

代が考える居心地の良いGreater Tokyo） その趣旨は、

位以下のように説明した。「多くの外国人が訪日（含：

旅行・居住）する今日、身の回りの地域・社会で起き

ている現象（文化摩擦、共存のための努力等）に目を

向けよう。グローバル時代を生き抜くために、日本人

と外国人がお互いに気持ちよく共生できる環境を作る

ために、どんなことができるだろうか。なぜそのエリ
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アなのか、どのような異文化どうしの出会いがあるの

か（対立、相互理解、発見、共生）、その出会いをどう

社会に還元するのか。テーマ・内容(message)＆『探

究の過程』(process)にこだわる。「伝えたい内容」が

先で『どう見せるか』は二の次、『若者の感性』を発揮

する。」なお、事前説明会では参加者（生徒、学生、引

率教員）にいくつかの具体例も示した。 
その結果、各チームが最終的に決定した研究・発表

テーマは以下の通り（順不同）、とても興味深いものば

かりであった。 

1. The Language Gap among Stations 
（桐蔭学園高校男子部） 

2. The Difficulty of Foreign Parents Living in 
Japan（カリタス女子高校） 

3. What Fascinates Foreigners Visiting and 
Living in Japan?（明治大学付属明治高校） 

4. Labor of Foreign Students（中央大学附属高校） 

5. Halal Food（中央大学附属横浜高校） 

6. What Foreigners Should Do When Disasters 
Occur?（中央大学杉並高校） 

7. 和の精神: CHUMUGUKURU（中央大学高校） 

2.2.2  テーマ特化型ルーブリック  

昨年度使用したルーブリックの問題点を踏まえ、今

回は Rhodes(2009)の複数の例を参考にして、上記の

テーマに特化したルーブリックを作成した。評価領域

は内容、テーマ、言語の3領域とした。専門審査員[7]

はこれを参考にして審査を行うように、事前に依頼し

た。但し、点数化はしないこととした。 

2.2.3  リフレクティブ・ラーニング 

昨年の第1回企画 (2016)では、英語プレゼンテーシ

ョンの最後に口頭（日本語）で振り返りをさせたが、

時間の制約等のため改善の余地があり、今回は体験学

習を取り入れたことの問題点(Ash & Clayton 2009)と
振り返りの重要性(Moon 2004)を踏まえ、口頭だけで

はなく、書面でも振り返らせ、深い省察ができるよう

にするために、先行研究・事例（梶 2016、中原 2016
他）を踏まえて 2 段階の省察のための自己評価票であ

るSELF ASSESSMENT SHEET (SAS)ⅠとⅡの2
種類を独自に作成し、記入させた。SASでは下記の4
項目別(A～E)に 10 段階の自己評価と評価理由の記述

を求め、自由記述欄も設けた。 
① SAS Ⅰ(開始～発表前迄） 

テーマ設定の妥当性、調査内容・手法の有効性、

ルーブリックの活用度、発表準備の達成度、メンタ

ーとの関係・支援活用度。なお、ここでは自由記述

欄には発表前迄に学んだことを書かせた。 
② SAS Ⅱ（開始～発表後） 
チームの協働と私の貢献度、発表の成否、ルーブリ

ックに沿った自己評価、他のチームとの相対評価、

聴衆の反応と今後の課題。なお、自由記述欄にはこ

の経験から学び明日に活かせること、自分の課題

（将来に向けた課題の発見）等を含む全体の振返り

を書かせ、回収した。 
 

３．参加校からの報告 
3.1  桐蔭学園高等学校 
桐蔭学園高等学校は男女別学制を採用している。そ

こで、2016年度は大会のテーマ（「グローバルな時代

に輝く女性たち」）に合わせて女子部の生徒に参加をさ

せ、2017年度は男子部の生徒を参加させて学内のバラ

ンスを取った。両年度とも参加生徒は、学年教員に依

頼して学内公募で集めた。大学受験を意識しつつ、自

身を高める学びにも取り組める余裕があるということ

で、高校2年生に声掛けを行った。 
準備に関しては、どちらの年度も生徒の予定を優先

し、学生の都合も考慮して引率教員は少し距離を取っ

て見守ることとした。しかし、テーマから必要とされ

る準備が質的に異なることもあり、同じようにはいか

なかった。大学レベルの論文を書くわけではないので、

先行研究を調べたりすることもさせなかった。それよ

りも、生徒と学生が協働してお互いがどう学びあうか

を見守ることとした。 
2016年度は、女子生徒が女子学生と一緒に、グロー

バルに活躍している女性を見つけ、なぜその女性がグ

ローバルに活躍しているといえるかを聴衆に訴えるも

のである。生徒が選んだ人物は、日本人歌手でボラン

ティア活動にも熱心なMISIA氏であった。 
指導者の関わりの多くは学生と生徒の予定の調整で

あり、生徒が部活動のない放課後に神奈川と東京の境

目まで学生が予定を合わせて（顔合わせ以外に）2 回

も来てくれた。準備は生徒がぼんやりとイメージして

いることを学生が質問を繰り返して生徒に言語化を強

いることで、発表の方向性が明確になっていった。言

語活動に優れた女性たちのチームワークのたまもので
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ある。 
方向性が定まったところで考査期間に入り、課外活

動全面禁止となる考査1週間前までには発表原稿や発

表資料の素案は共有フォルダーに入れ、全員がアクセ

スできるようにした。そして、生徒たちがこの活動に

関われない時期には、学生がその共有フォルダーにあ

る原稿やパワーポイントにコメントを入れるようにし

た。考査最終日の午後には引率者の立ち会いの下、生

徒たちが学生のコメントを基に、原稿やパワーポイン

トの手直しを行った。それをさらに学生と情報共有し、

発表当日の学校からの移動の最中まで編集は行われ、

本番に向けて、練習に励んでいた。リハーサルで得ら

れたメンターの助言を活かす時間が十分にあった。 
2017年度は、「居心地の良いGreater Tokyo」とい

うテーマであったためにフィールドワークが必要とな

った。また、今回は大学附属校が参加校の多数を占め、

卒業生の活用が進んだが、この点、本校は系属校によ

るサポートは特段なかった。 
幸い準備に関しては、前年の反省を踏まえてゴール

デンウィーク前に顔合わせを行ったので、顔合わせで

練られた計画に即してゴールデンウィーク中にじっく

りとフィールドワークをしてもらうつもりであった。 
前年は生徒と学生の2対2の組み合わせであったの

が、今回は生徒最大4名・学生基本1名という組み合

わせとなった（本校は2対1）。この組み合わせは、一

人の学生が対話をリードし、生徒が「お客さん」にな

ってしまったような印象がある。実際、本校生徒は、

テーマに関し具体的なイメージを持つ前に、学生が提

示した案に乗ってしまった。生徒があまり深く考えな

いのは、黙っていれば学生が答えを出してくれるイメ

ージを持っていたようであり、メンバー同士の対話を

目の当たりにする機会はなかった。そういう意味で、

本校生徒の準備は甘く、進捗状況の説明も要求された

ことの最低限のことしか満たしていなかった。そこで

何度か再調査を担当教員が指示し、サポート学生から

も助言をお願いした。しかし、そもそもクラウド上の

共有フォルダーに必要な情報が上がってくるわけでも

なかったので、準備はスムーズにいかなかった。バイ

タリティー溢れる学生がついてくれていながら、もっ

たいなかった。 
本校の研究テーマは東京駅と十日市場駅の表示に使

用されている言語の違いを見ることとした。多くの国

や地域から訪問者が多数訪れる駅（東京駅）と、グロ

ーバル化が進みながら（インド人コミュニティーが形

成されつつある団地を抱える）ローカルさが残る駅（十

日市場駅）との比較であるが、考察から結論まですべ

て予想通りとなり、物足りなさは残った。 
両年度ともいろいろと課題が感じられた生徒の参加

であったが、リハーサルでアドバイスをいただいた企

業人と生徒たちの関係は切れていない。事後に手書き

の礼状を送り、筆者がメンターと会うと生徒たちの近

況が話題になるなど、その後も気に掛けていただいて

いるのはうれしい。（文責 奥山） 
 

3.2 カリタス女子高等学校 

本校は2年連続でこの企画に高校2年生が2名ずつ

参加した。語学に対する興味だけでなく、視野を広く

グローバルマインドを養うためにさまざまな企画に積

極的に参加する生徒たちである。どちらのペアも1名

はフランス語を第一外国語として選択している生徒で

はあるが、英語のプレゼンテーションに熱意をもって

取り組み、その様子は複言語教育をグローバル教育の

柱の一つとしている本校にとっては、ぜひ多くの生徒

たちに目指してほしい姿であった。 
学生と生徒の協働からそれぞれが学ぶものがあるこ

とが企画の狙いであるため、メンバーの顔合わせ、テ

ーマの選定、発表内容や方法に関しては基本的に学生

のリードに任せた。そのため発表に至るまでにはやり

取りがスムーズにいかないこともあり、発表に関して

も説得力にかける箇所もあったが、基本的に教員の関

与は事務的なやりとりに抑え、見守ってきた。 
第1 回合同ミーティングにて、課題や取り組み方、

評価方法等は明示されたため、生徒たちはできるだけ

「等身大の自分たちの視野や価値観を大事にしながら」

取り組む調査や発表を心掛けることができた。実際に

は、本や雑誌、ウェブサイトで調査したり、フィール

ドワークに出かけたりして、生きた情報を発表内容に

盛り込むよう努めて、本番当日を迎えた。その過程に

おいて、学生によるリードは非常に心強く、生徒もそ

の姿から多くを学び、刺激をうけた。実際に、生徒た

ちは通常の学校生活に戻ったあとも、学校生活中で

様々な場でのリーダーシップを発揮することができる

ようになった。 
第1回企画に参加した2人は、本番当日では制限時
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間内に発表を終わらせることができず、悔しい思いを

した。そこで、本人たちの熱意もあり、校内でもう1
度プレゼンテーションをする機会を設けた。学期末の

全校集会で1,200名の生徒を前に堂々と披露すること

ができた。発表の当日は、メンターや審査員から様々

なフィードバックをいただいた。それを可能な限り、

自分たちのプレゼンテーションに盛り込み、この再度

の挑戦では、内容はさらに洗練されていた。ここにた

どり着くまでのプロセスにおいて、生徒たちは多くを

学び、成長したことは全校生徒と教職員にも伝わった。

何よりも発表した生徒本人たちがその成長を実感した

ことは間違いない。（文責 金丸） 
 

3.3 早稲田大学本庄高等学院（第1回企画参加） 
本企画（第1回）のために生徒4名と担当教員が対

面で打合わせや練習のための時間を確保することは難

しかったため、主に電子メールでメッセ―ジのやりと

りを行いながら指導せざるを得ない状況であった。指

導の内容は、プレゼンテーションの原稿に対する助言、

文献調査の方法等である。対面による指導も行い、1)
人物選びの基準、2)ルーブリックの説明、3)探究型プ

レゼンテーションについて、と本番直前のリハーサル

で指導した。 
指導に際して特に、国際バカロレア・ディプロマプ

ログラム(DP)の「TOK」(Theory of Knowledge)の探

究型プレゼンテーションの手法[8]）を参考にした点が

特徴である。TOK は高校生の探究心や異文化理解を

深めるものとして定評がある。具体的には、本質的な

問いとはオープンエンドな問いであり、かつ世の中の

諸課題にも対応できる汎用性の高い問いであることを

教え、実際にそうした問いを立てさせた。その上で、

グローバル社会で解決すべき課題をプレゼンの中に 1
～2 つ盛り込み、本質的な問いに対する答えを示すよ

う指導した。 
生徒達は公民権運動の活動家ローザ・パークスを取

り上げた。当初は彼女のライフストーリーや功績を紹

介するといったいわゆる情報伝達型のプレゼンとして

構成していた。だが、TOKの手法を取り入れたこと

により、プレゼンに本質的な問いを盛り込むことがで

きた。本質的な問いを「ローザ・パークスが21世紀

に生きていたら、どの程度社会に変化をもたらしてい

ただろうか。」とし、プレゼンの内容も探究的になった。

 
 
生徒達は、さまざまな差別を英語によるウェブサイト

で調査し、その解決方法を提案するなどしたが、探究

のプロセスに関する指導が十分でなく、インターネッ

ト上の情報に頼りすぎ、学術論文等からの引用は少な

かった。 
生徒達の満足度は高かったようで、「英語によるプレ

ゼンテーションスキルの向上だけではなく、グローバ

ルな社会での私たち高校生の役割も認識できました。

今回の学会発表の経験を活かし、今後もローカル・グ

ローバルに関わらず、課題解決のために積極的に行動

していきたい。」と述べていた。本企画への参加を 
きっかけに出場者の1人は早稲田大学の学部進級要件

として課せられる本学院での卒業論文のテーマを探究

型英語プレゼンテーションにすることを決めたそうで

ある。（文責 赤塚） 
 

3.4 明治大学付属明治高等学校（第2回企画参加） 
本校では、担当教員自身が初参加であり様子があま

り分からなかったことと、準備時間があまり長くない

ことを考え、参加生徒の人選にあたってはフィールド

ワークに慣れている地理研究部所属の高校生に参加を

依頼した。結果的にこの判断は正解であったようだ。

メンバーは部内で決定してもらい、3 学年より 1 名ず

つ発表することになった。学生は部の卒業生で明治大

学に進学したOBに依頼した。 
地理研究部は毎年テーマに基づき日本各地にフィー

ルドワークに出かけており、そのスキルは部活動を通

じて全員が身につけていた。また、調べたことをまと

め、考察し文化祭で発表しているため、本企画でどの

ようなことが要求されているか説明する必要がなかっ

た。加えて、スライドを使用し、制限時間内に英文で
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話をまとめることは英語の授業を通じて全員が指導を

受けている。校内イングリッシュ・プレゼンテーショ

ン・コンテストの準備の手法が役立った。仮説を立て、

下調べを行うことについては英語科と図書館が共同で

中学生の頃から指導をしているため、資料の探し方に

ついてもある程度の知識がある。前提条件が揃ってい

る生徒に参加してもらったが、十分に練って当日を迎

えることができなかったため、心残りな部分もあった。

4 月から本番までの間に学校行事、考査等があり、メ

ンバー全員が集まり、準備をするにはかなりタイトな

スケジュールであった。そんな中、地理研究部の部員

一同、発表、およびクラブ顧問（社会科教諭）にはブ

レーン・ストーミングの段階から全面的に協力しても

らい、非常にありがたかった。 
テーマを決定するまでに多くの時間をかけた。1)フ

ィールドワークだからこそ得られること、2)学校があ

る多摩地区であること、3)考察できること、という 3
点を満たすテーマを見つけるのは難しかった。「グロー

バル」の定義がそれぞれ異なることも大きな要因であ

った。十分な議論をする時間もなく、参加生徒は調布

市国際交流センターで実施されている日本語授業受講

生の外国人から話を聞いてきた。インタビュー後の調

査に時間をかけられず、インタビュー内容をまとめ、

それに提案を加えるだけの形となった。消化不良だっ

た部分もあったが、短時間で準備をすすめたこと、校

外で発表したこと、他校の発表を聞けたことは生徒た

ちにとってもいい経験であった。（文責 村松） 
 

４．リフレクションの分析と成果 

本章では、独自に作成した2種類のリフレクション

シート(SASⅠ、SASⅡ)に書かれた生徒の自由記述や

審査員、聴衆のコメントを基に成果としてまとめる。

英語やプレゼン（英語表現、audience awareness等）

に対する興味・関心や気づきと英語や学習全般（知識、

教養、技術）の意欲の向上、探究学習への問題意識、

学生からの学び、協働学習への関心、非日常性（普段

の授業ではできない経験）、その他（大人になった気分、

この経験を大学で活かしたい、度胸がついた、やって

よかった、将来役に立つ）などである。 
リフレクションシート(SASⅠ、SASⅡ)における10

段階の数値評価（図 1）を複数の項目の平均・最頻値

を見る限り、概ね自己評価は高め(項目1A・1B・2A・ 

図1 リフレクションによる自己評価 

 
2B)である。いくつかの項目で評価10とした生徒もお

り、自己評価の高さは満足度の表れとも言えよう。図

中右に円で示したグループ間の相対評価(項目2D)は
控えめな回答となっている点は興味深い結果である。

また、図中の円左に示したルーブリックの活用度(項目

1C・2C)も低めである。ルーブリックが英文であった

ことと事前説明が不十分であったことに起因する可能

性がある。メンターの役割(項目1E)が曖昧なケースが

見られるが、この項目の評価はチームのメンターとの

関係性に依存する面もある。第1回企画では、こうし

たシートはなく、口頭での反省のみであったが、今回、 

リフレクションシートを記入させたことで、生徒の振

り返りと本企画の評価を実施できた点は一歩前進とい

ったところだろう。無論、評価票の改善は必然である。

（文責 内田） 
 

５．課題と展開 
学校によって担当教員の介入方法や程度はさまざ

まだが、基本的に生徒たちの主体性を重んじ、連絡調

整役とした学校が多い。学生の活用方法もまた参加校

によって異なる。それによって見えてくる成果や課題

もさまざまだが、まとめると、募集と実施時期、テー

マの選定（例 範囲、地域性）、ルーブリックの改善と

活用、ルーブリックとリフレクションシートの統合化、

ルーブリックの活用に向けて事前指導の改善等課題は

少なくない。学生の役割とその事前指導、卒業生の活

用、参加校（例 公立校）等も課題である。 
さらに実践研究のアプローチとして、今後はリフレ
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クションシートの量的分析による検証へと発展させ、

本研究を深めていきたい。こうした取り組みは近隣の

地域で、地元の大学や高校教員、企業が連携をして機

会を提供することができ、行政や１つの大学とは異な

り学会としてできる社会貢献の良い一例となるだろう。 
最後に、教育におけるグローバル化への対応はしば

しば喫緊の課題と言われるが、大学入学前の教育課程

では、教科・科目の枠組みとしてはなく、学習課題・

テーマとしての「グローバル」という位置づけである

ため、生徒は授業の中で学ぶことは少ない。課外の学

習としてこのような企画に参加できた生徒は恵まれて

いる。グローバル化のための教育と教育のグローバル

化に積極的な教職員や学校、保護者の理解と協力なし

には実現しない。また、異なる立場でそうした教育に

関わる大人の連携をきっかけに生徒が狭い教室を飛び

出して、英語力に留まらずグローバルな時代に求めら

れる力(Global Competency)を身につけるためにチャ

レンジしてほしい。 

 
謝辞 

本企画の実現と大きな成功は、多忙な学校生活にも

かかわらず任意参加してくれた生徒と学生の皆さんの

お蔭です。そしてこのような機会と環境を与えてくだ

さった学校関係者の方々、とりわけ直接、ご指導をい

ただいた担当の先生方にこの場を借りて深く御礼申し

上げます[9][10]。また、会場の産業能率大学、中央大学

高等学校の関係者の皆様、本企画のために学生をご紹

介いただいた学会員、とりわけメンター等のご協力を

頂いた賛助会員の皆様に厚く御礼申し上げます。 
 

注 

[1] この企画ではグローバル教育ブートキャンプの企画

提案という課題に対して学生グループに企業人のメ

ンターを加えて、企画立案と英語プレゼンテーション

を行った。 

http://www.j-agce.org/kantobranch/kanto-2report/ 
[2] 専門部会「高大連携部会」は「教育連携部会」と名称

を変更した。http://www.j-agce.org/committee/ 
[3] 第 1 回企画については下記の取材記事（内田・金丸）

及び支部大会報告を参照されたい。 

教育人会議 「グローバルな時代に生きることの味を

考える」（「連載 輝け！ 若者たち 01」）2016 年秋

号 発行：2016.9.30. 20頁  

http://frompage.pluginfree.com/weblish/frompa
ge/1724103598/index.shtml?rep=1 

JAGCE第3回関東支部大会報告 
http://www.j-agce.org/wp-content/uploads/2016/
07/reopt160604.pdf 

[4] 2017年度の第2回企画ではAssociation of American 
Colleges & Universities (2017) を参考にして、次の

ルーブリック（英文）を作成し、使用した。（作成 内

田）

 
JAGCE Rubric Criteria with Descriptors 2017 

 1. Content 2. Inquisitiveness toward 
global/local issues 3. Language 

  The topic is clear and 
supported with good ex-
amples. 
 

 The topic and content 
maintain the audience in-
terest. 

 Adequate awareness of cultural diversity and 
various world views  

              and/or 
 Adequate engagement with and understanding of  

cultural diversity 
              and/or 
 Adequate analysis and for civic engagement 

 Effective use of 
language techniques 

 Effective use of voice 
& body language (pa-
ra-language) 

 Effective use of visuals 

4-5 ・The topic is clearly explained 
with detailed descriptions 
and examples.  

・The topic and content hold the 
audience interest throughout 
the presentation. 

・Deep understanding of multiple world views and of the 
complexity of elements important to members of 
other culture(s) in relation to their cultural back-
ground 

        and/or 
・Actively initiating meaningful interaction with other 

cultures to address significant global/local issues 
              and/or 
・Connecting and extending knowledge (facts etc.) from 

one’s own study/field/discipline to civic engagement 
and to one’s own participation in civic life 

・Very effective use of 
language: vocabulary and 
expressions.   

・Very effective use of 
variation, tone and 
speaking volume, and 
good pacing. Very good 
use of body language, 
eye contact, and body 
movement.  

・Visuals very well pre-
sented. 
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2-3 ・The general idea of the topic is 
explained, the student fails to 
provide good examples. 

・The topic and content hold the 
audience interest through 
much of the presentation. 

・Understanding the complexity of elements important to 
members of another culture in relation to their cultural 
background 

             and/or 
・Incorporating respectful interactions with other 
cultures 

and/or 
・Analyzing knowledge (facts, etc.) from one’s own 

study/field, and making relevant connections to civic 
engagement and to one’s own participation in civic 
life 

・Fairly effective use of 
language techniques: 
vocabulary and expres-
sions. 

・Some good use of 
variation, voice volume, 
tone, and pacing. 

・Good body language, eye 
contact, and movement. 

・Visuals are clear. 

1-2 ・The topic is not very clear, and 
/ or the provided examples 
are not clearly related to the 
topic. 

・The topic and content hold the 
audience interest for only a 
limited part of the presenta-
tion. 

・ Understanding the surface of the complexity of 
elements important to members of another culture in 
relation to their cultural background 

             and/or 
・ Showing some openness to varied cultures and 

worldviews, and some willingness to interact with 
them 

                   and/or 
・Beginning to identify knowledge (facts, etc.) from 

one’s own study/field that is relevant to civic en-
gagement and to one’s participation in civic life 

・Minimal use of effective 
language techniques: 
vocabulary and expres-
sions. 

・Minimal use of vocal 
variation, pacing, body 
language, eye contact, 
and movement. 

・ Visuals are not particu-
larly clear or are too 
small. 

 
（参考：ルーブリックの日本語版 奥山訳） 
次世代が発信する：グローバル・ローカルな視点：首都圏を在住者・訪問者、日本人・外国人双方がより過ごしや

すいようにするにはどうしたらいいのか？ 
JAGCE ルーブリック 2017 版 

 1. 内容 2. グローバル・ローカルな問題に対する探究 3. 言語 
  トピックが明瞭で、良い

例によってサポートされ

ている。 
 トピックと内容は聴衆の

注目を集めている。 

 文化的多様性そしてさまざまな世界の視点に対

し、知識として十分に意識している。 
そして／または 

 文化的多様性に関し十分に言及し、理解してい

る。 
そして／または 

 市民参加に関し、十分に分析しまた知識がある。 

 言語技術の効果的
な使用 

 声量と身体言語の

効果的な使用 
 視覚資料の効果的

な使用 

4 - 5 ・トピックは、詳細な描写と

例によって明瞭に説明さ

れている。 
・トピックと内容がプレゼン

テーションを通じて聴衆

の関心を引きつける。 

・世界にはさまざまな視点があり、文化的背景を基

に、異なる文化に所属する人にとって大切なこと

がそれぞれ複雑に異なることを、深く理解してい

る。 
そして／または 

・重要なグローバル・ローカルの問題を提議するた

めに、他の文化と意味のある交流を率先して始め

ている。 
そして／または 

・市民参加に関する自身の学び・活動・専門と、市

民生活への自身の参加により知識・事実を活用し

さらに広げている。 

・言語技術の効果的な使
用：語彙と表現 

・表現の豊かさ、語調、

声量とペースが効果

的。身体言語、アイコ

ンタクト、動作も非常

に良い。 
・視覚資料は効果的に表

示されている。 

2 - 3 ・トピックの概要は説明され

ているものの、例示が弱

い。 
・トピックと内容は聴衆の関

心を、プレゼンテーション

の大部分の時間ひきつけ

ている。 

・人びとが大切にすることはその人の文化的背景に

よって異なり、またそれは複雑であることを理解

している。 
そして／または 

・異文化との尊敬の念を持った交流を、組み入れて

いる。 
そして／または 

・関連ある市民参加への従事、市民生活への自身の

参加、あるいは自身の学び・活動・専門からの知

識を分析している。 

・語彙や表現などの言語
技術のある程度効果
的な活用。 

・表現の豊かさ、声量、

語調、ペースは良い。

ボディーランゲージ、

アイコンタクト、動作

も良い。 
・視覚資料は明瞭。 

1 - 2 ・トピックが明瞭ではない、

そして／または、例とトピ

ックとの関係が明らかで

はない。 

・人びとが大切にすることはその人の文化的背景に

よって異なり、またそれは複雑であることを理解

している。 
そして／または 

・語彙や表現等言語技術
の活用は限られてい
る。 

・声質の変化、ペース、
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・トピックと内容は、聴衆の

関心をプレゼンテーショ

ンの一部でしかひきつけ

られない 

・文化や世界観の多様性にある程度の寛容さを示し、

それらと交流しようというやる気を少しは見せてい

る。 
そして／または 

・市民参加や自身の市民生活への参加に関して、自

身の学び・活動・専門からと関連がある知識を認

識しだしている。 

ボディーランゲージ、

アイコンタクト、動作

はあまり使われない。 
・視覚資料は明瞭ではな

いか、小さすぎる。 

 
[5] リフレクションシート(SAS Ⅰ) 
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[6] リフレクションシート (SASⅡ) 

 
 

[7] 専門審査員一覧（敬称略） 

Lars Nicolaysen (Bureau Chief Tokyo at dpa German 
Press Agency Deutsche Presse-Agentur) 
Stephen Hesse (中央大学教授・国際センター副所長) 

 
YihYehPan (産業能率大学准教授) 
Dr.Ananda Kumara(JAGCE副会長  名城大学教授・外 
国語学部長) 
勝又美智雄 (JAGCE理事・国際教養大学名誉教授) 
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[8] TOK の探究型プレゼンテーションの手法については、

以下の資料を参考にした。 

国際バカロレア機構. (2015). ディプロマプログラム 
(DP) 知の理論(TOK)指導の手引き. pp.66-69. Car-
diff, UK : International Baccalaureate 
Organization  (UK) Ltd.  

http://www.ibo.org/contentassets/93f68f8b322141c
9b113fb3e3fe11659/tok-guide-jp.pdf） 

[9] 受賞した学校は次の通りである。 

第1回高大連携企画＠第3回関東支部大会  

ルーブリック評価部門賞 早稲田大学本庄高等学院 

Best Global Figure賞 カリタス女子高等学校 

Good Presentation賞 桐蔭学園高等学校女子部 

個人賞 桐蔭学園高等学校女子部（2名） 

第2回高大連携企画＠第4回関東支部大会  

専門審査員賞 (Rubric評価) 中央大学附属高等学校   

研究奨励賞  カリタス女子高等学校   

関東支部長賞（Good Presentation賞） 明治大学付

属明治高等学校  

賛助会員特別賞 桐蔭学園高等学校男子部  

次世代評価賞（参加者の相互評価） 中央大学附属

横浜高等学校  

新視点提供賞（Point of View賞） 中央大学杉並高

等学校 

学会員特別賞（Great Presenters）中央大学高等学 

校  

[10] 参加校引率教員一覧  

中央大学高等学校：大滝靖司 

中央大学附属高等学校：森田太郎・岩本祐樹 

中央大学杉並高等学校：大塚圭 

明治大学付属属明治高等学校明治中学校：村松教子 

中央大学附属横浜高等学校：岡田充功・勅使川原あ

ゆみ 

カリタス女子中学高等学校：金丸 紋子 

桐蔭学園：奥山則和・Ｊグラジアニ 

 
引用・参考文献 
1) Ash, S.L., & Clayton, P. H. (2009). Generating, 

deepening, and documenting learning: The power 
of critical reflection in applied learning. Journal of 
Applied Learning in Higher Education, 1(1),  
25-48. 

2) Association of American Colleges & Universities. 
(2017) Inquiry and Analysis VALUE Rubric.  Re-
trieved from  
https://www.aacu.org/sites/default/files/files/VALU
E/InquiryAnalysis.pdf 

3)  Dymoke, S. ed, (2012). Reflective Teaching and 
Learning in the Secondary School Second Edition. 
UK: Sage． 

4)  Moon, J. A. (2004). A Handbook of Reflective and 
Experiential Learning: Theory and Practice. UK: 
Routledge. 

5) Rhodes, T. (2009). Assessing outcomes and im-
proving achievement: Tips and tools for using the 
rubrics. Washington, DC: Association of American 
Colleges and Universities. 

6) 内田富男. (2017)．「教育連携部会」における高大連

携企画の実践報告．グローバル人材育成教育学会九

州支部大会予稿集． 
7) 梶浦真．(2016)．アクティブ・ラーニング時代の「振

り返り指導」入門  第5版．教育報道出版社 
8) 中原淳・日本教育イノベーションセンター．(2016) 

アクティブ・ラーナーを育てる高校．学事出版． 
 
受付日2017年8月30日、受理日2017年9月18日 
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報告 
 

グローバル人材育成教育学会 
異文化対応力育成研究専門部会の発足 

 
小野 博 A・古村由美子 B 

 
Keywords: intercultural communicative competence, assessment, global perspective  
 

１ 背景 

日本の若年層の人口減少が社会問題となり、多く

の私立大学では、定員割れの状況を改善するため、

グローバル人材の育成が各大学の重要課題となって

いる。しかし、情報化社会に暮らす現代の大学生は

コミュニケーション能力が低く、内向き志向で海外

へ行きたがらないと言われており、海外からの渡航

者が急増する一方で日本人学生の留学数の減少など

が生じ、問題となっている。 
一方、企業は国内人口の減少による事業の縮小を

海外展開で補なおうと、今まで海外、特にアジア諸

国で高品質で安い商品を生産し、国内で販売してい

たビジネスモデルを転換し、現地のニーズに合った

商品を人口増が著しいアジア諸国で生産し、日本的

なサービスとともに現地で販売し、人々の生活レベ

ルの向上を目指すビジネスモデルの構築を急いでい

る。その結果、企業は大学にグローバル人材の育成

を強く求めているが、今までの教養英語に代わる実

践的英語教育や海外渡航費用の大学負担などの費用

負担が生じることから、関連事業費の公費負担が得

られた一部の先進的な大学からは大きな成果を出し

ているとの報告がある一方で、経営状況の悪化など

を背景に大学はあまり動かず、学生任せの大学も多

いのが現状である。 
 
２ コミュニケーション能力の測定から異文化対

応力の測定へ 

筆者らはグローバル人材の育成に不可欠である

英語力の育成に加え、学生に足りない資質としてコ

ミュ二ケーション能力と異文化対応力を上げ、短期 
--------------------------------------------- 

A : グローバル人材育成教育学会会長、西九州大学 

B : 長崎大学 

集中型英語教育の中でそれらの育成プログラムを実施

してきており、コミュニケーション能力の測定に関す

る研究を続け、学会誌等に報告してきた。 
これからのグローバル人材の育成には異文化対応力

の評価方法及び育成方法が不可欠であると考え、学会

に専門部会を設け、①内外における異文化対応力関連

テストの収集と内容の検討、②コミュニケーション能

力測定用テストを発展的に異文化対応力の測定も可能

なテストにするための検討、③Can do テスト形式な

ど取り入れた新しいテストの開発の検討、④異文化対

応力の効果的な育成方法の研究を行うこととした。当

面、同じようなニーズを持った全国の学会員に広く呼

びかけ、全国大会での報告や支部大会開催時に研究会

を開くなどの活動を続けるために、多くの学会員によ

る専門部会の発足を呼びかけた。 
 

３ 学会に専門部会の設置 

 まず、異文化対応力の測定と育成に関する共同研究

を進めるため、九州支部の会員に参加を呼び掛けたと

ころ、15人の会員から参加の意思が表明され、6月5
日に福岡大学で開催した準備会には8人の会員が出席

した。次に、2017年6月17日の臨時理事会（中央大

学で開催された関東支部大会開催時）で、グローバル

人材育成教育学会に新しい専門部会として異文化対応

力育成研究専門部会を発足することが了承された。 
 
４ 支部大会開催時に研究会を開催 

7 月 17 日に佐賀市の西九州大学で開催された九州

支部大会の前日に異文化対応力育成研究専門部会の研

究会を開催した。まず、小野博（西九州大学）より、

新専門部会発足の経緯、趣旨について説明した。  
工藤俊郎（大阪体育大学）は「異文化対応力評価尺
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度作成に向けて」と題し、コミュニケーション能力の

測定研究での統計分析手法を異文化対応力評価法の分

析に応用する方法・手順について説明した。さらに

Brinkmann & Weerdenburg (2014) に よ る

Intercultural Readiness Check に含まれる４つの能

力について概略を説明した。 
また、青柳達也（佐賀大学）は「17種類の内外の異

文化対応力測定法の調査・分析」について説明した。

その中で特に、海外のテストの中には日本人高校生・

大学生が答えにくい、または聞いてはいけない質問ま

であるため、日本の状況を十分に反映したテスト項目

を作ることの重要性について説明した。今回は、

Global Perspective Inventory (GPI)、Intercultural 
Development Inventory (IDI)、Global Competence 
Aptitude Assessment (GCAA) の 3 種のアセスメン

トの特徴を説明し、それぞれアプローチが異なってい

る点について考察を行った。このような異文化対応力

アセスメントはアメリカで研究された事例が多いため、

日本人のコミュ二ケーションの特性との関連について

も今後検証する必要があることを提示した。 
工藤、青柳両氏の報告後にはディスカッションが行

われた。古村由美子（長崎大学）は、今までこの分野

での調査研究を続けているが、Byram (1997, 2008) 
による Intercultural Communicative Competence
のモデルが、今回報告された数種類のアセスメントに

含まれている、異なる要素を包括している可能性があ

ると述べた。今後はこれまでに作成されてきた様々な

異文化対応力に関するアセスメントのコアとなる基本

的構成要素を絞込む必要があることが、参加者によっ

て確認された。その後の議論で、このような日本人学

生を対象とする異文化対応力評価テストを作成するに

は相当の労力と時間をかける必要があり、学会員の中

に、関連する研究分野で科研費等の申請を行う、この

テーマを研究テーマとして研究し修論・博論のテーマ

にする、あるいは研究テーマとして論文執筆を目指す

会員が中心になって研究を進める必要があるという共

通認識を得た。しかしながら現状では誰が中心となる

かについては未確定であるため、当面、小野、工藤、

青柳、古村グループでテスト開発に向けた研究を継続

することとした。 

 

５ 今後の展開 

今後、多くの学会関係者に参加いただくため、支部

大会に合わせて専門部会の研究会を開くこととし、第

１回目は佐賀市の西九州大学で開かれた九州支部大会

の前日（8月16日）に開催したが、第2回研究会

を、10月28日（土）に石川県の金沢工業大学で開く

中部支部大会の午前中に開催する方向で協議してい

る。本異文化対応力育成研究専門部会に対して、より

多くの学会関係者の方々が関心を示され、研究に参加

していただくことによって、異文化対応力の評価方法

及び育成方法の開発が進んでいくことが強く期待され

る。 

 
引用・参考文献 

1) Brinkmann, U., & Van Weerdenburg, O. 
(2014). Intercultural Readiness: Four 
competences for working across cultures. 
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2) Global Perspective Inventory, 
http://www.gpi.hs.iastate.edu/ （アクセス: 2017
年8月10日） 

3) Intercultural Development Inventory, 
https://idiinventory.com/ （アクセス: 2017年8月

11日） 
4) Global Competence Aptitude Assessment, 

http://www.globallycompetent.com/  
（アクセス: 2017年8月12日） 

5) Byram, M. (1997). Teaching and assessing 
intercultural communicative competence. 
Multilingual Matters. 
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解説・講座  
 

考える道具としての言語教育のための資料 
（英語を使って考えることを目指す） 

 

たなか よしこ A 
 

Utilizing Second Language Learning as a Thought-provoking Tool:  
Fostering Academic Genre Knowledge 

 
Yoshiko TANAKA

 
Abstract: This study introduces teaching materials for fostering university students’ 
academic genre knowledge. The materials feature simultaneous use of English in the 
process of enhancing the knowledge students have gained, mostly from their junior 
high school curriculum. It seems that what they learned at high school is not 
systematically established. As a result, university students are likely to have some 
difficulty in accumulating what they are expected to possess as academic knowledge. 
The teaching materials, whose medium for education is English, can provide them with 
a chance to reconstruct their academic knowledge. Not treated as a learning target, 
English plays a crucial role in helping them deepen their comprehension. Moreover, the 
use of English will contribute to the further understanding of three main branches of 
science: natural science, human science, and social science. 
Keywords: academic knowledge, junior high school curriculum, natural science, human 
science, social science.  
 
 

１ はじめに 
日本の学校教育での英語学習の位置づけの重みが増

す中、大学での英語教育も大きな課題となっている。

英文科など人文科学分野の外国語学習を希望して大学

に入った学生は、学習動機も高く、大学の人的資源も

多様性がある。一方、外国語学習を目的としない学部

では、英語教育の必要性があるにも関わらず、学生の

学習動機が必ずしも高いとは言えない。しかも英語文

化そのものに対しての興味が薄く、教える側にとって

大きな課題となる。 
本稿では、大学生のアカデミック・リテラシーを高

めるための、基盤としての知識を育成することを目的

とした英語の教材を紹介する。 教材は、英語で学校教

育が行われている国々の生教材を活用する。主に、中

学校のカリキュラムから大学入学前までの、学生が得

た知識を再構成していく過程で英語を同時に使用する

ことを特徴としている。 今の大学生の基礎学力不足と

いう問題点は高校までで学んだことが体系的に確立さ

れていないことにある。知識は十分にありながらも、

その結果、大学での専門的知識を積み上げていくため

にはなんらかの困難を有している可能性が高い。 本稿

では、教育の媒体を英語による教材にすることで、専

門的知識を再構築する機会を提供することを提案する。 
学習目標として扱われていない英語は、理解を深める

ために重要な役割、学習するための言語という役割を

果たす。さらに、このような英語を使った教育は、自

然科学、人文科学、社会科学の3つの主要な科学分野

の理解に貢献できる。これはかつての大学教育が担っ

た、専門分野の原書購読というものに通底するもので

あり、外来の言語で書かれたものを、自分の既にもっ

ている知識で読み解いていくという非常にプリミティ

ブではあるが重要な活動である。 
本稿では、自然科学を中心として教材を紹介して

いるが、社会科学のテーマでも多くの実用的な教材
------------------------------------------------ 

A: 日本工業大学工学部 
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が準備されている。ぜひご専門の分野にテクニカルワ

ードと8th gradeを入れて検索してみてほしい。 
 

２ 言語の役割 
人類がもっている固有の特性に言語を獲得するとい

うことがある。この言語には、生まれ、生育した環境

においてごく自然に獲得した言葉、その環境の多くの

母親による育児語でもある言葉、などの背景から、母

語と呼ばれている。第二言語学習では、母語の定義は、

最初に”話された”言葉とする説もある。20世紀までの

日本においては、多くの場合、日本人であり、日本で

生まれ、日本語を話すということが全て”＝”であった

ため、母国語と母語の区別を明確にすることは少なか

った。しかし、80年代経済大国として人的移動が活発

になってから 30 年以上、今や在住外国人または帰化

者(国籍法に基づく、法務省の表現)の数は急増してい

る。また、両親の母語が日本語ではない子弟の多くが

学校教育の中で見られるようになった。そのような社

会情勢の変化の中、真のグローバル化を目指すには、

言語の役割が大きいことは周知のことである。 
 言語の役割には、教育の場面では日本語・英語いず

れの場合にも、コミュニケーションということが重要

視されている。このコミュニケーションという言葉が、

カタカナであることが示唆するように、日本語におけ

る共通理解はなかなか困難であることが伺える。昭和

28年の大学教養教育の方針(正式書名)においても、教

養教育の目的として「コムニケーション」が掲げられ

ている。このコミュニケーションを中心とした教育に

は、本学会でも多くの知見が示されているので、本稿

ではこれとは異なる言語の役割について説明する。 
あまりにも当然なので意識されることは少ないが、

言語とはそもそも概念に対して恣意的にラベルづけさ

れた音である。犬か”inu”と呼ばれることに関係性はな

いことを「言語の恣意性」と言語学で呼ぶ。 
世界の森羅万象を名づけ、それによる概念の整理

(category, tree structure. group ,etc)を行っているの

が人間の思考である。(『ウィトゲンシュタイン『論理

哲学論考』を読む 』野矢茂樹著 ちくま学芸文庫 な

どでも語られているが)その思考の道具が、言語である。 
 
３ 考える道具としての言語 
 ものごとを説明する方法として、次の二つの説明方

法がある。 
内包：定義など、諸事物から共通する性質の全体を

説明する方法 
  例 バラ科サクラ属の落葉高木または低木の一部の

総称。園芸品種は・・・ 
外延：具体的な例示、ある概念が適用される事物の

範囲を示す方法 
 春、白色・薄紅色の花が咲き、古来、花王と称せら

れ、日本の国家として、古くは「花」といえば桜を指

した。 
 内包と外延の2軸での物事の定義を繰り返すことで、

抽象化された概念が形成される。さらに頭の中のあら

ゆるデータが、ネットワーク化され知識が構造化され

ていく。この活動を母語で丁寧にしていくことは、非

常に重要だが、哲学的な思考を要する側面があり、「わ

かったかわからないかよくわからない」という印象を

持たれがちである。そこで、母語による知識を構造化

することを目的として、外国語で内容を理解すること

で、知識を構造化していくことを教育の内容として取

り入れる教育活動を提案する。 
 
４ 英英辞典を使って定義を理解する 

専門用語の定義は一意であるため、その内包である

定義と、例示を理解することで正確な内容理解ができ

る。そのためにweb上の英英辞典を二種類以上、活用

する。語の定義を英語で読み、それを図式化し、さら

に日本語で正確に説明する。大切なのは、訳すことで

はなく内容を具体例と共に日本語で説明することであ

る。そのような学習に適した辞書を以下に紹介する。 
(1) English Cobuild dictionary 
コウビルド English Cobuild dictionary | Learn 

English は、英語学習者の初学者にも分かりやすい英

英辞典である。simple definitionと銘打っているよう

に、特に、生活言語に関わる語については、正確な内

包的定義とは言えないものもある。しかし、「分かりや

すい」のである。その特性をよく理解して活用できる。 
http://dictionary.reverso.net/english-cobuild/ (図1) 
(2) Longman Dictionary of Contemporary English 
 ロングマンLongman Dictionary of Contemporary 
English | LDOCEは、COLLOCATIONに優れてい

るため、英語理解の促進には非常に有用である。 
http://www.ldoceonline.com/ 

53グローバル人材育成教育研究　第5巻第1号　(2017)

53



3 
 

 

 
 
(3) oxford living dictionaries 
オックスフォード oxford living dictionariesは、定

義とその語の周辺に関わる説明があり、外延的な理解

を促すことができる。 
https://en.oxforddictionaries.com/ 
(4) その他 

 ちょっとお遊びで、このようなアクティビティがあ

る。 
https://english.stackexchange.com/ 
 また、これらのweb辞書は、ドラッグすると音声化

できるので、英文の音を機械音声ではあるが、聴くこ

とができ、学生にとっても有用である。 
 

５ 外国語学習(第二言語習得)を考える 

ジム・カミンズの第二言語習得論において日本の英

語教育への示唆としてよく引かれる「言語能力の相互

依存仮説」というのがある。その説明に用いられてい

る図を示す。（図2） 
 この図では、母語と第二言語がそれぞれ氷山にたと

えられている。海面の上に見える二つの氷山が、実は

根底にある共有する能力の存在があることを意味し

ている。彼の仮説によると、母語で表されているさま

ざまな事象、普通に会話できる、意思が疎通できる、

聞き取りやすい発音であることと、第二言語でのこと

は、それぞれ関係なく表れているのではなく、深層部

分では、一つの人間の言語能力としての領域を持って

図1 English Cobuild dictionary 
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おり、二つの言語(L1,L2)に共通する言語能力はどちら

か一方の言語によって高めることができるというこ

とを意味している。 
さらに、彼はその理論から、言語には二つの能力

(skill,Proficiency)があるとし、以下のような図（図3）
で説明している。これらは「基礎的対人伝達能力

（BICS）」と「認知学力的言語能力（CALP）」と今日

は呼ばれている。当初、前者は生活言語、後者は学習

言語と呼ばれており、米国での移民への英語教育にお

いて、英語伸長と教科(数学・社会など)の理解について

の研究の中で立てられた仮説である。 

 
BICS and CALP: Clarifying the Distinction. 
Cummins, Jim 

There are clear differences in acquisition and 
developmental patterns between conversational 
language and academic language, or BICS (basic 
interpersonal communicative skills) and CALP 
(cognitive academic language proficiency). The 
conceptual distinction between these two levels 
highlights misconceptions about the nature of 
language proficiency which contributes to academic 
failure among bilingual students. Differences in the 
rate of acquisition of the two levels needs to be 
considered so that the academic language education 
of bilingual children with good conversational 

English ability does not suffer. An instructional 
program for bilingual students should address: (1) 
cognitive skills; (2) academic content; and (3) critical 
language awareness. (EF) 
(https://eric.ed.gov/?id=ED438551 20170530 ) 
ここで紹介したいのは、この仮説に基づいて、外国

語(多くは英語の場合が多い)を学ぶことと母語(多くの

場合は日本語)を相互に育成しながら、教科理解を図り、

なおかつ外国語学習の意義を、コミュニケーション以

外に求める教育活動である。 
 
６ 生活言語と学習言語 
外国語を学ばなければいけない日本人にはあまり

感覚的に理解できないことが多いようだが、多言語環

境に置かれた移民の多い国では、いくつかの言語が話

せる人材は多くいる。しかし、それらの人々がみなグ

ローバル人材として重要な人材となるのではない。生

活の上では、ある言語(第一言語)を話しているが高等

教育を受けるにはその言語では、十分な理解ができな

いという状況に置かれているような人も多い。それら

のことから、日常生活の中で、文脈やその場面に依存

して理解していくことでコミュニケーションが成立

する生活言語(上述のBICS)と、抽象的で文脈から切り

離された学習のための言語(CALP)は、異なると考えら

れている。本稿では、後者の学習言語としての日本語

と英語の役割を教育の中で取りあげていくための教

材を紹介する。 

 

７ 概念の整理のために二言語を行き来する 

5th gradeから8th gradeのScience/Mathematics 

/Societyなど を活用することで、教科内容の正確な理

解を育むことができる。今日、理科・数学の多くは、

公式や計算に特化する「操作」による問題の解き方が

勉強の中心となっている。高い学力を有するはずの大

学でも、素朴概念による理解が弱いとされている。例

えば、時速を計算するときの「は・じ・き」や「み・

は・じ」などは、その操作の顕著な例である。計算に

よる算出や操作ではなく、理解をすることに着目すれ

ば、英語を介して既によく知っていることを概念化、

抽象化することは、重要である。 
 言語の臨界期は 10-12 歳くらいと言われているが、

実際に日本でも小学校4年くらいから抽象的な概念が

図2 言語能力の相互依存仮説 

図3 言語の二つの能力 
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多く入ってくる。小学校5年の学習単元の「ともなっ

て変わる数量」が中学に入り関数となり、それが高校

では三角関数、フーリエ変換へとつながる最初の部分

である。何がどう伴って変わっているのか、それはな

ぜなのかの定義を小学校で習い始めるのだが、それを

日本語でやり直すのはとても大変なことである。 
ところが英語で書かれたこれらの説明を具体的に

考えていくことで、母語での正確な定義と、外国語を

使うことで、整理される情報が価値を持つ。認知科学

でいう mental lexicon(心的辞書)の使い方が育まれて

いく。そのためには、英語による説明されたこれらの

教材が非常に重要となる。 
 
８ 理科・社会などの教材を活用する 

 本稿では、理科を中心に紹介する。理科における用

語の正確な理解は、高等教育における専門科目の理解

には欠かせない。例えば、ニュートンの運動の第一法

則にある「静止」は、生活言語における「止まる」と

理解されていては、いけない。「停止」と「静止」は異

なる概念であることが明確にならなければ、運動エネ

ルギーの概念が理解できない。そのようなことまでを

視野に入れて学生に正確な理解を促すためには、英語

で考える方法が、思考の枠組みを可視化しやすいとい

う点において有効であると考える。 
以下、各サイトの具体例を簡単に説明する。 
・Science Learning Hub（資料1） 
https://www.sciencelearn.org.nz/resources/121-
behaviour-of-waves 
こちらも整理された読み物としての説明がある。 

・the Physics Classroom（資料2） 
http://www.physicsclassroom.com/class/momentum/
Lesson-2/The-Law-of-Action-Reaction-(Revisited)  
物理のカリキュラムに沿った単元ごとに整理され

ている。図入りの説明があるので読みやすい。 

学年ごとに整理されている。  
・http://www.makemegenius.com/ 
また science の動画が充実している。反射・屈折の

ところでは、以下（資料3）のような説明がある。 
・Mathfun（資料4） 
http://www.mathsisfun.com/ 
算数・数学のサイトです。直角三角形の性質を復習

する際には、以下のような説明があり、ここで∟Rが

RightのRだと気づき、納得がいき、より理解が進む

学生もいる。 
・ https://quizlet.com/180306177/solar-system-the-
solar-system-flash-cards/（資料5） 
教材として、デジタルフラッシュカードなどが整っ

ているサイトである。太陽系の説明は以下のような単

語カードと、また聞き取りテストもあるので、そのま

ま活用できる。 
・動画サイト 
https://safeshare.tv/ 
単元の英語名を入れることで、動画教材を見つけるこ

とができる検索サイトである。 
 たとえば、天体運動の単元での Rotation and 
Revolution は、公転と自転の違いを revolutionから、

リボルバー式拳銃との関係から軸の理解が進んだ学

生もいた。（https://safeshare.tv/x/ss5810f4774eb9a） 
・https://www.thoughtco.com/9th-grade-social-scien
ce-182848 
こちらは、広い視野からさまざまな教育活動を示して

いる。教師にとって有益なものがある。 
・エネルギーについての動画 
https://www.youtube.com/watch?v=20Vb6hlLQSg 
・http://www.cdschools.org/Page/2138 
小学校で必修化したプログラム学習 

・https://www.youtube.com/watch?v=u6jgWxkbR7A 
（資料6）民主主義のなりたちについて 
 
９ 母語である日本語を育てること 

 日本語を学ぶというと多くの人は、その作法を学ぶ

ことを、日本語を学ぶことと理解し、作法から入る教

育を実践する。日本の伝統文化である、茶道・華道を

筆者も修行し、作法から入る重要性を十分に理解して

いる。しかし、そのような学びで奥義を理解するまで

には非常な年月を要する。母語である日本語を育てる

ことは、母語話者本人が意識化すれば生涯かけて自身

が育んでいくことができる。 
 本提案は、そのような考え方を作るきっかけとして

外国語＝英語とのやりとりで、相互活性化を図るとい

う教育方法である。英語を見て、「日本語にする」ので

はなく、そこに示された概念を理解しようとすること

を教育として実践している。それらについては、一定

の効果があることはお伝えしたい。 
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大会プログラム（2017 年度前半期） 

 

第 4 回関東支部大会 プログラム 

 

大会テーマ：地球時代の感性とことばのクロス

ロード：文理・高大・産学のボーダーを越えて 

開催日：2017 年 6 月 17 日（土）  

開催場所：中央大学（後楽園キャンパス）  

プログラム： 

9:45-9:55 関東支部総会 

10:00-10:15 開会式 

司会：加藤 俊一（実行委員長、中央大学）  

会場校挨拶:武石 智香子(大会委員長、中央大

学)  

会長挨拶:小野 博 (本学会会長)  

10:15-11:45 ＜シンポジウムⅠ＞  

「グローバル人材に求められる発信力の養成と

言語教育：母語と外国語教育の接点」 

モデレーター：勝又 美智雄（本学会理事、国

際教養大学名誉教授） 

シンポジスト：小野 博 (本学会会長)、たなか 

よしこ (日本工業大学)、奥山 則和 (桐蔭学

園)、 Timothy Hornyak (科学技術ジャーナリ

スト) 

11:45-12:00 賛助企業プレゼンテーション①  

13:00-14:30 ＜シンポジウムⅡ＞  

「企業が求めるグローバル人材の感性とスキ

ル：文理のボーダーを超えて」 

モデレーター：大六野 耕作(本学会副会長、

明治大学)  

シンポジスト：檀 一平太(中央大学理工学部) 

松井 理人(日立製作所人事教育総務センタ

ー） 

福島 康雄(日立製作所技術顧問)  

陰山 雄平 (ソニー人事統括部）  

14:45-16:15 ＜教育連携企画＞ 

 

  （途中、賛助企業プレゼンテーション②） 

「グローバリズム・ローカリズムの視点から見

る日本・次世代が考える居心地の良い Greater 

Tokyo」 

<参加校> 中央大学杉並高等学校 中央大学附属

高等学校 中央大学附属横浜高等学校 桐蔭学

園高等学校男子部 明治大学付属明治高等学校 

慶應義塾大学 中央大学 明治大学（五十音

順）  

＜審査員＞（敬称略）：Ananda Kumara（名城大

学）勝又美智雄（国際教養大学） Lars 

Nicolaysen（ドイツ通信社日本支局） Stephen 

Hesse（中央大学）Yih Yeh Pan（産業能率大

学） 

16:30-18:00 ＜一般発表・口頭発表＞ 

「国際バカロレアの外国語科目の評価手法、試

験内容から捉える能力感」赤塚 祐哉（早稲

田大学本庄高等学院） 

「2016 年 4 月【熊本地震】【エクアドル地

震】・10 月【鳥取中部地震】に見る「英語を

通じての世界への情報受発信」の実践」山西 

敏博（公立鳥取環境大学） 

「かかれ、英語大好き魔法 ピカイチ☆イング

リッシュ」川村 光一（栄東中学高等学校） 

「生徒の身近の場でできるグローバル教育：桐

蔭学園高等学校の実践例」グラジアニ ジェ

イムズ（桐蔭学園） 

「外部検定試験活用の展望と教育の質保証：明

治大学の場合」大六野 耕作、尾関 直子（明

治大学） 

「e-learning でのライバル関係を利用した学習

支援手法」 加藤 俊一、島崎 友祐、浦田 仁

志、加藤  皓也、奥住 広大（中央大学） 
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ロード：文理・高大・産学のボーダーを越えて 

開催日：2017 年 6 月 17 日（土）  
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プログラム： 
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10:00-10:15 開会式 

司会：加藤 俊一（実行委員長、中央大学）  

会場校挨拶:武石 智香子(大会委員長、中央大

学)  

会長挨拶:小野 博 (本学会会長)  

10:15-11:45 ＜シンポジウムⅠ＞  

「グローバル人材に求められる発信力の養成と

言語教育：母語と外国語教育の接点」 

モデレーター：勝又 美智雄（本学会理事、国

際教養大学名誉教授） 

シンポジスト：小野 博 (本学会会長)、たなか 

よしこ (日本工業大学)、奥山 則和 (桐蔭学

園)、 Timothy Hornyak (科学技術ジャーナリ

スト) 

11:45-12:00 賛助企業プレゼンテーション①  

13:00-14:30 ＜シンポジウムⅡ＞  

「企業が求めるグローバル人材の感性とスキ

ル：文理のボーダーを超えて」 

モデレーター：大六野 耕作(本学会副会長、

明治大学)  

シンポジスト：檀 一平太(中央大学理工学部) 

松井 理人(日立製作所人事教育総務センタ

ー） 

福島 康雄(日立製作所技術顧問)  

陰山 雄平 (ソニー人事統括部）  

14:45-16:15 ＜教育連携企画＞ 

 

  （途中、賛助企業プレゼンテーション②） 

「グローバリズム・ローカリズムの視点から見

る日本・次世代が考える居心地の良い Greater 

Tokyo」 

<参加校> 中央大学杉並高等学校 中央大学附属

高等学校 中央大学附属横浜高等学校 桐蔭学

園高等学校男子部 明治大学付属明治高等学校 

慶應義塾大学 中央大学 明治大学（五十音

順）  

＜審査員＞（敬称略）：Ananda Kumara（名城大

学）勝又美智雄（国際教養大学） Lars 

Nicolaysen（ドイツ通信社日本支局） Stephen 

Hesse（中央大学）Yih Yeh Pan（産業能率大

学） 

16:30-18:00 ＜一般発表・口頭発表＞ 

「国際バカロレアの外国語科目の評価手法、試

験内容から捉える能力感」赤塚 祐哉（早稲

田大学本庄高等学院） 

「2016 年 4 月【熊本地震】【エクアドル地

震】・10 月【鳥取中部地震】に見る「英語を

通じての世界への情報受発信」の実践」山西 

敏博（公立鳥取環境大学） 

「かかれ、英語大好き魔法 ピカイチ☆イング

リッシュ」川村 光一（栄東中学高等学校） 

「生徒の身近の場でできるグローバル教育：桐

蔭学園高等学校の実践例」グラジアニ ジェ

イムズ（桐蔭学園） 

「外部検定試験活用の展望と教育の質保証：明

治大学の場合」大六野 耕作、尾関 直子（明

治大学） 

「e-learning でのライバル関係を利用した学習

支援手法」 加藤 俊一、島崎 友祐、浦田 仁

志、加藤  皓也、奥住 広大（中央大学） 

 

「Small But Constant Steps to Success：英

検２級全員合格を目指して」村松 教子（明

治大学付属明治高等学校） 

「理工系分野での教育研究のグローバル化の試

み」加藤 俊一、樫山 和男（中央大学） 

「CLIL 型授業と反転授業の統合型授業実践」細 

喜朗（千葉県立松戸国際高等学校） 

「グローバルマインドとは何か？：グローバル

人材育成をめぐる大学、企業、学生のジレン

マ」鈴木 武生（跡見学園女子大学） 

16:35-17:30 ＜関東支部大会特別公開企画＞ 

「地球スタンダードを目指す理系人材のための

英語プレゼンテーショーン・ワークショップ」  

講師 斎藤 裕紀恵（早稲田大学） 

18:30-20:30  情報交換会  

 

 

第４回九州支部大会 プログラム 

 

大会テーマ：大学教育とグローバル人材の育成 

開催日：2017 年 8 月 17 日（木）  

開催場所：西九州大学 佐賀キャンパス  

プログラム： 

12:45－12:50 開会式 

会場校挨拶 井本 浩之（西九州大学副学長）  

12:50－13:35 基調講演「長崎大学におけるグ

ローバル人材の育成：授業カリキュラムと英

語教育の側面から」 古村 由美子（長崎大

学）  

13:40－15:20 ＜シンポジウム＞ 

「海外派遣方式と学生の学力や資質等の向上に

ついて」  

コーディネータ―：小野 博（本学会会長）  

「海外派遣方式と学生の学力や資質等の向上

について」樋口 紀子（梅光学院大学） 

「サマースクール等への参加」 大六野 耕作

（明治大学） 

「経済学部における 3種の海外派遣：その成

果の比較」古村 由美子（長崎大学） 

「同世代の学生とのワークショップ」 穴田 

有一（北海道情報大学） 

15:20－15:30 展示企業紹介・休憩  

15:30－16:20 ＜一般発表・口頭発表＞  

「「教育連携部会」における高大連携企画の

実践報告」内田 富男（明星大学） 

「昼休みに日本人同士で英会話に取り組む空

間のある意味：～工学部国際教育センターに

集まる学生に出現した姿～」川崎 典子（宮崎

大学）  

16:25－17:25 ＜学生発表＞ 

「社内英語化に取り組む地方企業の課題」髙

松 侑矢（西南学院大学大学院） 

「専門と英語」島ノ江 未佳（西九州大学） 

「韓国留学経験を経て言語以外に得たもの

（日韓の違い）」原 望月（梅光学院大学） 

「私が留学経験から得たこと」武原 龍晟（梅

光学院大学） 

17:25－17:40 支部総会・閉会式  

18:30－20:30 情報交換会  

 

【前日プログラム】 8 月 16 日～17 日 

短期集中型英語教育見学及び異文化対応力育

成研究会参加  

16 日（水） 

8：50～12：00  

役者によるコミュニケーション能力育成ワー

クショップ 1日目 

13：00～14：30  

弾丸インプットの授業： 「英語が嫌いで苦

手」の学生を「英語は面白い、もっと勉強し

たい」学生に成長・変身させる英語教育 

14：40～17：30 異文化対応力育成研究会  

17 日（木） 

8：50～12：00  

役者によるコミュニケーション能力育成ワー

クショップ 2日目  
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第 回全国大会 プログラム

大会テーマ：フロンティア精神とグローバル人

材～世界をフィールドとしてミッションを遂行

するために～

開催日 ： 年 月 日（土） 日（日）

開催場所：北海道情報大学

プログラム：

月 日（土） 第 日目

– 開会式

開会挨拶：竹内 典彦（大会実行委員長、本学会

副会長）

会長挨拶：小野 博（本学会会長）

– ＜シンポジウム ＞

「海外とのミッション遂行に求められるもの」

モデレーター：中山 健一郎（札幌大学）

シンポジスト：小林 浩治（北海道大学新渡戸

カレッジ フェロー、元トヨタトルコ 社長）

野部 英一（元札幌大学 非常勤講師、元ホン

ダ アメリカ チーフエンジニア）

白木 三秀（早稲田大学大学院 教授、国際ビ

ジネス研究学会 会長）

– ＜シンポジウム ＞

「観光立国日本をグローバル人材育成の観点

からどう支えるか：北海道の観光を例とし

て」

モデレーター：竹内 典彦（北海道情報大学）

シンポジスト：張 相律 （株式会社 プレミア

ム北海道 代表取締役）、 鄭 眞旭（株式会社

四季の旅 代表取締役）、 川名 典人（札幌国

際大学）、 佐野 愛子（北海道文教大学）

– 出展企業によるプレゼンテーシ

ョン

– 情報交換会

月 日（日）第 日目

– 総会

– ＜一般発表・口頭発表＞

「希望理論からみたグローバル人材育成者の育

成思想再考 」鈴木 繁夫（名古屋大学）

「フィリピン語学留学の利点と限界」斉藤 智

（株式会社桐原書店）

「世界と日本の食から地域の食を考える～高校

国際科「時事英語」でご当地グルメを世界に

するプロジェクト」山崎 秀樹（北海道千歳高

等学校）

「国際バカロレア（ ）型の英語教育で批判的

思考（ ）は育つのか。」赤塚 祐哉（早稲田

大学 本庄高等学院）

「グローバル人材育成に係る大学教育プログラ

ム開発の動向と課題」高城 宏行（神戸大学）

「数物系科学教育のためのグローバルコンテン

ツ開発」田中 忠芳（金沢工業大学）

「オンライン英会話（国内）とマンツーマン＆

グループレッスン（海外）のハイブリッド型英

語発話力向上プログラム」横川 綾子（明治大

学）

「 に繋がる短期研修の実践及び

研修期間の前・中・後の の活用事例の考

察」池田 佳子・エルヴィタ ウィアシー（旧ハ

フ）（関西大学）

「大学における国際化推進に関する研究 －

国際化成功認識の構造―」大膳 司（広島大

学）

「グローバル人材に向けた世界規模で活躍する

若手研究者の事例分析と展望」三宅 雅人（奈

良先端科学技術大学院大学）

「語学力の壁を越える「場」の構築‐中級者を

上級レベルに導く英語コミュニケーション力向

上プログラム策定の試み‐」村山 眞理・岩田

陽子（東京農工大学）

「海外拠点を活用したグローバル人材育成の可

能性― 理工系大学院大学に見る国際展開の動

向」橋田 力（奈良先端科学技術大学院大学）

– ＜一般発表・ポスター＞

「健康医療福祉系大学におけるグローバル人

材育成教育の課題」久保 雅義（新潟医療福祉

大学）
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第 回全国大会 プログラム

大会テーマ：フロンティア精神とグローバル人

材～世界をフィールドとしてミッションを遂行

するために～

開催日 ： 年 月 日（土） 日（日）

開催場所：北海道情報大学

プログラム：

月 日（土） 第 日目

– 開会式

開会挨拶：竹内 典彦（大会実行委員長、本学会

副会長）

会長挨拶：小野 博（本学会会長）

– ＜シンポジウム ＞

「海外とのミッション遂行に求められるもの」

モデレーター：中山 健一郎（札幌大学）

シンポジスト：小林 浩治（北海道大学新渡戸

カレッジ フェロー、元トヨタトルコ 社長）

野部 英一（元札幌大学 非常勤講師、元ホン

ダ アメリカ チーフエンジニア）

白木 三秀（早稲田大学大学院 教授、国際ビ

ジネス研究学会 会長）

– ＜シンポジウム ＞

「観光立国日本をグローバル人材育成の観点

からどう支えるか：北海道の観光を例とし

て」

モデレーター：竹内 典彦（北海道情報大学）

シンポジスト：張 相律 （株式会社 プレミア

ム北海道 代表取締役）、 鄭 眞旭（株式会社

四季の旅 代表取締役）、 川名 典人（札幌国

際大学）、 佐野 愛子（北海道文教大学）

– 出展企業によるプレゼンテーシ

ョン

– 情報交換会

月 日（日）第 日目

– 総会

– ＜一般発表・口頭発表＞

「希望理論からみたグローバル人材育成者の育

成思想再考 」鈴木 繁夫（名古屋大学）

「フィリピン語学留学の利点と限界」斉藤 智

（株式会社桐原書店）

「世界と日本の食から地域の食を考える～高校

国際科「時事英語」でご当地グルメを世界に

するプロジェクト」山崎 秀樹（北海道千歳高

等学校）

「国際バカロレア（ ）型の英語教育で批判的

思考（ ）は育つのか。」赤塚 祐哉（早稲田

大学 本庄高等学院）

「グローバル人材育成に係る大学教育プログラ

ム開発の動向と課題」高城 宏行（神戸大学）

「数物系科学教育のためのグローバルコンテン

ツ開発」田中 忠芳（金沢工業大学）

「オンライン英会話（国内）とマンツーマン＆

グループレッスン（海外）のハイブリッド型英

語発話力向上プログラム」横川 綾子（明治大

学）

「 に繋がる短期研修の実践及び

研修期間の前・中・後の の活用事例の考

察」池田 佳子・エルヴィタ ウィアシー（旧ハ

フ）（関西大学）

「大学における国際化推進に関する研究 －

国際化成功認識の構造―」大膳 司（広島大

学）

「グローバル人材に向けた世界規模で活躍する

若手研究者の事例分析と展望」三宅 雅人（奈

良先端科学技術大学院大学）

「語学力の壁を越える「場」の構築‐中級者を

上級レベルに導く英語コミュニケーション力向

上プログラム策定の試み‐」村山 眞理・岩田

陽子（東京農工大学）

「海外拠点を活用したグローバル人材育成の可

能性― 理工系大学院大学に見る国際展開の動

向」橋田 力（奈良先端科学技術大学院大学）

– ＜一般発表・ポスター＞

「健康医療福祉系大学におけるグローバル人

材育成教育の課題」久保 雅義（新潟医療福祉

大学）

 

「二国間双方向の海外研修を通じた異文化交

流プログラムの実践」小野 真嗣（室蘭工業大

学）、大橋 裕子 ）

「コミュニケーションテストＯＰＩｃオンサ

イト実施の振り返りから、次へのつながりを

展望する」八木 智裕（一般社団法人

）

「海外での体験学習プログラムにおける協働

的活動を通じた学びについて－関西学院大学

「海外フィールドワーク」の事例－」安居 信

之 国際開発センター

– ＜ 教育実践セミナー＞

「グローバル人材育成のためのアクティブ・

ラーニング～高大連携による探求型学習のス

スメ～」

登壇者：奥山 則和（桐蔭学園）、内田 富男

（明星大学）

– ＜シンポジウム ＞

「学部カリキュラムで臨むグローバル人材育成

“

”」

司会・シンポジスト：アーナンダ・クマーラ

（名城大学）

シンポジスト：柳沢 秀郎、ロジャース・ジェ

イムス、ボイス・ニコラス（名城大学）

– ＜教育連携部会企画＞

「次期学習指導要領が中等教育と大学に与える

影響－国際バカロレア（ＩＢ）とイングラン

ドのカリキュラムとの関連性－」

モデレーター：勝又美智雄（国際教養大学名誉

教授）

登壇者：赤塚 祐哉（早稲田大学本庄高等学

院） 奥山 則和（桐蔭学園）、斉藤 智 株

式会社桐原書店代表取締役社長

– ＜北海道特別企画講演＞

「人材育成という国際貢献～小さな大学の挑

戦」 穴田 有一（北海道情報大学）

「

–

—」ミシェル・ラフェイ

（北海道大学）

– ＜大会会場校特別企画＞

「

」ソーラ・サイモン

（北海道情報大学）

– ＜学会長講演＞

「私のグローバル人生」 小野 博

– 閉会式

【前日プログラム】

月 日（金）プレカンファレンス研修（余市、

小樽、札幌）

・ニッカウヰスキー余市蒸溜所見学

・小樽ビール銭函醸造所見学

・北海道かに将軍札幌本店夕食
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会誌『グローバル人材育成教育研究』投稿規程

第１条 本誌はグローバル人材育成教育に関する論文等を掲載する。

第２条 掲載する論文等の種別は、研究論文、研究ノート、実践報告、論壇、展望、解

説・講座、報告、巻頭言とし、種別ごとの内容とページ数は別表の通りとする。

第３条 研究論文、研究ノートおよび実践報告は本会の会員が筆頭著者であるものに限

る。

２ 論壇、展望、解説・講座、報告、巻頭言については、編集委員会が特に認めた

場合は非会員が筆頭著者となることができる。

第４条 掲載する論文等は、編集委員会が委嘱する査読者による査読審査を経るものと

し、査読審査を経て編集委員会が公表するのにふさわしいと認めた原稿につい

て、編集委員長がその掲載を決定する。

第５条 著者に対して原稿料の支払いはせず、掲載料の徴収も行わない。

第６条 原稿は、日本語または英語を使用し、指定された形式で作成する。

２ 研究論文、研究ノートおよび実践報告に関しては、本文で使用する言語に関わ

らず、 語以内の英文の要約を付けるものとする。

第７条 投稿の際は、学会ホームページの指定されたフォームに必要事項の記入を行い、

原稿のファイルを添付して送信する。

第８条 原稿は未発表のものに限り、二重投稿を禁じる。本誌に投稿した原稿の採否が

決定するまでは、著者は同内容の原稿を他の雑誌等に投稿してはならない。

第９条 本誌に掲載された論文等の全ての著作権（著作権法第 条及び第 条に規定

する権利を含む）は、グローバル人材育成教育学会に帰属する。

第１０条 著者には、要望があれば本誌に掲載された論文等の抜き刷りを本人の実費負

担により渡す。
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第１１条 本誌は原則として年二回以上発行する。

第１２条 この規程を改廃するときは、編集委員会の議決を経て理事会で承認するもの

とする。

（ 年 月 日改訂）

別表

種別 内容
ページ数

（図表等を含む）

研究論文 グローバル人材育成教育に関する研究成果に

ついて論じたもの
～

研究ノート 論文に準じ、速報性を有し、研究過程で得ら

れた結果・知見などをまとめたもの
～

実践報告
グローバル人材育成教育に関する実践活動

（授業など）から得られた成果などについて

述べたもの

～

論壇 グローバル人材育成教育に関して意見や主張

などを述べたもの
～

展望 主題について、最近の進歩や将来の予測を広

い視野に立って述べたもの
～

解説・講座

① 主題について、会員の啓発に資するよう

に、平易に説明したもの

② グローバル人材育成教育に関する技術、

手法、教材および教育プログラムなどに

ついて客観的に説明したもの

～

報告

① 本会に設置されている委員会・支部・専

門部会からの報告

② 会員にとって有用な情報、記録にとどめ

るべき資料や情報などをまとめたもの

～

巻頭言
会長などが、巻頭に述べるもの 以内
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1 
 

原稿執筆・投稿ガイドライン 

 

グローバル人材育成教育学会 編集委員会 

 

学会誌『グローバル人材育成教育研究』はグローバル人材育成教育に関する論文等を

掲載します。原則として年2回（3月末、9月末）発行します。投稿はいつでも受け付け

ています。投稿規程を参照の上、以下のガイドラインに沿って原稿を執筆し、投稿して

ください。 

 

【原稿執筆について】 

1. 原稿の種別は、研究論文、研究ノート、実践報告、論壇、展望、解説・講座、報告、

巻頭言です。種別ごとの内容とページ数を表1に示します。 

2. 研究論文、研究ノートおよび実践報告は本会の会員が筆頭著者であるものに限りま

す。論壇、展望、解説・講座、報告、巻頭言については、編集委員会が特に認めた

場合は非会員からの投稿を掲載することがあります。 

3. 原稿は、日本語または英語を使用し、指定された形式で作成してください。原稿作

成用テンプレート(Word ファイル)をダウンロードし、上書きして作成してください。 

4. 原稿確認・著作権等に関する確認書（Wordファイル）をダウンロードし、記載内容を確

認してください。 

5. 題名は、読者が内容を把握できるよう、具体的な情報を含みかつ適切な長さで付けてく

ださい。必要に応じて副題をつけることができます。 

6. 新規投稿時および修正原稿提出時には、査読者に著者情報を開示しないため、原稿に含

まれるすべての著者氏名（和名および英名）および所属名について、記載スペースを確

保して空白の状態としてください。文中等でも著者が特定される箇所を伏せ字にする

などして、著者が推測されにくいように配慮してください。 

7. 3.のテンプレートは、和文原稿用です。英文原稿の場合は、和文の題名・和文の著者名

の部分は不要です。 

8. 研究論文、研究ノートおよび実践報告については、和文原稿・英文原稿とも、英文ア

ブストラクト（100～200語以内）を記載してください。 

9. すべての種別の原稿について、英文および和文のキーワードをそれぞれ5語以内（3～5

語）で記載してください。 

10. 原稿の構成と内容について、表2、表3に示す「査読の評価項目」を参考にしてください。

また、十分に推敲してください。 

11. 引用・参考文献の書式は、3ページ以降を参照してください。 

12. 受付日・受理日は、空白としてください。掲載決定後にお知らせします。 
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原稿執筆・投稿ガイドライン 

 

グローバル人材育成教育学会 編集委員会 

 

学会誌『グローバル人材育成教育研究』はグローバル人材育成教育に関する論文等を

掲載します。原則として年2回（3月末、9月末）発行します。投稿はいつでも受け付け

ています。投稿規程を参照の上、以下のガイドラインに沿って原稿を執筆し、投稿して

ください。 

 

【原稿執筆について】 

1. 原稿の種別は、研究論文、研究ノート、実践報告、論壇、展望、解説・講座、報告、

巻頭言です。種別ごとの内容とページ数を表1に示します。 

2. 研究論文、研究ノートおよび実践報告は本会の会員が筆頭著者であるものに限りま

す。論壇、展望、解説・講座、報告、巻頭言については、編集委員会が特に認めた

場合は非会員からの投稿を掲載することがあります。 

3. 原稿は、日本語または英語を使用し、指定された形式で作成してください。原稿作

成用テンプレート(Word ファイル)をダウンロードし、上書きして作成してください。 

4. 原稿確認・著作権等に関する確認書（Wordファイル）をダウンロードし、記載内容を確

認してください。 

5. 題名は、読者が内容を把握できるよう、具体的な情報を含みかつ適切な長さで付けてく

ださい。必要に応じて副題をつけることができます。 

6. 新規投稿時および修正原稿提出時には、査読者に著者情報を開示しないため、原稿に含

まれるすべての著者氏名（和名および英名）および所属名について、記載スペースを確

保して空白の状態としてください。文中等でも著者が特定される箇所を伏せ字にする

などして、著者が推測されにくいように配慮してください。 

7. 3.のテンプレートは、和文原稿用です。英文原稿の場合は、和文の題名・和文の著者名

の部分は不要です。 

8. 研究論文、研究ノートおよび実践報告については、和文原稿・英文原稿とも、英文ア

ブストラクト（100～200語以内）を記載してください。 

9. すべての種別の原稿について、英文および和文のキーワードをそれぞれ5語以内（3～5

語）で記載してください。 

10. 原稿の構成と内容について、表2、表3に示す「査読の評価項目」を参考にしてください。

また、十分に推敲してください。 

11. 引用・参考文献の書式は、3ページ以降を参照してください。 

12. 受付日・受理日は、空白としてください。掲載決定後にお知らせします。 
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13. 原稿の各ページにページ番号を付けてください。 

14. 題名、著者名、脚注、注、文献、日付等を含め、刷り上りページ数が原稿の種別ごとの

ページ数の制限を越えないように作成してください。 

 

【投稿方法】 

1. 作成した原稿（著者情報の含まれないもの）をＰＤＦファイルで保存してください。 

2. 学会誌入稿フォームに、題名、著者名、所属、連絡先等、必要事項を記入し、原稿

のＰＤＦファイルをアップロードしてください。 

3. 原稿を確認して、著者の連絡先に受付のメールを送信します。 

4. お問合せ等は、学会誌問合せフォームにお願いします。 

 

【査読審査】 

1. 査読審査を経て、編集委員会が公表するのにふさわしいと認めた原稿について、編

集委員長が掲載を決定します。 

2. 研究論文、研究ノートおよび実践報告は、著者情報を開示しないで、編集委員会に

より選任された匿名の査読者2名による査読を行います。 

3. 論壇、展望、解説・講座、報告、巻頭言は、編集委員会により選任された編集委員

1名による査読を行います。 

4. 原稿の種別ごとの評価項目について、表2、表3に示します。原稿を作成する際の参

考にしてください。 

5. 査読の判定は「採録（このまま掲載）」「条件付採録（修正後掲載可）」「照会（照会

後再判定）」「不採録（返却）」です。 

6. 査読者から著者へのコメントや照会事項がある場合は、著者照会を行います。コメント

に対する回答と修正原稿を期限までに学会誌入稿フォームに提出してください。 

7. 査読期間は原則として最短で、初回は2週間、照会は3週間、再査読は1週間です。 

 

【判定から掲載まで】 

1. 掲載が決定した場合、受付日・受理日をお知らせします。 

2. 空白としていた著者名、所属、受付日・受理日を記入し、ページ番号・ヘッダー・フッ

ターを削除した完成原稿を作成し、WordファイルおよびＰＤＦファイルで保存してく

ださい。 

3. 完成原稿は、画面上で確認するだけでなく、印刷した上でご確認ください。 

4. 学会誌入稿フォームに必要事項を記入し、完成原稿のWordファイルおよびＰＤＦフ

ァイルをアップロードしてください。 

5. 原稿を確認して、著者の連絡先に受理のメールを送信します。 
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6. 原稿確認・著作権等に関する確認書を印刷し署名したものを、学会事務局宛に郵送して

ください。 

 

【郵送先】〒１０１-８３０１ 東京都千代田区神田駿河台１-１ 

明治大学 研究棟 ８１２号室（大六野研究室） 

 グローバル人材育成教育学会事務局 

 

 

【引用・参考文献の記述について】 

 

本学会誌の記法を、以下に示すいくつかの例に従って定めます（これらの例には、一部架

空の情報が記述されていることをあらかじめお断りしておきます）。 

著者名は、全員分を省略せずに原文に忠実に記述してください。英文原稿における引用・

参考文献の記載については、APA(American Psychological Association)スタイルに準拠し

てください。なお、英文以外で書かれている文献については、ローマ字表記のタイトルの後

に英訳タイトルを記載してください。 

 

1. 和文誌・和文論文集などに掲載される一部の記事の場合 

1) 西山潔, 石原和宏. (2005). 活火山地帯における震源地特定について（第1 報 計算

手法の提案）. 火山列島, 50(5), 407-416. 

2) Nishiyama, K., & Ishihara, K. (2005). Kakkazanchitai ni okeru shingen tokutei 

ni tsuite (Dai ippou keisanshuhou no teian) [Specification of earthquake 

center in active volcano area (1st report, Approach for Calculating Method)]. 

Kazan Rettou, 50(5), 407-416. 

2. 外国語雑誌・外国語論文集などに掲載される一部の記事の場合 

3) Pisciella, P., Pelio, M., & Becker, D. S. (2006). FTIR spectroscopy 

investigation of the crystallization process in an iron rich glass, Journal 

of European Ceramics Society, 33(3), 345-351. 

3. 図書1 冊の場合 

4) 岩井實，佐久田博. (2006). 基礎応用 第三角法図学 第2 版. 東京：森北出版． 

5) Dörnyei, Z. (2001). Motivation strategies in the language classroom. 

Cambridge: Cambridge University Press. 

6) García, O. (2009). Bilingual education in the 21st century: A global 

perspective. Malden, MA; Oxford:Wiley-Blackwell. 

4. 図書の一部の場合 

7) 月本 洋. (2008). 日本人の脳に主語はいらない (音声と文字pp. 14-17) . 講談社選
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6. 原稿確認・著作権等に関する確認書を印刷し署名したものを、学会事務局宛に郵送して

ください。 

 

【郵送先】〒１０１-８３０１ 東京都千代田区神田駿河台１-１ 

明治大学 研究棟 ８１２号室（大六野研究室） 

 グローバル人材育成教育学会事務局 

 

 

【引用・参考文献の記述について】 

 

本学会誌の記法を、以下に示すいくつかの例に従って定めます（これらの例には、一部架

空の情報が記述されていることをあらかじめお断りしておきます）。 

著者名は、全員分を省略せずに原文に忠実に記述してください。英文原稿における引用・

参考文献の記載については、APA(American Psychological Association)スタイルに準拠し

てください。なお、英文以外で書かれている文献については、ローマ字表記のタイトルの後

に英訳タイトルを記載してください。 

 

1. 和文誌・和文論文集などに掲載される一部の記事の場合 

1) 西山潔, 石原和宏. (2005). 活火山地帯における震源地特定について（第1 報 計算

手法の提案）. 火山列島, 50(5), 407-416. 

2) Nishiyama, K., & Ishihara, K. (2005). Kakkazanchitai ni okeru shingen tokutei 

ni tsuite (Dai ippou keisanshuhou no teian) [Specification of earthquake 

center in active volcano area (1st report, Approach for Calculating Method)]. 

Kazan Rettou, 50(5), 407-416. 

2. 外国語雑誌・外国語論文集などに掲載される一部の記事の場合 

3) Pisciella, P., Pelio, M., & Becker, D. S. (2006). FTIR spectroscopy 

investigation of the crystallization process in an iron rich glass, Journal 

of European Ceramics Society, 33(3), 345-351. 

3. 図書1 冊の場合 

4) 岩井實，佐久田博. (2006). 基礎応用 第三角法図学 第2 版. 東京：森北出版． 

5) Dörnyei, Z. (2001). Motivation strategies in the language classroom. 

Cambridge: Cambridge University Press. 

6) García, O. (2009). Bilingual education in the 21st century: A global 

perspective. Malden, MA; Oxford:Wiley-Blackwell. 

4. 図書の一部の場合 

7) 月本 洋. (2008). 日本人の脳に主語はいらない (音声と文字pp. 14-17) . 講談社選
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書メチエ． 

8) Kanno, Y. (2007). ELT policy directions in Japan. In J. Cummins, & C. Davison 

(Eds.), International Handbook of English language teaching (pp. 63-73). New 

York: Springer. 

5. 会議報告書や研究発表講演会講演論文集・予稿集などに掲載された一部の記事の場合 

9) 三田純義, 松田稔樹. (2005 年5 月). 力学と関連づけた設計入門教材の開発（第1 

報）, 日本設計工学会平成17 年度春季大会研究発表講演会講演論文集, 東京理科 

大学森戸記念館． 

10) Murakami, T., Deguchi, M., Jin, Y. (Oct. 2005). Computational methodology of 

universal design for quantitative user diversity. Paper presented at the 1st 

International Conference on Design Engineering and Science (ICDES2005), 

Vienna, Austria. 

6. ウェブサイトやPDF ファイルなどの電子文献（URL からはリンク（下線）を削除してお

いてください） 

11) グローバル人材育成教育学会：http://www.j-agce.org/（2013 年10 月25 日参照） 

12) Hall, K., & Boomershine, A. (2006). Life, the critical period: An exemplar-

based model of language learning. Ms., The Ohio State University. 

[http://www.ling.ohiostate.edu/_kchall/KCH, retrieved March 15, 2011] 
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表 1 原稿の種別ごとの内容とページ数 

種別 内容 
ページ数 

（図表等を含む） 

研究論文 

(Research Paper)  

グローバル人材育成教育に関する研究成果に

ついて論じたもの  
6～12  

研究ノート 

(Research Note) 

論文に準じ、速報性を有し、研究過程で得ら

れた結果・知見などをまとめたもの 
4～6 

実践報告 

(Practical Report)  

グローバル人材育成教育に関する実践活動

（授業など）から得られた成果などについて

述べたもの  

4～12  

論壇 

(Column)  

グローバル人材育成教育に関して意見や主張

などを述べたもの  
2～8  

展望 

(Prospect)  

主題について、最近の進歩や将来の予測を広

い視野に立って述べたもの  
2～8  

解説・講座 

(Explanatory Note)  

① 主題について、会員の啓発に資するよう

に、平易に説明したもの 

② グローバル人材育成教育に関する技術、

手法、教材および教育プログラムなどに

ついて客観的に説明したもの  

4～8  

報告 

(Report) 

① 本会に設置されている委員会・支部・専

門部会からの報告 

② 会員にとって有用な情報、記録にとどめ

るべき資料や情報などをまとめたもの 

2～8 

巻頭言 

(Preface)  
会長などが、巻頭に述べるもの  2 以内  
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表 1 原稿の種別ごとの内容とページ数 

種別 内容 
ページ数 

（図表等を含む） 

研究論文 

(Research Paper)  

グローバル人材育成教育に関する研究成果に

ついて論じたもの  
6～12  

研究ノート 

(Research Note) 

論文に準じ、速報性を有し、研究過程で得ら

れた結果・知見などをまとめたもの 
4～6 

実践報告 

(Practical Report)  

グローバル人材育成教育に関する実践活動

（授業など）から得られた成果などについて

述べたもの  

4～12  

論壇 

(Column)  

グローバル人材育成教育に関して意見や主張

などを述べたもの  
2～8  

展望 

(Prospect)  

主題について、最近の進歩や将来の予測を広

い視野に立って述べたもの  
2～8  

解説・講座 

(Explanatory Note)  

① 主題について、会員の啓発に資するよう

に、平易に説明したもの 

② グローバル人材育成教育に関する技術、

手法、教材および教育プログラムなどに

ついて客観的に説明したもの  

4～8  

報告 

(Report) 

① 本会に設置されている委員会・支部・専

門部会からの報告 

② 会員にとって有用な情報、記録にとどめ

るべき資料や情報などをまとめたもの 

2～8 

巻頭言 

(Preface)  
会長などが、巻頭に述べるもの  2 以内  
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表 2 査読の評価項目（研究論文、研究ノート、実践報告） 

 

 

表 3 査読の評価項目（論壇、展望、解説・講座、報告、巻頭言） 

 

以 上 

原 稿 種

別 

評 価 基

準 

 
 
 
 
 

評価項目 

原稿種別  
◆評価記号と評価基準（５段階評価） 
Ａ：非常に良い。 
Ｂ：良い。 
Ｃ：現時点でも，最低基準はクリアしている。 
Ｄ：現時点では，最低基準に至っていない。 
？：現時点では判断できない。照会後に判定する。 
 

研
究
論
文 

研
究
ノ
ー
ト 

実
践
報
告 

   

分野，内容 
の妥当性    

原稿の内容は本会で扱うものとして適当か。 
広く公表するのにふさわしい内容か。 

構成，記述 
の妥当性    

全体の構成が適切であるか。目的と結果が明確であるか。既往の研究との関係

性が明確であるか。表現は正確か。理解困難な表現はないか。 
有用性 

   

この成果が教育において有用か。教育効果向上が期待できるか。 
得られた知見，手法等が教育分野において将来的発展・拡大に寄与する可能性

があるか。 
新規性 
独創性    

従来にない新しい考え方，理論，実践，手段，事例等が示されているか，従来

のものに，意義のある成果を付与しているか。 
信頼度 

 
 

 
データ収集は適切な方法で行われているか。データの解釈は適切か。内容に矛

盾や誤りはないか。論理の展開に無理はないか。 
完成度 

   
内容にまとまった成果が得られており，独立したものとして評価できる段階に

あるか。教育効果に対する考察がなされているか。 

分野，内容 
の妥当性 

原稿の内容は本会で扱うものとして適当か。 
広く公表するのにふさわしい内容か。 

構成，記述 
の妥当性 

全体の構成が適切であるか。 
表現は正確か。理解困難な表現はないか。 

有用性 有用な情報を提供しているか。 
グローバル人材育成教育に寄与するか。 
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表 2 査読の評価項目（研究論文、研究ノート、実践報告） 

 

 

表 3 査読の評価項目（論壇、展望、解説・講座、報告、巻頭言） 

 

以 上 

原 稿 種

別 

評 価 基

準 

 
 
 
 
 

評価項目 

原稿種別  
◆評価記号と評価基準（５段階評価） 

Ａ：非常に良い。 
Ｂ：良い。 
Ｃ：現時点でも，最低基準はクリアしている。 
Ｄ：現時点では，最低基準に至っていない。 
？：現時点では判断できない。照会後に判定する。 
 

研
究
論
文 

研
究
ノ
ー
ト 

実
践
報
告 

   

分野，内容 
の妥当性    

原稿の内容は本会で扱うものとして適当か。 
広く公表するのにふさわしい内容か。 

構成，記述 
の妥当性    

全体の構成が適切であるか。目的と結果が明確であるか。既往の研究との関係

性が明確であるか。表現は正確か。理解困難な表現はないか。 
有用性 

   

この成果が教育において有用か。教育効果向上が期待できるか。 
得られた知見，手法等が教育分野において将来的発展・拡大に寄与する可能性

があるか。 
新規性 
独創性    

従来にない新しい考え方，理論，実践，手段，事例等が示されているか，従来

のものに，意義のある成果を付与しているか。 
信頼度 

 
 

 
データ収集は適切な方法で行われているか。データの解釈は適切か。内容に矛

盾や誤りはないか。論理の展開に無理はないか。 
完成度 

   
内容にまとまった成果が得られており，独立したものとして評価できる段階に

あるか。教育効果に対する考察がなされているか。 

分野，内容 
の妥当性 

原稿の内容は本会で扱うものとして適当か。 
広く公表するのにふさわしい内容か。 

構成，記述 
の妥当性 

全体の構成が適切であるか。 
表現は正確か。理解困難な表現はないか。 

有用性 有用な情報を提供しているか。 
グローバル人材育成教育に寄与するか。 
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